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第１章 乳幼児への補聴に関する研究の動向と本研究の目的 
 
 本研究は、聴覚障害乳幼児に対して、妥当性の高い補聴器適合を施す方法の開発を主

題とする。特に、乳幼児の聴覚閾値と実耳特性に対応し、かつ補聴器による閾値上の増
幅特性を評価しうる方法の適用と意義について、基礎データを収集しながら早期の聴能
発達へ及ぼす効果を含めて実証的に明らかにする。 

 本章では、国内外の先行報告を概観してわが国の早期補聴をめぐる現状の問題を整理
し、研究の目的を明示する。第１節では、わが国の難聴の早期発見と補聴をめぐる現状

を述べ、乳幼児の補聴器フィッティングに関する基本的な問題提起を行う。第２節では、
乳幼児の純音聴力測定法に関して、第３節では、乳幼児の実耳特性に対応した補聴器適
合のためのフィッティング手順に関して各論を述べ、検討すべき課題を示す。第４節で

は、研究的課題に対して本研究の目的を明示することとする。 
 
第１節� 乳幼児難聴の発見と補聴 

１．難聴の早期発見と聴覚ハビリテーション 
 子どもの教育において五感を育てることほど基本的なことはなく、聴覚はその最も重
要な感覚の１つである（鳥越，1997）。オーディオロジー（Audiology：聴覚学、聴覚

補償学）は 20 世紀後半の発展の中で、成人の聴覚リハビリテーションのみならず、３
歳未満の聴覚障害児への早期からの聴覚ハビリテーションにも深く関与するようにな
った。近年、わが国においても手話言語を尊重する教育的立場がみられるが、殊に 1990

年代半ば以降の聴覚医学、デジタル補聴器・人工内耳といった聴覚補償テクノロジーの
進歩は著しく、乳幼児期から耳への音入力を確保することは、聴覚・音声言語をベース
とした教育の可能性を高め、さらには人格形成と社会参加を促すための重要な土台とし

て認識されるに至っている。 
 近年、聴覚医学の発展により新生児スクリーニングへの他覚的聴覚検査の導入が可能

となり、その普及は聴覚障害児の早期ハビリテーションに対して変革とも言うべき大き
なインパクトを与えることとなった。先天性両側難聴の発生率は、疫学的には 1000 人
あたり 1～2 人といわれ、すでに新生児マススクリーニングが行われている他の先天性

代謝疾患に比べても高い発生率を示す（多田，2000）。現在、日本を含めた先進諸国で
は、自動化された聴性脳幹反応（AABR：automated auditory brainstem response）・
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耳音響放射（OAE：otoacoustic emissions）を利用した新生児聴覚スクリーニング検
査がすでに取り入れられている。スクリーニング導入前は多くの乳幼児が１～２歳以降
に難聴を発見されていたのに対し、導入後の現在、先天性難聴の診断年齢は、聴力レベ

ルの程度を問わず０歳代にまで急速に低年齢化することとなった。 
 聴覚医学的諸検査によって両側難聴が診断された後には、補聴器などの聴覚補償テク
ノロジーを活用した聴覚ハビリテーションを開始できる。米国は、スクリーニングと早

期介入の法制化を先進的に進めてきた。同国の JCIH（Joint Committee on Infant 
Hearing）のガイドライン（JCIH，2000；2007）は、各州での EHDI（Early Hearing 

Detection and Intervention：早期発見と介入）のシステム構築を目指し、保護者によ
るコミュニケーション方法の選択の権利を重要な前提とした上で（Centers for Disease 
Control and Prevention，2010）、生後１ヵ月までに新生児聴覚スクリーニングを実施

し、３ヵ月までに難聴診断を行い、６ヵ月までに補聴器装用下でハビリテーションを開
始する、いわゆる「１-３-６ルール」の指針を示している。米国の早期介入の先駆的
実践を行ってきたコロラド州では、Yoshinaga-Itano，Sedey，Coulter and Mehl（1998）

がミネソタ式乳幼児発達質問紙（Minnesota Child Development Inventory）を用い、
６ヵ月前に難聴を発見された群の方がそれ以降に発見された群に比べて言語面の発達

指数が有意に高かったこと、また 13 ヵ月以降から幼児期において正常発達の下限内に
発達指数が保持され続けたことを報告した（Yoshinaga-Itano，2000）。これらの報告
は、この当時、米国の各州で法制化され始めていた新生児聴覚スクリーニングの意義を

明確化することとなった（大沼，2000）。 
 米国では 2006 年に、全州で受検率 95％以上の全新生児聴覚スクリーニング
（UNHS：Universal Newborn Hearing Screening）に至った（White，2008）。また、

乳幼児・幼児の補聴にオーディオロジスト（Audiologist）が適切に対応できるよう、
専門家による作業班や ASHA（American Speech-Language-Hearing Association）、

AAA（American Academy of Audiology）のオーディオロジーに関連する学術団体が
聴覚検査や補聴器適合手順に関するガイドラインを作成し、その後も新たな手法・技
術・課題に応じるための改訂作業を重ねてきた（the pediatric working group 

conference on amplification for young children with auditory deficits，1996；AAA，
2003；ASHA，2004；AAA，2013）。このように米国では各州で聴覚スクリーニング、
診断、早期介入の対応が円滑になされるよう、学術団体によるガイドライン作成も含め
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て組織的な取り組みがなされてきた。 
 
２．日本における新生児聴覚スクリーニングの導入と早期補聴の現状 

 わが国においては 1998 年の厚生省（現厚生労働省）科学研究班の発足をきっかけに
（子ども家庭総合研究事業，1999）、新生児聴覚スクリーニング検査が実施されはじめ
た。その後、国レベルの公的なスクリーニングの制度化へ向けた動きは順調に進んだと

は言えず、新生児聴覚検査モデル事業の試みは 2005 年に終了し、引き続き行われた母
子保健医療対策等総合事業も 2008 年に対策事業から除外された。新生児聴覚スクリー

ニングの実施率に関する日本産婦人科医会による全国調査は、分娩取扱施設のうち新生
児聴覚スクリーニングを実施している施設の割合について、2002 年時点では 32％、
2006 年時点では 60％、2014 年時点（有効回答数 1744 施設，回収率 66.1％）では

88％と報告した（日本産婦人科医会，2014）。数値上、実施施設数の割合は確かに上昇
してきた。しかし、日本では公的な全新生児聴覚スクリーニング、すなわち公費負担で
全例を対象に実施するスクリーニングが一般的に行われているわけではなく、スクリー

ニング検査にかかる費用が自己負担で任意受検の場合も多い。2014 年の同調査報告で
は、出生児全例実施の分娩取扱施設は半数に満たない（44％）というデータも示され

ており、実際の新生児聴覚スクリーニング検査の受検児数の割合は、88％よりも低い
数値（同調査報告による推定では全国出生数のおよそ 62％）と見込まれるという。同
調査報告は、スクリーニング検査に対して公費補助がなされない状況は、適切な介入の

遅れのみならず、自治体間の地域格差を生じさせると問題を指摘している。 
 1990 年代半ば以降、米国や EU 諸国では新生児聴覚スクリーニングの組織的導入・
法制化が図られてきたが、上述のような経緯で広まった日本の新生児聴覚スクリーニン

グ検査は、一方で、難聴発見年齢の二分化、地域格差、小児耳鼻科医・オーディオロジ
ストの人材育成および教育・療育体制の未整備という、わが国の社会的問題を浮き彫り

にすることとなった（加我，2005a；2012；加我・新正・関口・内山・坂田，2013）。
しかし加我らの指摘するこの複雑な問題を孕みながらも、新生児聴覚スクリーニングの
普及は、結果的に０歳児の難聴診断と補聴ハビリテーションの開始を急速に本格化させ

る強力な導因となったことは確かである。日本耳鼻咽喉科学会の福祉医療・乳幼児委員
会（2010）による精査機関 175 施設を対象とした調査では、2008 年の紹介児総数は
3309 名であり、前回の 2006 年度調査（2745 名）よりも増したことが報告されている。
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岡田・姫野・新井・小室・阿瀬・高橋（2010）は、1979～2008 年の 30 年間における
自施設で診断した６歳未満の 393 例を対象として補聴器装用開始年齢を分析し、地域
内の新生児聴覚スクリーニング検査の導入期（2003 年）以降、高度・重度難聴のみな

らず、軽度・中等度難聴も０歳代から補聴が開始されるようになった顕著な変化を報告
している。 
 とはいえ、０歳からの早期の補聴器装用に際して、補聴器のフィッティングが適切に

なされなければ、せっかくの早期発見も徒労となってしまう。この急激な乳幼児への補
聴と療育・教育の早期化に関して、廣田（2013）は、わが国で 1 歳未満からの療育・

教育を担当する人材配置が遅れていること、また乳幼児期固有の補聴器調整や補聴指導
には困難さを伴い、早期適合が円滑に進まない状況が少なくないことから担当者の専門
的対応の在り方が問われていることを指摘している。中市・廣田・綿貫・成沢（2014）

は、全国の乳幼児の補聴担当者への調査（有効回答施設 163 施設，有効回答の回収率
51.3％）を行い、乳幼児における補聴器の装用および機能設定の状況を報告している。
この調査では補聴担当者による「改善や開発に関する要望」の意識調査（全 15 項目）

も実施されているが、要望項目の最上位は「早期難聴診断や補聴・支援に関する社会的
啓発」であったのに対し、最下位は「乳幼児に適した補聴器適合法の導入」であった。

日本では０歳からの補聴手順が確立されていないにも関わらず、多くの補聴担当者が
「乳幼児に適した補聴器適合法の導入」という基本的事項を最下位と回答した理由につ
いて中市ら（2014）は考察を行っていないが、米国のような高い専門性と学位を要す

るオーディオロジストに及ぶ人材育成制度もなく、乳幼児への早期介入の法制化や療
育・教育体制も未整備であるわが国において、多くの現場担当者が乳幼児に対する補聴
器適合上の問題に気付けずに、改善のための具体的手立てへ高い関心を向けようもない

問題の深刻さの一端が表れていると考えられる。 
 新生児聴覚スクリーニングの普及に伴う０歳からの早期補聴の本格化は、難聴発見年

齢が主に１～２歳代であったスクリーニング導入前に比べて、乳幼児期の補聴器装用期
間が長くなることを意味する。乳幼児期の補聴器適合の適否は、早期からの聴覚ハビリ
テーションの効果を左右する主要因の１つであることは間違いないことである。廣田

（1996）は、乳幼児期に補聴器の不適合が見過ごされたまま漫然と装用が続けられ、
幼児期以降に言語発達が伸びなかった原因が補聴器不適合にあったことに気付かれる
危険性があることを指摘している。また近年では、人工内耳の適応判断・手術が１歳代
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になされる場合も増えており（日本耳鼻咽喉科学会 福祉医療・乳幼児委員会，2010；
2014）、術前の適切な補聴と装用効果の評価・判断が求められる。これらを考えると、
早期の補聴器フィッティングに関わる事柄は、聴覚ハビリテーションにおいて提供され

る諸支援の中でもプライオリティ（優先度）が高く、速やかに適切な補聴に至らせるこ
とが望まれる。補聴器適合においては、個々の聴覚の感覚特性に、補聴器の電気音響的
特性を合わせるためのフィッティング手順が必要となる。自覚的応答を得られない乳幼

児に対する補聴は、高度な専門性と技術的習熟を要するもので決して容易なこととはい
えない。乳幼児に対する妥当性のある補聴器適合法の開発と導入は挑戦的課題ではある

が、わが国の早期の聴覚ハビリテーションにおいて早急に解決されるべき最重要課題の
１つと位置づけられる。 
 

３．乳幼児の補聴器フィッティングにおける固有の問題 
 ここで、乳幼児の補聴器フィッティングにおける固有の問題を整理しておく。初期の
補聴器装用においては、わが子の障害に直面した両親への心理・情緒面へ配慮した対応

もさることながら（Lutterman，2004）、装用に関わる事柄として、補聴器の形状選択、
装用位置、耳から外れやすい、ハウリング（音響フィードバック）、子ども自身が補聴

器を耳から外して口に入れてしまうといった行動など、諸々の装用に関わる固有の問題
があり、中市ら（2014）、清水・立入（2006）はこれらの装用自体に関わる状況につ
いてまとめている。一方でこれらの装用上の問題とは別に、乳幼児の聴覚特性に応じて

補聴器の電気音響的特性を設定するためのフィッティング手順に関わる問題も考慮す
べきである。このフィッティングに関わる固有の問題を、カナダのウエスタンオンタリ
オ大学の Seewald（1995）の論考に補足を加えて、以下の４点に整理しておく。 

 
（1）第１の問題は、乳幼児は成人とは異なり、自分で補聴器からの音の良し悪しを自

覚的に訴えることはなく、補聴器の音量やプログラム等の設定も乳幼児自身がコントロ
ールできないという点である。その結果として、乳幼児は専門家によって固定された設
定（あるいはデジタル補聴器の自動環境認識モードで）で補聴器を使用するしかないこ

とになる。このため乳幼児に対しては、成人の場合に比べてより精緻な増幅特性の設定
が求められる。特に、補聴器により与えられる増幅（リニア増幅、ノンリニア増幅を問
わず）が個々の耳に対して会話音声の可聴性を適切に確保させているか、検証する手順
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を組み入れることが重要となる。また、乳幼児の耳に補聴器を装着した際に生じる固有
の音響的変数があるならば、これを明らかにした上でフィッティング手順に組み入れ、
増幅上、起きうるミスを回避することは重要と考えられる。 

（2）第 2 の問題は、乳幼児は単に外界の音・他者の音声を聴取するというよりは、音

声言語および音声交信によるコミュニケーション様式そのものを獲得するために補聴
器を使用するという、教育デバイスとしての考え方が求められる点である。乳幼児の補
聴器には、養育者・関わり手の発する会話音声を快適かつ明瞭に聴取する役割に加え、

自声を聴取する役割が期待される。また、乳幼児-養育者間の相互音声コミュニケーシ
ョンによる交信様式の獲得に関しては、身体・運動・情動・認知面の全体的発達の他、

生活・行動様式、話者との距離、生活環境の音声対雑音のレベルなど発達状況の変化も
含めて、補聴器装用による乳幼児の聴性行動・音声行動の発達的変化を詳細に把握しな
がら対応を行うことが求められる。 

（3）第３の問題は、乳幼児の補聴は、聴力や聴覚的心理特性についてのアセスメント

情報が限られた中で行わざるを得ないという点である。多くの補聴の専門家は、補聴器
の増幅特性処方のために純音オージオグラム（気導・骨導）を必要とする。仮に他覚的

検査による反応閾値の検査結果があったとしても、行動観察的手順に基づく各耳の周波
数別の聴力データを得る手法がなく、耳科学的諸検査とのクロスチェックを欠く状況は、
補聴器の特性処方を誤る重大な原因となりうる。実際、乳幼児から得られる閾値情報は

限られており、閾値上の聴覚心理特性（快適レベル、不快レベル、ラウドネス特性など）
も測定できず、不詳である。また乳幼児の気導聴力測定においては、成人と同じ耳載せ
形受話器を使用できない。日本では乳幼児聴力検査法として COR（conditioned 

orientation response audiometry：条件詮索反応聴力検査）が広く使用されてきたが
（進藤，2000 など）、この検査法は音場検査用スピーカをトランスデューサに使用する。

成人と異なる聴力検査用トランスデューサを用いれば音響的伝達特性も変わるため、成
人の補聴器特性処方式をそのまま参照できないという問題も生じる。また骨導聴力が測
定されない状況は、得られたオージオグラムから伝音／感音系の障害部位の鑑別がなさ

れないままに、補聴器特性処方が行われるという問題を招く。 

（4）第４の問題は、乳幼児における外耳道の音響的特性に関わることである。乳幼児
の外耳道長は短いため、外耳道の共鳴周波数が成人よりも高くなる。先行研究（Kruger，
1987）によれば、成人では 3000Hz 付近であるのに対し、新生児では 6000Hz 付近に
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基音の周波数があるという。またイヤモールド装着下の外耳道容積が成人よりも小さく
なるため、鼓膜面の音圧レベルは成人よりも高周波数で増す特性を示す（Moodie，
Sinclair，Fisk & Seewald，2000；Bagatto，Scollie，Seewald，Moodie & Hoover，

2002；Bagatto，Seewald，Scollie & Tharpe，2006 など）。このイヤモールド装着下
の実耳特性は、第３節で後述するように RECD（real-ear-to-coupler difference：実耳
-カプラ差）と関連づけて論じられてきた。乳幼児の補聴器特性処方においては、これ

らの乳幼児固有の実耳特性に関する音響的変数を算入する必要があり、成人と同一の処
方式を参照することができない。 

 
 なお、（1）に関して補足すべき事柄を追加する。Seewald（1995）によって４つの
問題が指摘された後、ノンリニア増幅を採用したデジタル補聴器が一般的に使用される

ようになった（Dillon，1999；Dillon，2000；Byrne，Dillon，Ching，Kattsch ＆ Keiser，
2001；Venema，2006）。ノンリニア補聴器は感音難聴のラウドネス特性へ対応するた
めに非線形による圧縮増幅を行う点が、1990 年代まで主流であった従来のリニア補聴

器と異なる。このノンリニア補聴器に関わる事柄として、補聴器装用下の閾値測定によ
る評価法の問題がある。音場検査用スピーカによる補聴器装用下の閾値測定の結果は、

圧縮増幅によるニーポイント（圧縮開始点）の影響を受けており、さらに非線形増幅と
閾値上レベルの対応関係を把握することができないため、原理的にノンリニア補聴器の
利得の検証法として用いる上での妥当性に関して疑問が指摘されている（Kuk & 

Ludvigsen，2003）。したがって、ノンリニア補聴器に対しては閾値上の圧縮増幅特性
を把握しうる評価法の導入が必要と考えられる。 
 以上の４点を参照しながら、わが国における乳幼児の補聴器フィッティングの現状の

問題を整理する。第２～３節でも後述するように、わが国の基本的手順は COR による
反応閾値（音場検査用スピーカによる両耳下での裸耳の反応閾値、補聴器装用下の閾値

による）に行動観察を加える方法に依存している（廣田，1996；福田，2005 など）。
この方法においては左右耳別の聴覚閾値データ（気導聴力）は不詳のままであり、骨導
聴力は考慮されず、実耳特性に関わる音響的変数および閾値上の増幅特性も把握されな

い。また COR が用いる音場検査用スピーカによる測定法は誤差が生じやすく、成人例
の場合においても測定上の信頼性が不十分なことが指摘されている。先行報告では
（Humes & Kirn，1990）、test-retest によるレベル差の標準偏差は 1000Hz 以上の周



 9 

波数で±５dB を超えており、乳幼児においてはさらに誤差が増すと予測される。すな
わち、わが国で用いられる現状の方法には、設定した補聴器の閾値上の増幅特性が妥当
であるか否かを検証するための測定上の精度を欠くという決定的問題があり、その結果、

補聴器の微細な再調整のための具体的数値目標（たとえば、どの周波数帯の利得や圧縮
比をどの程度上げる／下げるなど）の指針が明確に得られず、適切な補聴を施す上での
問題が大きいことを指摘できる。 

 ０歳からの早期補聴が急速に本格化しながらも、補聴器増幅特性の適否の検証に関し
て妥当性が明らかでないフィッティング手順を用いたままの状況は改善が求められる。

したがって、上記の４つの問題提起を起点に具体的な改善策を課題化し、補聴器適合手
順に反映させるための研究が必要と考えられる。特に（2）の発達的観点からの対応、
（3）の妥当性の高い純音聴力測定法、（4）の外耳道内音響特性を体系的に組み入れた

補聴器フィッティング手順を構築することは、（1）に述べた適切なリニア／ノンリニア
増幅を乳幼児に提供するという目的を達する上で重要と思われる。 
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第２節 乳幼児の純音聴力測定法 
 本節では行動観察による乳幼児聴力検査法について述べ、研究上の課題を示す。 
 

１．乳幼児に使用される聴覚診断のための検査バッテリー 
 一般に補聴器特性処方に際しては、各耳における周波数別のオージオグラムが必要と
なる。乳幼児の聴力測定に関して、他覚的な聴覚医学的検査としては ABR（auditory 

brainstem response：聴性脳幹反応）や ASSR（auditory steady-state response：聴
性定常反応）による誘発反応を用いた測定法が利用されるが、得られた検査結果の信頼

性を確かめた上で補聴器適合を施すためには、他覚的検査と行動観察的聴力検査による
諸結果間のクロスチェックが推奨される（Gravel，2000；ASHA，2004；AAA，2003；
2013）。表 1-1 に、乳幼児に使用される聴覚診断のための検査バッテリーを示した

（Gravel，2000）。 
 これまでわが国では、３歳未満児に対する行動観察による気導聴力検査法として
COR が他覚的検査である ABR と組み合わされて広く利用されてきた（進藤，2000；

安達，2012 など）。一方で欧米では、行動観察による聴力測定法に関して、COR に代
わって VRA（visual reinforcement audiometry：視覚強化聴力検査）とよばれる改良

法が用いられ、さらにインサートイヤホン（insert earphones：挿入形イヤホン）とい
う聴力検査用小型イヤホンも組み合わせて利用されている（Gravel，2000；Nozza，
2001 など）。COR では音場検査用スピーカを使用するために左右耳別の純音聴力を測

定することができない欠点があるが、インサートイヤホンと VRA を組み合わせて乳幼
児聴力検査に利用すると、乳幼児期から左右耳別の気導オージオグラムを測定できると
いう利点がある。インサートイヤホンと VRA を用いる欧米の手法はわが国の手法に比

べて得られる閾値情報の質が高く、正確度も高い状況といえる。 
 わが国では COR が主流として用いられてきたが、日本の乳幼児聴力検査へのインサ

ートイヤホンを使用した VRA の導入は、筆者らの報告がきっかけとなった（富澤・加
藤・宮川・木下・中川，1999；富澤・加藤，2003；富澤，2004）。現在では VRA、イ
ンサートイヤホン（挿入形イヤホン）の名称は日本聴覚医学会の用語集（2013）にも

収載されているものの、その具体的内容・使用手順の詳細までは述べられておらず、広
く普及するまでには至っていない。そこで、まず VRA、インサートイヤホンの特徴を
次項以降で述べることとする。  
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表 1-1 乳幼児に使用される聴覚診断のための検査バッテリー 

月齢１～４ヵ月 月齢５～24 ヵ月 

 養育者による気づき・観察  養育者による気づき・観察 

 OAE（otoacoustic emissions test：耳音響放
射検査） 

 OAE 

 インピーダンス・オージオメトリー （高周波
数ティンパノメトリーと音響性耳小骨筋反射検
査〔660Hz〕） 

 インピーダンス・オージオメトリー （ティ
ンパノメトリーと音響性耳小骨筋反射検査
〔226Hz〕） 

 ABR（auditory brainstem response 
audiometry：聴性脳幹反応聴力検査） 

 ASSR（auditory steady-state response 
audiometry：聴性定常反応聴力検査） 

 ABR 

  

 ASSR 

 BOA（behavioral observation audiometry：
聴性行動反応聴力検査） 

 VRA（visual reinforcement audiometry：
視覚強化聴力検査） 

 
 Gravel（2000）を元に一部を改変して示した．ASSRについて，原文には「周波数特異性の
ある聴性脳幹反応（frequency-specific ABR）」と記載されていたが，ASSRの検査法が開発中
であった時代的背景を考慮して，本表ではASSRと記した． 
 なお難聴の鑑別に関して，ASHA（2004）による「０～５歳児の聴覚検査ガイドライン」で
は，気導聴力に異常があった場合は，必要に応じて骨導聴力の推定を行うよう記している．さ
らに近年では，CT，MRIによる画像診断（内藤，1997），難聴遺伝子検査（宇佐美，2011），
先天性サイトメガロウイルス感染に関する医学的検査（小川，2009；坂田・富澤・大石，2009）
も，難聴原因検索・病態鑑別に有用な情報を提供する方法として重視されることも付記する．  



 12 

２．VRA（visual reinforcement audiometry：視覚強化聴力検査）の特徴 
 VRA は、COR を原法として改良を加えられた検査法である。COR は、1960 年に信
州大学医学部耳鼻咽喉科学教室の鈴木が、日本耳鼻咽喉科学会の宿題報告として報告し

た世界初の３歳未満児のための気導純音聴力検査法であった（鈴木，1960；荻場，
1961；武居，1962；鈴木，1999）。COR は、対象児の左右にスピーカ音源と視覚報酬
を配置して、音刺激に対する視覚報酬への振り向き反応を行動指標に、周波数別の定量

的な純音聴力測定を行う。被検児の音刺激に対する振り向き反応を、視覚報酬によって
強化する条件付けが利用される。乳幼児は成人用の耳載せ形気導受話器の装着が困難で

あるため、音場検査用スピーカを使用する。このため、両耳下の（左右耳別の聴力レベ
ルにこだわらずに）反応閾値を測定するのが同検査法の基本手順となっている。 
 COR 開発が報告された後、スウェーデンの Liden and Kankkunen（1969）は乳幼

児・幼児聴力検査のための総合型オージオメータ（visual reinforcement audiometer）
を独自に作製し、その報告において visual reinforcement audiometry という用語が初
めて使われた。また 1970～80 年代にかけて、COR を元にした条件詮索反応による乳

幼児聴力測定に関する一連の研究が米国のワシントン大学でなされた（Moore，
Thompson & Thompson，1975；Moore，Wilson & Thompson，1977，Primus & 

Thompson，1985 など）。これらの研究では、視覚報酬を一方向のみに設置する改良法
が採用されており、この検査法が VRA という名称で定着していった。 
 COR と VRA を比較すると（表１-2）、VRA では、被検児が検査音を聴取したときに

振り向く方向が一方向のみに限られている点に特徴がある。COR が被検児に対して検
査音の検知と同時に音源の方向定位という２つのタスクを求めるのに対し、VRA では
音源の方向定位が省かれ、求めるタスクは１つのみとなる。つまり、VRA は被検児に

音の検知のみを求める点でシンプルな手法といえる。この利点として、聴力に左右差が
ある聴覚障害乳幼児の場合に、正反応を導きやすくなることが挙げられる。さらに音源

の方向定位を省かれたために、音源の設置位置が制限されないこと、使用できる検査用
トランスデューサ（変換器）が限定されないことも利点である。表 1-2 のようにインサ
ートイヤホンを使用すれば左右耳別の気導聴力測定が可能となり、骨導端子を使用すれ

ば骨導聴力推定が可能となる（ASHA，2004；British Society of Audiology，2014）。
このように VRA は、聴覚障害乳幼児を対象とした純音聴力測定法としてより適した手
法と考えられる。  
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表 1-2 CORとVRAの比較 

 COR：conditioned orientation 
response audiometry 

（条件詮索反応聴力検査） 

VRA：visual reinforcement 
audiometry 

（視覚強化聴力検査） 

音源の設置 左右の２方向（視覚報酬と同方向） 視覚報酬と無関係でよい 

視覚報酬の設置 左右の２方向（音源と同方向） １方向 

トランスデューサ スピーカのみ スピーカ、インサートイヤホン、骨
導端子 

条件付けのタスク 条件付けは２方向。被検児は、左右
のいずれかの検査音が聞こえた方
向の視覚報酬の方へ振り向く。つま
りタスク上、被検児に検査音の検知
と音源方向定位の２つを求めるこ
とになる。 

条件付けは１方向のみ。すなわち、
被検児は検査音が聞こえたとき、一
方向に設置された視覚報酬の方へ
振り向く。つまりタスク上は、被検
児に検査音の検知は求めるが、音源
方向定位は求めていない。 

開発およびその後
の経緯 

鈴木・荻場らが視覚報酬とスピーカ
を内蔵したオージオメータを作製
し、３歳未満児への適用成果を1960
年に報告した。当初はCOR-test
（ conditioned orientation reflex 
audiometry：条件詮索反射聴力検
査）という名称であった。現在は
reflex（反射）という用語は、
response（反応）に置き換えられて
いる。 

Liden and Kankkunen（1969）は
CORを含めた幼児聴力検査用の総
合オージオメータを作製し、これを 
visual reinforcement audiometer
と名付けた。1970年代にMoore，
Thompson et al.はCORを元にし
た一方向のみの条件付け手順を報
告し、この手法がVRA（visual 
reinforcement audiometry）とい
う用語で定着していった。 

 
 本表は，筆者のまとめによる． 
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 VRA と COR は音刺激に対する条件詮索反応を利用する点で共通しているため、両者
を厳密に区別しない立場もあるが（Northern & Downs，2002）、Gravel（2000）は
VRA が振り向き反応の定位が 90°一方向であること、トランスデューサを音場検査用

スピーカのみに限定しないことを利点として強調し、両者を明確に区別すべきことを指
摘している。 
 

３．VRA の条件付け形成、測定可能率、反応閾値 
 VRA の条件付け形成に関連して、０歳代の健聴乳幼児を対象にした聴性行動反応を

月齢段階ごとに調べた先行報告として、Moore et al.（1975）、Moore et al.（1977）、
Muir，Clifton and Clarkson（1989）などがある。これらの報告を BOA から VRA の
条件付け形成への移行という観点から見直すと、新生児反射の消失後、月齢３ヵ月以降

から音への詮索反応が増し始め、月齢５ヵ月で VRA の条件付け形成が始まるとまとめ
られる。この月齢以降の VRA の条件付けによる音への振り向き反応の生起回数は、月
齢４～11 ヵ月にかけて増加し、さらに条件付けを加えた場合、11 ヵ月時点での生起回

数は 25 回（平均）を超えると報告されている（Moore et al.，1977）。 
 VRA の測定可能率に関して、Gravel（2001）は、健聴乳幼児を対象とした３つの

VRAの報告（Widen，1990；Gravel & Wallace，2000；Widen，Folsom，Cone-Wesson，
Carty，Dunnell，Koebsell，Levi，Mancl，Ohl-rich，Trouba，Gorga，Sininger，
Vohr & Norton，2000）を文献的にレビューし、VRA の測定可能率は月齢７～８ヵ月

以降では 85％を超え、月齢８～14 ヵ月の間では 95～96％に達すると述べた。このよ
うに、１歳前後の健聴乳幼児における VRA 測定可能率は、いずれも高い数値が報告さ
れている。 

 では、VRA によってどの程度、信頼性の高い反応閾値が得られるのだろうか。健聴
乳幼児を対象にしたいくつかの報告（Nozza，2001；Parry，Hacking，Bamford & Day，

2003）は、VRA の反応閾値は生後６ヵ月前後になると発達に伴って下降し始め、月齢
８ヵ月以降では主要周波数の反応閾値の平均値は 20dBHL（オージオメータのダイヤル
レベル）以内に達することを報告している。表 1-3 に、VRA（インサートイヤホン使

用）の先行報告による健聴乳幼児の反応閾値（平均値と標準偏差）をまとめた。 
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表 1-3 VRA の先行報告による健聴乳幼児の反応閾値 

（インサートイヤホン使用による） 

 500Hz 1000Hz 2000Hz 4000Hz 

Nozza（1995）  14.1dB   

Nozza & Henson（1999） 17.2dB  6.8dB  

Parry et al.（2003） 16.4dB
（5.9dB） 

13.3dB
（6.1dB） 

7.1dB 
（5.5dB） 

6.4dB 
（6.2dB） 

 
 インサートイヤホン装着下のVRAによるMRL（minimum response levels：反応閾値）の平
均値を示す．これらの反応閾値は，オージオメータのダイヤルレベルを記録したもので，RECD
補正による聴力レベルへの換算は行われていない．対象児の検査月齢は，Nozza et al．（1995；
1999）では６～11ヵ月，Parry et al.（2003）では８～11ヵ月である．Parry et al.（2003）の
括弧内の数値は標準偏差を示す．本表は，英国オーディオロジー学会（British Society of 
Audiology）によるVRAのガイドライン（BSA，2014）の記載を元に一部，修正を加えた． 
 

 
 

 VRA による反応閾値の継時的変化に関しては、月齢 18 ヵ月頃までには一旦、プラト
ーに達することを示す報告が多い。Thompson and Weber（1974）の健聴乳幼児計
289 名を対象とした横断的研究によると、反応閾値は月齢 18 ヵ月まで下降するが、そ

れ以降の月齢では横這いとなる結果が報告されている。反応生起回数については、
Primus et al.（1985）の報告で、２歳群（22～26 ヵ月）の反応生起回数は１歳群（11
～13 ヵ月）に比べて微減したことを示している。Gravel（2001）の先行研究レビュー

においても、18～24 ヵ月の月齢では測定可能率は 90％まで低下しており、月齢 18 ヵ
月頃を超えると反応閾値測定可能率と測定精度はプラトーに達するか、やや低下する傾

向が示されている。 
 このように健聴乳幼児を対象とした VRA では、一定レベルの信頼性の高い測定が可
能であることが示されてきた。その一方、聴覚障害乳幼児を対象に VRAを行う場合に、

どの程度の測定可能率であるかなど、実用性については明らかでない点も多い。実際、
聴覚障害乳幼児群において条件付け形成の困難例が含まれることは、初期報告の時点か
ら指摘されてきた（荻場，1961）。福田・問田・福島・片岡・西﨑（2005）も、０歳
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の聴覚障害乳幼児の聴性行動の発達的変化を検討し、重度難聴例の場合には聴力推定が
難しくなることを報告している。 
 このような困難性が指摘されてきたとはいえ、聴覚障害乳幼児への VRA の適用は、

補聴器フィッティングの際の基本情報となる閾値データの質と正確度を高めることに
つながるため、臨床適用の意義は大きいと予想される。聴覚障害乳幼児を対象とした
VRA に関する報告として、Talbott（1987）は聴覚障害乳幼児群を対象にした VRA に

よる聴力追跡の結果から、聴覚障害乳幼児においても VRA による反応閾値が一定の信
頼性を持つことを報告しているが、Widen（2011）の海外報告レビューをみても事例

的報告あるいは調査的手法による報告にとどまっており（Widen et al., 2000 など）、
縦断的視点あるいは補聴器フィッティングの観点から詳細に検討した報告は少ない状
況にある。つまり、乳幼児に補聴器適合を施す前提となるオージオグラムを提供する

VRA について、対象児の保有する聴力レベルや検査月齢の要因が測定可能率にどう影
響を与えるのかについてはまだ明らかではない。したがって、聴覚障害乳幼児を対象と
した VRA の測定可能率について、保有する聴力および条件付け形成月齢の要因との関

連を含め、その実用性を明らかにすることは重要な課題と考えられる。 
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４．インサートイヤホンの特徴 
 インサートイヤホン（insert earphones：挿入形イヤホン）は、1980 年代に米国の
Killion らによって開発された、聴力検査用の気導受話器との互換性を考慮された小

型・軽量のトランスデューサである（Killion，1984；Wilber，2002）。現在、3A と
5A の２タイプがあるが（図 1-1）、この規格は国際標準化機構（International 
Organization for Standardization）による ISO 389-2（1994）、米国国家規格協会

（American National Standards Institute）による ANSI S3.6（1996）で定められて
いる（Jiang，1998）。 

 インサートイヤホンの周波数特性については、Killion（1984）が初期型のインサー
トイヤホン（ER-1，ER-2 earphone）に関する報告で、ツヴィスロッキー・カプラに
よる特性データを示している。耳載せ形気導受話器とインサートイヤホンの周波数特性

の直接的対比は、測定カプラの容積・結合方法が異なるために行うことができないが、
気導受話器との基準等価閾値音圧レベルの比較に関するデータはWilber，Kruger and 
Killion（1988）の報告に含まれており、その特性差が示されている。Frank and Richards

（1991）はインサートイヤホン出力レベルの再現性の評価測定を行い、同一カプラで
あれば、出力レベルの test-retest による誤差は±0.2dB 以内の高い再現性が示されたこ

と、DB-0138 カプラは比較した他の同容積カプラ（2ccHA-2 カプラ）よりも 3000～
8000Hz で僅かにレベルが高かったことを報告している。 
 

 
図 1-1 ２タイプのインサートイヤホン  
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表 1-4 インサートイヤホンの特徴 

気導受話器（耳載せ
形・耳覆い形）との
比較から 

（1）小型・軽量であるため，低年齢児に装着しやすい． 

（2）両耳間移行減衰量が大きい． 

（3）室内騒音の最大許容音圧レベルが高い． 

音場検査用スピーカ
（COR の手法）との
比較から 

（4）左右耳別に検査音を提示できる． 

（5）オージオメータから 100dB（ダイヤルレベル）以上の高出力音を
提示できる． 

（6）音源からの距離・角度，頭部の動き，周辺物の影響によって提示
音のレベルが影響されない． 

補聴器適合との関連
から 

（7）イヤモールドと結合することにより，イヤモールド装着下の実耳
特性が加味された聴覚閾値，すなわち EDT（ earmold-derived 
threshold）が得られる．補聴器装用時と聴覚検査時の実耳特性が同一
の音響条件に整う． 

 
 本表は，筆者のまとめによる．（2）について，両耳にフォーム材イヤチップを深く挿入した
条件（full insertion）の両耳間移行減衰量は，500Hzでは110dB，1000Hzでは95dB，2000Hz
では75dB，4000Hzでは95dBを越える．（3）について，同じくfull insertion条件での聴力検査
室の室内最大許容音圧レベルは，500Hz以下および8000Hzでは50dBSPLを越え，1000～
4000Hzの間は47～50dBSPLにまで達する．（5）の最大レベルについては，第２章で詳しく述
べる． 
 

 
 乳幼児聴覚検査において同イヤホンに期待される利点を、表 1-4 にまとめた。まず耳

載せ形気導受話器との比較の上では、（1）小型・軽量のため低年齢児においても装着し
やすい（Day，Bamford，Parry，Shepherd & Quigley，2000）、（2）両耳間移行減衰
量が大きいために陰影聴取が生じにくい（Sklare & Denenberg，1987；Wright & Frank，

1992）、（3）室内騒音の最大許容音圧レベルが高く、室内の背景雑音の影響を受けにく
いこと（Frank & Williams，1993）が挙げられる。 
 音場検査用スピーカを用いる COR との比較の点では、（4）左右の耳に別々に検査音

を提示できる、（5）オージオメータのダイヤルレベルで 100dB 以上の高出力音を提示
可能である、（6）音源からの距離・角度、頭部の動き、周辺物が提示音のレベルに与え

る誤差を解消される利点を指摘できる。 
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 補聴器適合との関連からは、インサートイヤホンをイヤモールド（耳かけ形補聴器用）
と結合したときには、（7）補聴器装用時と聴覚検査時の実耳特性を同一の音響条件に整
えられることも利点として挙げられる。このイヤモールド装着下で得られた閾値は、

EDT（earmold-derived threshold）と呼ばれる（Gravel，2000）。 
 以上の内容をみると、インサートイヤホンを VRA と組み合わせる手法は、聴覚障害
乳幼児のための左右耳別の気導純音聴力測定法としての利用が期待される。米国 ASHA

による 2004 年版の「０～５歳児の聴覚検査ガイドライン」は、1993 年の前版に比べ
ると、新生児聴覚スクリーニング後の精査・聴力確定・難聴鑑別のための各種聴覚検査

の具体的な流れと詳細を述べる内容に大幅に改訂されている（ASHA，1993；2004）。
同ガイドラインには、乳幼児期からの他覚的な誘発反応検査と行動観察的検査によるク
ロスチェックの原則に基づいた聴覚診断手順についての記載があり、０歳５～６ヵ月以

降の発達レベルに達した乳児のための行動観察的聴覚検査法として、インサートイヤホ
ン装着下の VRA を推奨している。また、気導聴力に異常があった場合は VRA による
骨導値推定も行うよう記している。英国オーディオロジー学会（BSA，2014）も、イ

ンサートイヤホン装着下の気導 VRA と骨導 VRA の具体的手順に関するガイドライン
を制定している。 

 表 1-2 と表 1-4 を参照して、わが国で普及している COR の問題を再度見直すと、音
場検査用スピーカを用いるために左右耳別に反応閾値を測定できない、頭部の位置や周
辺物の影響によって測定誤差が生じやすい、重度の聴覚障害乳幼児の検査に必要な

100dBHL 以上の高出力音を提示できないことの他、トランスデューサがスピーカに限
られているために骨導聴力測定によって気骨導差を把握できず、難聴の障害部位を鑑別
できないことが挙げられる。これらの問題は、インサートイヤホン装着下の気導 VRA、

さらには骨導 VRA（富澤・遠藤・坂田，2014）の導入によって解決されると期待され
るため、重点的に取り組むべき課題の一つと考えられる。 

 また COR は、スピーカから刺激音を呈示するという点から、乳幼児の補聴器装用下
の反応閾値測定にも利用されてきた（古賀・福田・大和田，2001）。同様に VRA も乳
幼児の補聴器装用下の反応閾値測定への応用できると見込まれる。ただし、米国の学術

団体のガイドライン（AAA，2013）は測定上の信頼性と、ノンリニア補聴器による測
定結果の解釈について注意を促しており、その利用価値についてあらためて見直すべき
ところと思われる。  
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５．インサートイヤホンの較正 
 今後、わが国の聴力検査においても、特に気導受話器が装着困難な低年齢児へのイン
サートイヤホンの適用が期待されるところである。ただし気導純音聴力検査にインサー

トイヤホンを導入するためには、まず使用に先立って日本工業規格（JIS：Japanese 
Industrial Standard）の示す基準レベル等の規格を満たすよう、接続するオージオメー
タの電気音響的較正を行うことが必要となる。この較正作業による適合を経なければ、

オージオメータのダイヤル表示値が聴力レベル（dBHL：dB Hearing Level）に規格内
で適合したといえないからである。 

 改訂前のオージオメータの旧 JIS（T1201-1：2000）には「挿入形イヤホン又は耳覆
い形イヤホンを装備してもよいが，必要な校正技術及び基準等価域値音圧レベルは，今
のところ標準化されていない（p.15）」と記載されていた。インサートイヤホンの使用

は禁じられていなかったものの、較正に必要な技術と手順が明示・標準化されていなか
ったことになる。その後、数年にわたる国際規格制定の動向への対応を検討する関連学
会と団体の協議を経て、2011 年に JIS の改訂に至った（松平，2009）。改訂後の新 JIS

（T1201-1：2011）では、3A インサートイヤホンに関する基準レベル（ISO 389-2 に
よる）が転載された。 

 しかしながら、海外製品を標準とした国際規格を翻訳・転載したという経緯から、実
際に較正で使用する機器の選択や、わが国で多く使用されているインサートイヤホン非
想定の国内製オージオメータへの対応方法などは明らかでない。したがって、具体的な

較正手順を構築して明示することも研究上、必要と考えられる。 
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第３節 補聴器適合の原理と手順 
 本節では補聴器適合の原理と手順について中心的に述べながら、研究上の課題を示す。
聴覚障害児の聴覚補償手段として、最初に選ばれるのは補聴器の装用である。しかし補

聴器を装用する前提として、個々の聴覚特性に応じた適切な増幅を与えるためには、科
学的根拠に基づいた適合理論と妥当性の高いフィッティング手順が必要である。特に本
節では、乳幼児への補聴器適合に関わって、実耳特性への対応および補聴器の閾値上の

増幅特性評価のために、音圧レベル上に聴覚閾値を変換する方法の必要性を述べる。 
 

１．補聴器適合の原理と手順 
 一般に補聴器適合においては、感音難聴という内耳の生理学的病変によって感度のみ
ならず音の情報分析能も低下した聴覚の心理・感覚的特性に合うように、補聴器の電気

音響的な各パラメータを設定していく点に特有の難しさがある（Van Tasell，1993；
Schweitzer，1997）。 
 補聴の原理から考えると、増幅された会話音声が聴野の最適な聴取レベルに達するよ

うに、補聴器の電気音響的特性を設定するほかない。しかし、この音声可聴性を確保す
る理論的見地からは、会話音声レベルと最適な聴取レベルとの差に基づいた特性処方が

適すると考えられたとしても、蝸牛の聴覚フィルタの劣化が増幅によって修復されるわ
けではなく、これ以外にも快適性、許容性、慣れ（学習性）、環境条件といった他の混
交要因を考慮しなければならず、これらを直接的／包括的に扱う実用的な補聴器の規定

選択法は、現在に至っても開発されていない。現在までに開発された規定選択法は成人
例を想定したものが多く、大半は純音オージオグラム（すなわち、聴覚閾値）を利用し
て補聴器特性処方を行う代替的手段に依存しており、多くの専門家はこれに装用試行的

手順と適合評価に基づく再調整を加えるフィッティング手順を用いている。 
 第１節の第３項では、問題提起の（4）として実耳特性への対応の必要性について述

べたところである。これに関連して、まず成人の補聴器フィッティングに実耳特性が重
視されるようになった経緯をみると、1981 年に米国のヴァンダービルト大学で行われ
た専門家による討議会のリポート（Vanderbilt hearing-aid report，1982）は史料と

して重要である。同リポートは当時の補聴に関する主要なテーマを幅広く扱っているが、
中西（1986）による訳書によると、Studebaker（1982）は、成人に対する閾値測定と
語音聴取評価による補聴器適合検査が果たして妥当な結果を導きえたのか疑問視し、実
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鼓膜面の音響特性を明らかにした上で、科学的根拠に基づく方法へ転換する必要性を指
摘した。また McCandless（1982）は外耳道内音響特性を検討し、リニア補聴器装用
下でプローブチューブ挿入により測定されたインサーションゲイン（実耳挿入利得）と

ファンクショナルゲインが一致することを明らかにした。Bess（1982）は、全報告を
概括した上で、補聴器選択の分野における研究の優先順位を挙げ、「現存の補聴器選択
方法の妥当性の検証」が最重要課題であるとまとめた。 

 このヴァンダービルト・リポートの成果は、成人難聴例に対する科学的かつ妥当性の
ある補聴器適合法を追究する方向性の明確化にあったと考えられる。実際に 1980 年代

以降、補聴器研究において幾つもの規定選択法の開発・検証が続いた。POGO 法
（McCandless & Lyregaard，1983）、Berger の方法（Berger，Hagberg & Rane，1989）、
Libby の方法（Libby，1986）、NAL-R 法（Byrne & Dillon，1986）、高度・重度難聴

向けの NAL 法（Byrne，Parkinson & Newall，1990）は、いずれも聴覚閾値ベース
による算出法を用いるもので、同時に実耳での目標利得が示されており、以降の成人の
補聴器の初期処方において広く使用されたものである。一方で、ヴァンダービルト・リ

ポートの当時、乳幼児・幼児向けの妥当性のある適合法を開発する方向性については全
く論じられておらず、その後の研究開発を待たなければならなかった。 

 
２．補聴器の増幅量を検証する方法 
 成人、乳幼児を問わず、補聴器適合の妥当性を高めるためには、増幅効果の検証手順

を含めることが不可欠である。この増幅効果の測定・検証において最も重要なことは、
前項のヴァンダービルト・リポートで論じられたように、実耳における増幅量の適否を
聴覚閾値（またはラウドネス）に比して判断することである。 

 図 1-2 に、増幅量の適否を検証する方法の分類をまとめた。Ａの「測定した補聴器の
利得（出力レベルと入力レベルの差：dB）を聴覚閾値（dB HL）と参照する方法」と、

Ｂの「補聴器の出力レベル（dB SPL）と聴覚閾値（dB SPL）を同一のデシベル尺度上 
で比較する方法」の２つに大別して説明する。 
 大沼（1996，1997）は、Ａの「測定した補聴器の利得を聴覚閾値と参照する方法」

について解説し、リニア補聴器の増幅量を知る方法として音響カプラ（2cc カプラ、擬
似耳）による測定の他に、実耳によるインサーションゲイン測定とファンクショナルゲ
イン算出による２つの測定法があることを整理して述べた。インサーションゲイン測定
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はプローブチューブマイクロホンを鼓膜面に挿入して補聴器装用下／非装用下の音圧
レベル差を測定する電気音響的測定法であるのに対し、ファンクショナルゲイン算出は
補聴器装用下／非装用下の閾値差から増幅量を算出する心理学的な測定法に基づく。厳

密な測定下では、両ゲイン（利得）は一致することが報告されている（MacCandles，
1982）。 
 

 

 

 
図 1-2 補聴器の増幅量を検証する方法の分類 

 Ａの「測定した補聴器の利得と聴覚閾値を参照する方法」は大沼（1997）の作図による．本
図には，Ｂの「補聴器の出力レベルと聴覚閾値を，同一のデシベル尺度上で比較する方法」を
加えて，大和田の方法（2cc SPL による）と DSL 法（外耳道内 SPL による）を併記した．本研
究では，Bの同一のデシベル尺度で比較する方法を SPL フィッティングと総称する．  
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 わが国では、大沼（1984）が米国の CID の Pascoe（1978）の変法として、気導受
話器による裸耳の閾値と音場における補聴器装用下の閾値の差からファンクショナル
ゲインを推定する方法を報告した。Pascoe の原法は、リニア補聴器における目標とす

るファンクショナルゲインが、入力される音声スペクトル（長時間音声スペクトルの平
均レベル）と快適なラウドネスレベル（MCL：Most Comfortable Level）の差に一致
するという原理に基づくものであり（Pascoe，1988）、現在のわが国では大沼（1984，

1997）による変法が聴覚障害児・者の補聴器の増幅効果評価法の主流として広く用い
られている。 

 一方で、Ｂの「補聴器の出力レベルと聴覚閾値を、同一のデシベル尺度上で比較する
方法」は、音圧レベル（dB SPL：sound pressure level）を縦軸に用いる。閾値上のラ
ウドネス、あるいは感覚レベル（dB sensation level）と補聴器の出力レベルが同じ図

上に示される点においてＡと異なる特徴をもつ。本研究では、Ｂに挙げた２通りの方法
を SPL フィッティングと総称するが、特にこれまで乳幼児を対象に検討されてこなか
った 2cc SPL 法に着目する必要があると考える。SPL フィッティングは、リニア／ノ

ンリニア増幅を問わず、補聴器の閾値上の出力レベルを把握できる利点のみならず、乳
幼児の実耳特性への対応上も利点があるからである。次の第３項で実耳特性に関して説

明した後に、第４項で外耳道内 SPL 法とのデシベル尺度間との関連について述べた上
で、2cc SPL 法に関する研究の必要性を示すこととする。 
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３．乳幼児の実耳特性 
 本項では、乳幼児において重要な音響的変数となる実耳特性について述べる。 
 成人と乳幼児では、外耳道の長さ・容積の差に伴って音響的特性が異なる。これまで

海外では、乳幼児の実耳特性について RECD（real-ear-to-coupler difference：実耳-
カプラ差）と関連づけた検討がなされてきた（Moodie, Seewald & Sinclair，1994）。
RECD とは、音響カプラとイヤモールド装着下の実耳のレベル差のことをいう。外耳道

容積は低年齢になるほど小さくなるため、これに伴ってイヤモールド装着下の鼓膜面音
圧レベルは増し、RECD 値も周波数が増すにつれて高いレベルとなる。RECD 値は低年

齢児における鼓膜面レベルの増加に関わる音響的変数と考えられ、図 1-3 に示すように、
以下の２点への影響を考慮すべきである（Moodie et al.，2000；Scollie & Seewald，
2002）。 
 

 

図 1-3 実耳特性の影響による音圧レベルの増加 
 補聴器装用時およびインサートイヤホン装着時には，実耳特性の影響により鼓膜面の音圧レ
ベルは増加する．この増加分は RECD（real-ear-to-coupler difference：実耳-カプラ差）値で
あり，「外耳道内音圧レベル＝2cc カプラ内音圧レベル＋RECD」で表される．補聴器装用時の
インサートイヤホン装着時では，同一のイヤモールドを耳に装着するため RECD 値は等しい．
低年齢児においては外耳道容積が小さいため RECD 値は増し，外耳の成長に伴って低くなるが，
同月齢集団においてばらつきが大きいことも報告されている（Bagatto et al. 2002）．本図は，
筆者の作成による．  
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 １点目は、インサートイヤホン・オージオメトリーへの影響である。着目すべきは、
実際の検査において、インサートイヤホンがイヤモールド（もしくはフォーム材イヤチ
ップ）に結合されて外耳道に挿入される点である。つまりインサートイヤホン・オージ

オメトリーにおいてはイヤモールド結合下の EDT が測定されることになる。この場合、
検査音のレベルには個々の RECD 値の差分が加わって鼓膜に到達するため、検査音の
鼓膜面音圧レベルが上昇し、反応閾値が下降するよう作用することになる。この結果、

得られた反応閾値は聴力レベル（dB Hearing Level）と整合しなくなってしまう。 
 ２点目は、補聴器の外耳道内での出力レベルへの影響である。2cc カプラ内で処方さ

れた補聴器の出力レベルは、実鼓膜面では RECD の差分、増加する。例えば、2cc カ
プラ内の出力レベルが 125dB SPL で RECD 値が 10dB の場合、鼓膜面音圧レベルは
135dB SPLに達してしまう。つまり、補聴器の増幅特性の設定においては、個々のRECD

値による増加分を考慮しなければ過大出力となる恐れがある（Seewald，1995）。 
 RECD のレベル特性については、すでに乳幼児・幼児を対象にした検討がなされてい
る（Bagatto et al.，2002；2006）。Bagotto et al.（2002）によれば、例えば、12 ヵ

月児における 3000Hz の RECD 値は 10～15dB に及ぶ。この RECD 値は外耳の成長に
伴って月齢 50 ヵ月までに 10dB ほど減少するが、同月齢集団においてばらつきが大き

いことも報告されている。 
 わが国の RECD に関する研究報告には、萩原・松平・佐野・鈴木・原・岡本・三田・
岡本（2003）による成人例による基礎的検討があるが、低年齢児を対象とした実際例

の報告は筆者らの報告（富澤・坂田，2012）の他にはみあたらない。わが国において
は、まだ RECD への対応法に関する十分な知見・技術がない状況にあり、乳幼児に適
用するための基礎的検討が必要と思われる。  
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４．SPL フィッティングとデシベル換算手順 
 実耳特性に対応した補聴器適合法の１つとして、聴力検査値を換算によって音圧レベ
ル（Sound Pressure Level：SPL）上に表示する手法がある（Revit，2002）。図 1-2

の分類では、Bの「補聴器の出力レベルと聴覚閾値を、同一のデシベル尺度上で比較す
る方法」がこの手法にあたる。この SPL フィッティングにおいては、聴覚閾値、閾値
上の検査（ラウドネスあるいは感覚レベル〔dB sensation level〕）と補聴器の出力レベ

ルは、同一の音圧レベルの図上で比較される（図 1-4）。したがって、補聴器の閾値上
の出力レベルの評価が可能となる。図 1-4 には、ノンリニア補聴器の閾値上の増幅特性

の評価例が示されている。 
 インサートイヤホンによる SPL フィッティングの標準的な手続きとしては、まずオ
ージオメータにインサートイヤホンを接続し、イヤモールド（もしくはフォーム材イヤ

チップ）を検査耳に装着して純音聴力検査を実施する。続いて、得られた聴力レベル
（dBHL：Hearing Level）を音圧レベルに変換し、補聴器の出力特性と聴力検査値を
同一の音圧レベル尺度上で比較するという手順を踏む。この手法で用いられる音圧レベ

ルには、2cc SPL（2cc coupler SPL）、外耳道内 SPL（ear canal SPL）の２通りがあ
るが（図 1-4）、これらは聴力レベルとの間で換算値の加減算により相互にデシベル尺

度間の変換が可能となる（図 1-5）。Revit（2002）は、この図を「デシベルの輪」（circle 
of Decibels）と呼んでいる。 
 これらのデシベル尺度間の換算には RECD の他に、CDD（2cc coupler-to-dial 

difference：カプラ-ダイヤル差）、 REDD（real-ear-to-dial difference：実耳-ダイヤ
ル差）が利用される。RECD、CDD、REDD には使用するイヤホンや音響カプラの種類
による固有の特性差が影響するため、これらの特性差を算入することも必要である。図

1-5 の「デシベルの輪」による換算値間の関係、デシベル尺度間の換算は以下の式で与
えられる。 

 
 CDD ＋ RECD ＝ REDD                 …………［式 1-1］ 
 ダイヤルレベル（dBHL） ＋ CDD ＝ 2cc SPL       …………［式 1-2］ 

 ダイヤルレベル（dBHL） ＋ REDD ＝ 外耳道内 SPL    …………［式 1-3］ 
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図 1-4 インサートイヤホンによる SPL フィッティングの解説 

 SPL フィッティングでは，聴力検査値と補聴器の出力レベルを同一の音圧レベル尺度上
で比較する．左図が 2cc SPL による方法，右図が外耳道内 SPL による方法で，○印はオー
ジオメータにインサートイヤホンを接続して，ダイヤルレベルで 60dBHL フラットの聴覚
閾値が得られたときの例を示す．Ｕ印は，不快レベル（いずれも 105dBHL）の例を示す．
補聴器の出力特性曲線は 1＝50dB SPL，2＝70dB SPL，3＝90dB SPL のフラット特性の
純音入力によるもので，図上で聴覚閾値・不快レベルとノンリニア補聴器の増幅特性を音
圧レベル上で比較することが可能となっている．すなわち，ノンリニア補聴器の閾値上の
増幅特性評価がなされている．なお RECD は，インサートイヤホンによる聴力検査値，補
聴器の出力レベルの双方に対して影響するため，右図は左図に比べて RECD の分，数値が
増している．本図は，筆者の作成による．  
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図 1-5 デシベルの輪 
 聴力レベル（dBHL），2cc SPL，外耳道内 SPL の３つのデシベル尺度は，換算値の加減算に
よって相互に変換が可能となる．2cc SPL と外耳道内 SPL による２通りの SPL フィッティング
法の関係も，この図上でとらえることができる．本図は Revit（2002）を参考に作成した． 
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 図 1-4 に示したように、SPL フィッティング法には２通りの方法があるが、このうち
2cc SPL による方法は、以前からわが国で一部の補聴の専門家が使用してきたもので、
古くは 1972 年に十時が日本聾話学校中学部生徒 16 名に対して行った報告がある（十

時，1972）。十時は「小型イヤホンで閾値を測れば、その値は、2cc カプラ内の音圧 (dB 
SPL) で表わされる」とその原理を簡潔に述べている。1976 年に大和田は SPL ヒアリ
ングメータ（SPL Hearing Meter）を試作し、測定された聴覚閾値を補聴器特性図と重

ね合わせる方法を報告したが、この方法は十時による原理に基づく。大和田（1984）
は「SPL Hearing Meter で得られた最小可聴値は SPL であるから、補聴器の特性を記

載する用紙に記入する。この用紙に補聴器の出力曲線を重ねれば、最小可聴値との関係
を直接知ることができる」こと、「イヤホンを通しての聴力測定は、耳せんやイヤモー
ルドをつけて実施できるので、検査結果と、補聴器使用時が同条件となる。したがって

外耳道効果を考慮に入れる必要はなく補聴器での閾値上の音圧をきめることができる」
ことを述べている。 
 2cc SPL フィッティングの利点の一つとして、RECD を測定しなくとも、2cc SPL の

デシベル尺度上で、聴覚閾値と補聴器の出力レベルを直接、比較しうることを指摘でき
る。個人用イヤモールドを結合したインサートイヤホン・オージオメトリーによる聴覚

閾値（EDT）に CDD 値を加算すれば、聴覚閾値（dB HL）は 2cc SPL に変換される。
しかしながら、2cc SPL 法を乳幼児の補聴器適合への適用した報告は少なく、インサー
トイヤホンによる EDT を 2cc SPL 上に表示する手法に関しては、筆者らの報告（富澤・

木下・冨澤・加藤，2007；富澤・加藤，2008）があるのみである。 
 一方で、もう１つの SPL フィッティング法である外耳道内 SPL を用いた DSL 法
（Desired Sensation Level method）の特徴については第５項で述べるが、これらの

SPL フィッティング法が、図 1-4 のようにノンリニア補聴器を含め閾値上の出力レベル
を評価できる点のみならず、原理上、実耳特性にも対応しうる点は重要である。しかし

2cc SPL 法では RECD 値は算入されないのに対し、DSL 法では外耳道内レベルを基に
するために RECD 値の算入を必要とするという手順上の違いがある。両方法の関係は
一見分かりにくいが、「デシベルの輪」に基づく明解な音響学的説明が可能であり（富

澤・坂田，2011）、この関係を明確化した上で、乳幼児の実耳特性に対応した補聴器の
閾値上の増幅特性評価法としての意義を明らかにする必要がある。  
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５．海外における乳幼児のための補聴器適合法 
 海外における乳幼児・幼児のための最も代表的な補聴器適合法として、Seewald の研
究グループが開発した DSL 法がある（Seewald，1995；Seewald et al.，2005）。この

方法は SPL フィッティング法の１つで、乳幼児・幼児に対応するためのいくつかの特
徴をもつ。最も特徴的な点は、聴覚閾値と補聴器の出力レベルを、外耳道内 SPL によ
る同一のデシベル尺度上に表示して、両者を比較することである。実耳特性に対応する

ために、インサートイヤホン・オージオメトリーによる EDT、さらには RECD 測定も
取り入れられた。外耳道内 SPL と RECD の採用により、乳幼児の実耳特性への対応を

図った方法といえる（Bagatto，Moodie，Scollie，Seewald，Moodie，Pumford & Rachel，
2005）。図 1-6 に示したように、DSL 法は外耳道内 SPL 上で、閾値上における補聴器
の増幅特性の評価を可能にしている。 

 DSL 法は増幅特性選択のための独自の処方計算式をもち、（a）増幅スピーチに対す
る望まれる閾値上の感覚レベル（desired sensation level）、（b）目標とする REAR
（real-ear-aided response）と RESR（real-ear-saturation response）が示され、（c）

目標値の諸計算をコンピュータ（初期版は手書きのワークシート）上で算出可能である。
図 1-6 には、DSL 法の増幅の基本的考え方の解説図の一部を示した。 

 また Seewald（1995）は DSL 法の開発過程で、乳幼児・幼児の補聴器フィッティ
ング手順の体系化について重要な言及を行った。乳幼児・幼児の補聴器適合手順は、「聴
覚特性のアセスメント（audiometric assessment）- 補聴器の電気音響的選択（hearing 

aid selection）- 増幅効果の検証（verification）- 補聴下のきこえの発達的到達度の
評価（evaluation of aided auditory performance）」の４段階に分けてまとめうると
いう内容である。図 1-7 に、Seewald が提唱した４段階による流れを日本語化して示

した。なお３段階目と「増幅効果の検証」と４段階目の「補聴下のきこえの発達評価」
について、わが国では「評価」という用語で一括りにされることも多いが、これらは内

容が異なり、かつ順序立っているため、それぞれ別の段階として区別することが重要で
ある。 
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図 1-6 DSL 法の説明図 

 DSL 法では，縦軸に外耳道内音圧レベル（ear canal SPL）による SPL-Ｏ-gram を採用する点
に特徴がある．増幅された音声スペクトルが聴野（聴覚閾値・不快レベルの間）に達している
ことを示す．補聴器の RESR（real-ear saturation response）が不快レベル（外耳道内 SPL）を
超えないように設定を行う．本図は，Seewald（1995）より引用した．  

������
�����	
��

�����������



 33 

 

 

 
図 1-7 Seewald（1995）による乳幼児・幼児の補聴器適合手順の４段階 

 本図は，Seewald（1995）を元に筆者が日本語化したものである．「聴覚特性のアセスメント」
「（補聴器の）電気音響的選択」「増幅効果の検証」「補聴下のきこえの発達評価」の４段階によ
る流れにまとめられている．わが国の補聴においては，「増幅効果の検証」と「補聴下のきこえ
の発達評価」が「評価」という用語で一括りにされることもあるが，これらは内容が異なり，
かつ順序立っているため，それぞれ別の段階として区別する必要がある． 
 この４段階による適合手順の過程は，後の学術団体によるガイドライン作成・改訂時に修正・
加筆が施されていった．第４段階にあたる評価（evaluation）は，1996 年の作業班（the pediatric 
working group conference on amplification for young children with auditory deficits）のガ
イドラインでは，補聴下のきこえの確証（validation of aided auditory function）という用語
に変更され，2003 年，2013 年の AAA（American Academy of Audiology）のガイドライン
へと引き継がれた．現在の AAA の最新版ガイドライン（2013）では，④の段階はアウトカム
評価（outcome assessment）という用語に置き換えられた．  
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６．乳幼児における補聴器フィッティング手順の体系化 
 1990 年代半ば以降、米国では乳幼児の補聴器フィッティング手順のガイドライン化
が進められた。その際、Seewald（1995）の提言による４段階による乳幼児・幼児の

補聴器フィッティング手順（図 1-7）は、ガイドライン作成のための原型となった。1994
年、米国のヴァンダービルト大学で小児の補聴器フィッティングのためのオーディオロ
ジストによる会議が開かれたが、この会議に関連して 1996 年に乳幼児・幼児の補聴器

適合に関する作業班（the pediatric working group conference on amplification for 
young children with auditory deficits）による報告がなされた。この作業班は図 1-7

を土台に修正を行い、世界初の乳幼児・幼児のための補聴器フィッティング手順のガイ
ドラインを作成した。 
 同作業班（1996）は乳幼児・幼児に妥当性のある補聴器フィッティングを提供する

ことを目的に、「①聴覚特性のアセスメント（assessment）- ②電気音響的選択
（selection）- ③増幅効果の検証（verification）- ④補聴下のきこえの発達評価・確
証（validation）」の４段階から構成されるガイドラインを提案した。以下に各段階の

概要を述べる。 
 

 ①聴覚特性のアセスメント（assessment）： ABR による他覚的検査と行動観察的検
査による気導／骨導聴力のクロスチェックの原則が示された。行動観察的検査には音場
による閾値測定の他、インサートイヤホンの使用が推奨された。インサートイヤホンは、

左右耳別の検査音提示に利用できることに加え、イヤモールドと結合することにより
RECD を組み入れた聴覚閾値を測定できる利点があるため有用なトランスデューサと
考えられる。 

 ②電気音響的選択（selection）、③増幅効果の検証（verification）： 早期から耳かけ
形補聴器の両耳装用が基本とされ、ハウリングが抑えられない場合はポケット形（箱形）

補聴器ないし FMシステムの利用もありうるとした。デジタル補聴器の新技術（ノイズ
抑制や指向性）の利用についても記された。最大出力音圧レベルの設定については、
RECD の影響を加味すべきことが明記された。一方で、（わが国の COR で用いられる）

音場における補聴器装用下の閾値測定による評価法に対しては批判的であった。（a）被
検児に必要以上の協力を求めていること、（b）被検児の総検査時間が長くなること、（c）
連続周波数で測定できず、周波数精度が粗いこと、（d）音場での補聴器装用下における
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装用閾値測定は再現性が低く、十分な信頼性をもたないことが、その理由である。さら
にノンリニア補聴器が使用された場合、圧縮増幅による利得／周波数特性との関係を正
しく解釈できないことも理由として加えられる。 

 かわって同ガイドラインでは、プローブチューブマイクロホンによる実耳測定、また
はカプラ測定＋RECD 測定による手法を推奨している。また、ノンリニア補聴器の測定
のために純音またはスピーチスペクトルの周波数減衰特性をもつノイズ音源（speech 

weight noise）を入力音に用いながら、複数の入力音レベルで出力曲線を得る必要があ
ることを述べている。 

 ④補聴下のきこえの発達評価・確証： 補聴下のきこえの発達評価・確証は、補聴器
装用と同時に開始される。この評価・確証の段階は、補聴下の聴能が日常の音声コミュ
ニケーションにおいてどう機能しうるまで発達したのか（あるいは困難があるのか）を

把握する上で重要といえる。この段階は、聴覚ハビリテーションの場で得られる観察情
報と評価ツールを組み合わせて行われる。米国作業班のガイドライン（1996）には、
評価ツールとしてMAIS（Meaningful Auditory Integration Scale：Robins，Renshaw 

& Berry，1991）、SIFTER（Screening Instrument For Targeting Educational Risk：
Anderson，1989）、Pre-school SIFTER（Screening Instrument For Targeting 

Educational Risk：Anderson and Matkin，1997）が掲載された。ただし、これらは
幼児期以降を想定したツールであり、当時、実際に乳幼児に適用することは困難であっ
た。 

 
 この作業班によるガイドラインは、2003 年版の AAA の「Pediatric Amplification 
Protocol」に引き継がれた。2003 年の改訂では、乳幼児の補聴を担うオーディオロジ

ストの責任と資格要件、補聴器の主要部品の階級、信号処理回路、イヤモールド、デジ
タル補聴器の技術への対応などの新項目が加えられた。また乳幼児の純音聴力検査法と

して VRA の名称が明記され、補聴のための聴覚特性のアセスメント手段としての VRA
の位置づけはより明確になった。2013 年版の AAA による改訂ガイドライン「Pediatric 
Amplification 臨床実践ガイドライン」では、さらなる変更が加えられた。2013 年版

では、様々な音響環境下におけるデジタル補聴器の測定方法や人工内耳への対応が加え
られた他、各機能の効果を検証した引用文献のエビデンスレベルも記載された。 
 なお④に関して、2003 年版まで確証（validation）という用語が用いられていたが、
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2013 年版ではアウトカム評価（outcome assessment）に変更され、1996 年・2003
年版に比べて内容の追加がなされた。特にアウトカム評価のためのツールの選択肢が増
えており、３歳未満児については DIAL（Developmental Index of Audition and 

Listening：Palmer & Mormer，1999）、FAPI（Functional Auditory Performance 
Indicators：Stredler-Brown & Johnson，2003）、IT-MAIS（Infant-Toddler Meaningful 
Auditory Integration Scale：Zimmerman-Phillips & Osberger，1997）、Littlears

（Kuhn-Inacker & Weichbold，2003）、PEACH（Parents’ Evaluation of Aural/oral 
Performance of Children：Ching & Hill, 2007）、TEACH（Teachers’ Evaluation of 

Aural/oral Performance of Children：Ching, Hill & Dillon，2008）といった新たに
開発された方法が掲載された。幼児・学齢児の段階に対しても、語音を用いた聴能評価、
質問紙（両親、教師、本人による）などが年齢段階別に示された。最初の作業班による

ガイドライン（1996）を原型として、以降に開発された評価ツールを取り入れながら
次第に内容を充実させていった経緯がうかがえる。現在、DSL 法を開発したカナダの
ウエスタンオンタリオ大学の研究グループは、０歳児からの聴覚障害乳幼児のきこえの

発達の評価ツールの利用に向けた検討をすでに開始している（Moodie，Bagatto, Miller, 
Kothari, Seewald & Scollie，2011；Bagatto, Moodie, Malandrino, Richert, Clench 

& Scollie，2011；Bagatto, Moodie, Seewald, Bartlett & Scollie，2011）。 
 上記以外の補聴下のきこえの発達評価・確証のツールには、田中・進藤式の聴覚発達
リスト（田中・小林・進藤・加我，1978）、乳幼児（０～24 ヵ月）コミュニケーショ

ン発達質問紙（進藤，2012）、COW（Williams，2005）、ELF（Anderson，2007）が
挙げられる。また質問紙や日記による記録を、補聴下の行動観察をベースにした発達評
価に加えた報告もある（福田，2005；庄司・四日市，2006）。齋藤（1988）は０～３

歳児の計 97 名を対象に、武井・荻野（1983）の作成した「子どものことばの調査」に
よる横断的調査を行っている。この調査が行われた 1980 年代当時、０歳児は症例数が

限られており補聴器装用による聴性行動への効果も質問紙上は明確でなかったが、２歳
以降では装用効果が明確に表れたことが報告されている。 
 一方で、米国の Educational Audiology Handbook（Johnson，Benson & Seaton，

1997）には、乳幼児期の聴能発達段階表（EASD：early auditory skill development for 
special populations）が掲載されている。この発達段階表の原著者は不明であるが、０
～2 歳代の日常の聴性・音声行動発達に関するマイルストーン（全 39 項目）を指標に
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５つの発達段階別にまとめられている。この EASD の発達段階表は、乳幼児の補聴下
の聴能発達を知る上で適した特徴を有するため、他の代表的な質問紙と比較してその特
徴を述べておく。発達全般をみる精神運動発達質問紙の聴覚障害乳幼児への適用上の限

界については内山（2005）がまとめているところであるが、田中・小林ら（1978）に
よる聴覚発達チェックリストは、健聴児の BOA による聴性行動の特徴を月齢別（０～
15 ヵ月）に示している。これに対し、EASD は発達月齢に関する詳細さは欠いてはい

るものの、補聴器装用乳幼児も対象に含めている点に特徴がある。また５段階の発達順
序性のモデル（０～２歳代）を想定しており、単なる音に対する反射・聴性行動反応と

いう側面のみならず、運動・知覚・認知（言語を含む）面と協応的に発達する聴能（音
の認知能）的側面も組み入れた評価項目で構成されている。IT-MAIS は、人工内耳装用
児への適用を想定したために０歳児向けの項目が少ないのに対し、EASD は０歳代の項

目数が多いため前言語期からの聴能発達評価に適した特徴をもつ。また IT-MAIS や
Littlears が、同一の評価項目による定量的得点変化を追跡する手続きをとるため、その
時点での発達段階が把握されず、次なる発達課題を予測しにくいのに対し、EASD は発

達段階別の把握ができることも特徴である。このような観点からみると、EASD は乳幼
児期の養育場面における補聴下の定性的発達変化を把握する上で適した面をもつ評価

ツールと考えられる。 
 以上のように、2000 年前後を境に聴覚障害乳幼児のきこえの発達を評価するツール
の選択肢が増えたことから、０歳からの早期補聴の発達的効果を研究・臨床的に把握し

うる段階にようやく達しつつあると考えられる。わが国においても、新生児聴覚スクリ
ーニング後の早期介入の有効性に関して、幼児期・就学時時点での事例的報告（内山・
徳光，2004；福田・問田・福島・片岡・西﨑，2007）や幼児期・就学後の大規模調査

（感覚器障害戦略研究，2012）が報告されているものの、これらは乳幼児期の聴力測
定や補聴器適合の状況との直接的関連を明らかにしたものではなく、早期補聴による０

歳からの発達的様相の実態は諸外国の報告を含めても、まだ不詳である。１～２歳代で
の人工内耳適用も進む現在、今後は０歳代からの補聴下の聴能発達過程について評価ツ
ールを用いながら、早期補聴の効果と課題を明確化する必要があると思われる。  
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表1-5 日本聴覚医学会による補聴器適合検査の指針（2010） 

 （1）語音明瞭度曲線または語音明瞭度の測定  

 （2）環境騒音の許容を指標とした適合評価  
 （3）実耳挿入利得の測定（鼓膜面音圧の測定） 

 （4）挿入形イヤホンを用いた音圧レベル（SPL）での聴覚閾値・不快レベルの測定 
 （5）音場での補聴器装用閾値の測定（ファンクショナルゲインの測定） 
 （6）補聴器特性図とオージオグラムを用いた利得・装用閾値の算出 
 （7）雑音を負荷したときの語音明瞭度の測定 
 （8）質問紙による適合評価 

 
 

７．日本における補聴器適合法の現状と課題 
 わが国の補聴器適合に関しては、2010 年に日本聴覚医学会から「補聴器適合検査の
指針」が示された。この指針では、種々の方法で調整された補聴器が、難聴者（成人）

に有効であるかどうかを評価するための適合検査法として８項目が挙げられている（表
1-5）。ただし、これらの検査項目は、成人例のように各耳の正確なオージオグラムが得
られた上で補聴器の仮特性処方をなしうることを前提としており、乳幼児への直接的適

用は困難と思われる。 
 わが国には乳幼児の補聴器適合に関する指針・ガイドラインはなく、フィッティング

手順に着目した詳細な先行研究も少ない。廣田・工藤・北・田中（1995）、廣田（1996）、
田中（1996）、庄司（2005）、福田（2005）の解説では、いずれも乳幼児においては
ABR と COR による閾値評価をベースに行動観察を加える方法を基本形として説明し

ている。インサートイヤホンの使用についてはふれられておらず、乳幼児の RECD へ
の対応を含めて述べたものも廣田（2013）のみに限られている。すでに述べたように
COR に基づく方法は音場検査用スピーカを用いるため、左右耳別の純音オージオグラ

ムを得ることができない、高出力音を提示できない、測定誤差が大きい、骨導聴力を測
定できないという問題があり、補聴器の増幅特性の適否を検証するための測定精度を欠

いている。田中（1996）、福田（2005）、庄司ら（2008）の報告は、生活場面における
きこえの定性的発達の行動観察に関しては詳細な内容を含むが、その一方で、補聴器の
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増幅特性や適合面での検討という観点から見直すと、十分な資料が提示されたものでは
ない。 
 第２～３節で述べたように、わが国では VRA による純音聴力測定、実耳特性に対応

した補聴器選択・検証、きこえの発達評価・確証までを含めた一連の手順が、補聴器フ
ィッティング法として体系化されるまでには至っておらず、米国のガイドラインに比べ
て甚だ遅れた状況と言わざるを得ない。したがって、乳幼児に対して妥当性の高い補聴

器適合を施すための方法、すなわち、各耳の聴覚閾値と実耳特性に対応し、かつノンリ
ニア補聴器を含めて閾値上の増幅特性を評価しうる方法を開発すること、さらに、この

体系化された方法に基づく早期補聴が０歳からの聴能発達に与える効果を研究的に明
らかにした上で手順として導入することは、きわめて重要な課題と考えられる。 
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第４節 本研究の目的と論文の構成 

１．本研究の課題 
 ここで第２～３節で述べた内容から、本研究の課題を以下の３点に整理する。 
 

（1）補聴器特性処方が純音オージオグラムによる算出をベースになされることを考え
れば、できる限り正確度を高く、各耳の純音聴力測定を行うことが求められる。わが国
で広く使用される COR の問題点として挙げられる、左右耳別の気導聴力を測定できな

い、高出力音を提示できない、測定誤差が大きい、骨導聴力を把握できないという点を
解決するためには、行動観察的検査法として VRA を導入し、インサートイヤホンによ

る左右耳別の気導および骨導（良側）の純音聴力測定を行い、耳科学的諸検査とのクロ
スチェックを実施することが望まれる。特に新生児聴覚スクリーニングの普及が進む現
在、聴覚障害乳幼児に対する VRA の実用性評価は重要である。したがって、聴覚障害

乳幼児における VRA の測定可能率を、聴力要因および条件付け形成の月齢要因の２点
の影響を含めて検討することを、第１の研究的課題とする。また VRA の実施に先立っ
て必要となる、インサートイヤホンを接続する聴力測定機器システムの較正法の構築も、

この研究的課題の一部に含めることとする。 

（2）補聴器の特性処方・検証においては、補聴器の微細な特性設定に反映させるに十
分な測定精度を有する方法を用いることが求められる。従来の COR による裸耳／補聴

下の反応閾値測定に基づく方法は、設定した補聴器の増幅特性が妥当であるか否かを検
証しうるだけの測定精度を欠くという問題があった。さらに乳幼児の実耳特性が考慮さ
れておらず、ノンリニア補聴器における閾値上の増幅特性の評価も行うこともできない

という問題もある。 
 これらの錯雑とした問題を包括的に解決するためには、SPL フィッティングの利用が

適すると考えられる。2cc SPL フィッティングでは、インサートイヤホンによって得ら
れた聴覚閾値（EDT）に CDD 値を加算して、2cc カプラ内音圧レベルへ変換すること
によって補聴器の出力レベルと直接的な比較を可能にする。この方法は 2cc SPL にデ

シベル尺度を統一して用いるため、RECD 値の算入を不要としながらも、実耳特性に対
応させる特徴をもつ。したがって、まず 2cc SPL フィッティングがデシベル尺度間の
換算原理に基づく妥当な方法であるのか、乳幼児の実耳特性およびデシベル換算に関連

する基礎データを収集しながら、明確化することが求められる。続いて、ノンリニア補
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聴器の閾値上の増幅特性が評価法として利用できることを示し、臨床適用上の意義を明
らかにする。これらを第２の研究的課題とする。 

（3）補聴下のきこえの発達評価・確証においては、養育場面における補聴下の聴性・
音声行動の継時的な発達的変化を追跡する必要がある。これまで早期補聴による乳幼児

期の発達的効果を扱った報告は少なく、その様相は明らかではなかった。聴能発達上の
確証を得ることによって補聴がその目的を達すること、さらに人工内耳選択が乳幼児期
になされる現状を考えれば、補聴下の乳幼児のきこえの継時的発達を描出しうる実用的

な評価ツールの導入が必要である。特に EASD の発達段階表は０歳からの聴性・音声
行動発達の継時的評価に適した特徴を有することから、評価ツールとして導入すること

により、2cc SPL フィッティングによる補聴がいかなる聴能発達上の効果を与えうるの
か、その様相を明らかにすることを第３の研究的課題とする。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、前項の３つの研究的課題を受けて、聴覚障害乳幼児に対して妥当性の高
い補聴器適合を施すために、インサートイヤホン装着下の VRA から得られた聴覚閾値

を音圧レベルへ変換して、補聴器の出力レベルと同一の 2cc SPL のデシベル尺度上で
比較する方法の構築を目指し、これについて基礎データの収集および臨床適用の点から

検討する。 
 本研究の第１の目的は、VRA の実用性について聴力および月齢要因との関連から測
定可能率を検討することにより、聴覚障害乳幼児の純音聴力測定法としての実用性と意

義を明らかにすることである。第２の目的は、2cc SPL フィッティングがデシベル尺度
間の換算原理に基づく妥当な方法であるのか、乳幼児の実耳特性およびデシベル換算に
関連する基礎データを収集しながら明確化すること、およびノンリニア補聴器の閾値上

の増幅特性評価法としての利用意義を明らかにすることである。第３の目的は、2cc 
SPL フィッティングによる早期補聴が聴覚障害乳幼児の聴性・音声行動発達にどのよう

な効果を及ぼすのか、質問紙による継時的評価から検討することである。 
 本研究では、これらの３つの検討を通して、聴覚障害乳幼児に対する 2cc SPL フィ
ッティングによる補聴器特性検証法の臨床的意義を明らかにすることとした。 
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３．論文の構成 
 以下に、本章（第Ⅰ部）以降の章構成を述べる。 
 第Ⅱ部では、本節の第１項の（1）で示した研究的課題を受けて、聴覚障害乳幼児の

VRA による純音聴力測定を主題とした検討を行う。聴覚障害乳幼児に対して、より正
確度の高い純音聴力測定を実施するために、聴力測定機器システムの電気音響的較正を
施した上で、インサートイヤホン装着下の気導 VRA、骨導 VRA を導入し、測定可能率

と影響する要因の検討から実用性を評価する。具体的には、インサートイヤホンの基準
等価閾値音圧レベルへの電気音響的較正法の構築（第２章）、聴覚障害乳幼児の VRA

測定可能率と聴力要因の検討（第３章、第４章）、VRA の条件付け形成における月齢要
因の検討（第５章）、気導／骨導 VRA と耳科学的諸検査のクロスチェックによる難聴
鑑別（第６章）について論じる。 

 第Ⅲ部では、前項の（2）で示した研究的課題を受けて、補聴器の増幅効果の検証を
主題とした検討を行う。まず乳幼児の外耳道内容積と音響的特性の特徴を RECD 測定
により明らかにし、さらに 2cc SPL フィッティングで用いる CDD 加算による閾値換算

手順が、「デシベルの輪」による換算原理に基づく妥当な方法として成立するのかを音
響学的に検証する。続いて、聴覚障害乳幼児の使用するノンリニア補聴器の増幅特性の

評価に適用し、補聴器の閾値上の増幅特性評価を行いうるかを明らかにする。具体的に
は、RECD と外耳道容積の測定（第７章）、「デシベルの輪」による換算原理の音響学的
検証（第８章）、2cc SPL フィッティングの臨床適用による補聴器の増幅特性評価（第

９章）について論じる。 
 第Ⅳ部では、前項の（3）で示した研究的課題を受けて、０歳児への 2cc SPL フィッ
ティングの適用、さらに早期補聴による乳幼児期の聴性・音声行動発達の評価を主題と

した検討を行う。まず０歳児への 2cc SPL フィッティングの適用に関する臨床上の利
点と課題を検討する。さらに EASD の発達段階表を利用して、早期補聴が乳幼児期の

聴性・音声行動に与える発達的効果の様相を明らかにする。具体的には、2cc SPL フィ
ッティングによる早期補聴の具体的留意点と、質問紙化した EASD による０歳期段階
における聴性・音声行動発達の評価による検討（第 10 章）、さらに同質問紙の評価に

よる乳幼児期における聴性・音声行動の継時的発達から、同法による早期補聴の臨床的
効果に関する考察を行う（第 11 章）。 
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 第Ⅴ部では、総合考察を行う。聴覚障害乳幼児への VRA による純音聴力測定と、各
耳の聴覚閾値と実耳特性に対応した 2cc SPL フィッティングによる増幅特性評価法の
適用に関する臨床的意義を明らかにし、結論を述べる（第 12 章）。また０歳児への早

期補聴の具体的手順に関する提言と課題をまとめる。 
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第５節 用語の定義 
 
 

EDT（earmold-derived threshold） 
 個人用イヤモールド装着下で測定された各耳の聴覚閾値のことを示す。EDT という
用語表記は、Gravel（2000）による。 

 
イヤホン 

 耳載せ形受話器は日本語では「ヘッドホン」とも呼ばれることもあるが、英語圏では
耳載せ形、挿入形、耳覆い形のいずれも「イヤホン」と一括りで呼ばれる。本研究では、
耳載せ形の検査用トランスデューサ（変換器）は「受話器」という和名で統一したが、

「TDH39P イヤホン」などの受話器という和名が適さない場合にはイヤホンという用
語を用いた。 
 

インサートイヤホン 
 Killion によって、1980 年代に開発された小型軽量の聴力測定用イヤホンのこと。こ

の規格は ISO 389-2（1994）と ANSI S3.6（1996）によって定められている。日本工
業規格（JIS）および日本聴覚医学会の用語集（2011）では、「挿入形イヤホン」とい
う名称で記載されているが、本研究は海外文献の参照が多いこと、3A または 5A を付

す場合は英名が適すること、SPL ヒアリングメータ（大和田，1984，1995，1996，
2004）の小型イヤホンとの用語上の混同を避けたいこと、国内の専門書や学術論文に
おいてもすでにインサートイヤホンという用語が定着している状況を考え、JIS などの

一部の日本語文献の引用箇所を除き、インサートイヤホンという用語で統一することと
した。同様にインサートイヤホンの各部位にあたる名称も、原語をカタカナ表記で記し

た（例：ニップル部など）。 
 
SPL フィッティング 

 聴覚閾値をオージオグラム上ではなく、縦軸を音圧レベル（SPL：sound pressure 
level）にとったグラフ上に周波数別に表示し、同音圧レベル上の補聴器の出力レベル
と比較する方法を、本研究は SPL フィッティングと総称する。海外で広く用いられて

いる DSL 法（Seewald，1995；Seewald et al.，2005）が外耳道内 SPL を縦軸にとる
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のに対し、日本では大和田（1984，1995，1996，2004）が 2cc SPL を縦軸にとる SPL
ヒアリングメータによる方法を考案した。筆者が考案した 2cc SPL フィッティングは、
大和田の原理を応用したもので、インサートイヤホンで測定した聴覚閾値を 2cc SPL

上に表示する手順をとる（富澤・木下・冨澤・加藤，2007；富澤・加藤，2008）。筆
者の方法は、後に日本聴覚医学会が補聴器適合検査の指針（2010）で示した「挿入形
イヤホンを用いた音圧レベル（SPL）での聴覚閾値・不快レベルの測定」と同じ原理に

基づくものである。 
 

実耳（real-ear） 
 実際のヒトの耳のこと。実耳特性とは、鼓膜面で（もしくは外耳道内で）測定された
音響的特性のことを示す。 

 
実耳測定・デシベル尺度間の換算に関わる用語 
 本論文では、「デシベルの輪」による換算のために CDD（2cc coupler-to-dial 

difference：実耳-ダイヤル差）、RECD（real-ear-to-coupler difference：実耳-カプ
ラ差）、REDD（real-ear-to-dial difference：実耳-ダイヤル差）を用いる。 

 ま た 実 耳 測定の用語として、 REAR （ real-ear-aided response ）、 REUR
（ real-ear-unaided response ）、 REIR （ real-ear-insertion response ）、 RESR
（real-ear-saturation response）などが用いられる。これらの用語は日本聴覚医学会

の用語集に記載のないものが大半であり、英名を基本として（一部に和名を併記）用い
ることにした。なお difference はレベル差（dB）、response は利得（dB）ではなく出
力レベル（dB SPL）、aidedは補聴器装用下、unaidedは補聴器非装用下（裸耳）、insertion

は挿入、saturation は出力音の飽和を示す。 
 

デシベル尺度 
 本研究では、複数のデシベル尺度が用いられる。聴力レベル dB HL（dB Hearing 
Level）、感覚レベル dB SL（dB Sensation Level）、クリック刺激による ABR における

dB nHL（dB normative Hearing Level）などである。ASSR による推定オージオグラ
ムの縦軸については、使用機器名を用いてMaster dB HL などと記した。 
 音圧レベル dB SPL（dB Sound Pressure Level）に関しては、音圧レベルは音源パ
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ワーが等しくても測定音場条件によって値が変わるため、外耳道内 SPL であるのか、
2cc SPL であるのか等、その都度、測定条件を明記した。なお本研究では補聴器の特性
測定やイヤホンの出力レベル測定は全て 2cc カプラで行っており、例えば、補聴器の

最大出力音圧レベル 120dB SPL という表記は、2cc カプラでの音圧レベルによる測定
値であることを示す。 
 なお純音オージオグラムに乳幼児の反応閾値を記載するにあたっては、乳幼児の外耳

道内音響特性は成人のものと異なるため、成人の耳を基準に０dB を規定した聴力レベ
ル（dB HL）を乳幼児に適用できないという問題がある。このため、本研究ではオージ

オグラムの縦軸に使用オージオメータによる「ダイヤルレベル」という表記を用いるこ
ととした。 
 

難聴の程度分類 
 日本聴覚医学会の難聴対策委員会報告（2014）にしたがい、軽度難聴（聴力レベル
25dB 以上 40dB 未満）、中等度難聴（40dB 以上 70dB 未満）、高度難聴（70dB 以上

90dB 未満）、重度難聴（90dB 以上）による新基準を用いた。先行研究において高度難
聴と記載されたものは、高度・重度難聴と置き換えた。 

 
2cc カプラ 
 補聴器やイヤホンなどの音響トランスデューサの音響測定を行う際に、測定用マイク

ロホンに結合される 2cc の容積をもつ金属製の音響カプラのこと。国際単位系（SI：
International System of Units）を参照すれば、「2㎤カプラ」と表記すべきところであ
る。しかし、海外の学術論文や学会ガイドラインにおいても 2cc という用語が広く用

いられており、「2cc SPL」などの本領域独自の記載もみとめられている。本研究で示
すフィッティング法の起源である、十時（1972）や大和田（1984，1995，1996，2004）

の手法も 2cc カプラという用語を用いてきたため、本研究においても 2cc カプラとい
う表記で統一することとした。 
 

乳児と乳幼児 
 本研究の実施期間中に、新生児聴覚スクリーニングの普及が急速に進んだことから、
本論文はスクリーニング導入前と導入後の研究が混在する章構成となっている。スクリ
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ーニング導入前後で、対象児の難聴発見年齢と補聴器装用開始年齢が大きく異なるため、
０歳代については「乳児」とし、０～２歳代については「乳幼児」と呼び分けることに
した。特に「乳幼児群」を対象とした３章、４章においては、対象児の具体的な年齢分

布を方法の欄に記載した。 
 
反応閾値、聴覚閾値、閾値 

 聴覚心理学研究において「閾値」と言う場合には、最小感度を表す最小可聴閾値（聴
覚閾値）の他にも弁別閾値の場合もありうるが、本研究における「閾値」という用語は、

聴覚閾値（最小可聴閾値）または反応閾値の省略語として用いている。 
 
VRA、COR、BOA 

 VRA と CORについては、表 1-2（11 頁）を参照のこと。BOA（behavioral observation 
audiometry：聴性行動反応聴力検査）は行動観察的検査法の一つで、検査音、楽音、
肉声などの音刺激に対する対象児の定性的な聴性行動反応を指標に、聴取反応がみられ

たか否かを検査者が判定する。０歳児から適用可能であるが、定量的な反応閾値を測定
しうる方法ではない。 

 
フォーム材イヤチップ（foam-ear tip） 
 インサートイヤホンに結合できる多孔質の発泡素材による既成耳せんのこと。3A、

3B、3C の３サイズがある。 
 
リニア補聴器、ノンリニア補聴器 

 リニア補聴器とは、入力音に対する出力音とのレベル差（利得）が一定である従来型
の線形的増幅を施すアンプを搭載した（アナログ）補聴器のことを指す。これに対し、

ノンリニア補聴器とは、利得が入力音レベルに対して一定でなく、非線形的増幅を行う
アンプを搭載した補聴器のことを指す。現在のほとんどのデジタル補聴器は、ノンリニ
ア増幅による圧縮（もしくは伸張）増幅を行う機能を有している。 
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第６節 倫理的配慮 

 本研究で行われた聴力測定、補聴器適合および装用訓練およびこれらに関わる助言・
指導は、教育・療育施設においては、施設長の管理下で教育・療育活動の一環として行
われた。また医療施設においては、医師の指示下による医療行為（言語聴覚士法施行規

則第 22 条に定める診療補助行為）の一環として行われた。 
 個人情報の保護に関しては、個人が特定されないよう匿名化した。教育・療育機関に
おいて収集された資料やデータは、施設長の管理下で厳重に保管された。医療機関にお

いて収集された資料やデータは、すべてカルテ（診療録）に収納され院内のカルテ庫に
厳重に保管された。後方視的研究においてカルテ記録を参照するにあたっては、個人の

匿名化、プライバシーの保護を条件に、研究発表などに使用される可能性があることを
院内の入り口に掲示・公表して同意を得た。また万一、対象者に過大な心理的支障が生
じた場合には、主治医から、他医療機関、臨床心理士ないし心療内科へ紹介する用意が

あった。 
 難聴の原因検索にあたって、遺伝子検査、先天性サイトメガロウイルス感染の検査な
どを行う際、これらに関する主治医からの説明と保護者からの同意書を得た上で適切に

実施された。また研究者と、メーカー・企業等との間に利益相反に該当する事項はない。
さらに本論文の主旨は、手話言語を主体とした教育的立場を否定するものではないこと、

聴覚障害児の医療・教育界においてバリアフリー・コンフリクトが生じている社会的状
況に鑑み（現代思想編集部，2000；大沼，2012）、聴能教育と手話教育は互いに尊重
されるべき関係にあることを記す。 
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第Ⅱ部 視覚強化聴力検査（VRA）による聴覚障害乳幼児の 
純音聴力閾値測定に関する研究 
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第 2章 インサートイヤホンの基準等価閾値音圧レベルへの適合法の 
    構築 
 
第１節� 目的 

 第Ⅱ部は、VRA（visual reinforcement audiometry：視覚強化聴力検査）による聴
覚障害乳幼児の純音聴力測定を主題とするが、まず本章では、気導純音聴力検査にイン
サートイヤホン（insert earphones：挿入形イヤホン）を使用する際の前提となるオー

ジオメータの較正技術・手順について検討を行う。具体的には、ISO389-2（1994）、
ANSI S3.6（1996）の国際規格による基準等価閾値音圧レベルを参照しながらその較
正・測定法を構築し、出力レベルの較正値への適合およびレベル直線性評価のための一

手順を明示することを目的とした。 
 

第２節� 方法 
１．使用したオージオメータ 
 海外／国内製の診断用オージオメータ、２機種を使用して検討することとした。海外

／国内製の２機種を用いた理由は、現在のところ、インサートイヤホンへの対応の可否
に関して後述するようなオージオメータの性能差がみられるためである。海外製オージ
オメータにはデンマークの Interacoustics 社 AD229e を、国内製オージオメータには

リオン社 AA-76 を使用した。これらのオージオメータにインサートイヤホンを接続し
て、出力レベルを測定することとした。以下に、オージオメータ２機種の概要について

述べる。 
 ２機種の基本性能を、表 2-1 に示した。AD229e は JIS 適用規格タイプ２、２チャ
ンネル型オージオメータで、気導受話器・インサートイヤホンのいずれにも対応してい

た。出力端子に標準モノジャックを左右別に備えており、TDH タイプの気導受話器と
インサートイヤホン（いずれも標準モノプラグを接続端子に採用）を正面パネルのスイ
ッチで切り換えて使用可能であった。較正に関しても、両トランスデューサ別にそれぞ

れ独立に較正値を設定することができた。本研究で使用した AD229e は、気導受話器
（Telephonics 社 TDH 39P イヤホン）用と 3A インサートイヤホン用の２つの較正を

施したものである。 
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表 2-1 使用したオージオメータの基本性能 

型番 
メーカー 
（製造国） 

JIS 適用 
規格 

チャン 
ネル数 

入力端子 出力端子 
インサート
イヤホン 

AD229e 
Interacous
tics 社（デ
ンマーク） 

タイプ２ 
２チャン 
ネル型 

２系統 

気導受話器／イン 
サートイヤホン 
骨導受話器 

外部出力（２系統） 

対応 

AA-76 
リオン社
（日本） 

タイプ３ 
１チャン 
ネル型 

１系統 
気導受話器 
骨導受話器 

外部出力（１系統） 
非対応 

 
 AA-76 はインサートイヤホンに非対応であり同イヤホンを接続できないため，本研究で
は変換ケーブル（図 2-1）を介して接続することとした． 

 
 
 一方で、AA-76 は JIS 適用規格タイプ３、１チャンネル型オージオメータであった。

本機は国内製の乳幼児・幼児聴力検査用オージオメータとして、現在わが国で広く使用
される代表的機種の一つであるが、インサートイヤホンには非対応であった。そもそも

接続のための出力端子に DIN コネクタ（５pin）を採用しており、インサートイヤホン
のプラグと形状が異なるため接続ができなかった。さらに気導受話器とインサートイヤ
ホンの較正を別々に設定する機能もなく、一旦、オージオメータを気導受話器用に較正

してしまえば、仮にインサートイヤホンを接続できたとしても同イヤホンのための較正
を追加的に設定できなかった。 
 AA-76 にはこのような使用上の難点がみられたが、本研究ではこれを解決するため

に、試験的に同機種にインサートイヤホンを接続するための変換ケーブル（DIN コネ
クタ→左右別の標準モノジャック）を特注で用意して、まず接続ができるようにした。

図 2-1 に、変換ケーブルを用いて AA-76 にインサートイヤホンを接続した様子を示し
た。ただし、使用した AA-76 は、気導受話器（Rion 社 AD-06B イヤホン）用の較正が
施されていた。言い換えると、このように接続しただけではインサートイヤホンは較正

値を参照したことにはならず、ダイヤルレベルは聴力レベルに適合したとはいえない。
そこで本研究では、第３項で後述するように、この接続状態で出力レベルを測定して較
正値とのレベル差を把握することにした。  



 52 

２．インサートイヤホンと測定機器の結合 
 3A インサートイヤホンの出力レベル測定用の音響カプラとして、1994 年の ISO 
389-2 では２種類（IEC 126 カプラ，IEC 711 カプラ）が規定されたが、1996 年の ANSI 

S3.6 では 2cc HA-1 カプラが追加された。これらの規格では、基準等価閾値音圧レベ
ルが 0.5dB で丸められて 125～8000Hz の帯域内の周波数（全 23 周波数）別に記載さ
れている。現行のインサートイヤホンの取扱説明書には、これらの２つの規格を元に３

つの音響カプラによるそれぞれ異なる較正値が、オージオメータの測定周波数（11 周
波数）別に記載されている。記載された音響カプラは、IEC126 に準拠した音響カプラ

として Brüel & Kjær 社の DB-0138 カプラ（現在は製造中止で、後継タイプは 4946
カプラ）、IEC711 カプラ（密閉型擬似耳）、２cc HA-1 カプラの３種類である。なお、
較正値と基準等価閾値音圧レベルの関係は、次の式で表される。 

 
 較正値（dBSPL） ＝ 基準等価閾値音圧レベル（dBSPL） ＋ 70dB  ……［式 2-1］ 
 

 本研究では、インサートイヤホンの出力レベルと ISO と ANSI に基づく較正値を比
較するために、オージオメータ２機種（AD229e，AA-76）に 3A インサートイヤホン

（E-A-R TONE，3A insert earphones，インピーダンス＝10Ω）を接続して、カプラ
内出力レベルを測定することとした。音響カプラは、米国 Frye Electronics 社の 2cc  
HA-1 カプラを用いた。測定機器には積分型普通騒音計（Aco 社 Type6226）を用い、

騒音計のコンデンサマイクロホンに同カプラを結合した。3A インサートイヤホンの先
端部（ニップル部）にはフォーム材イヤチップ（E-A-R LINK 3A）を結合し、同チッ
プとカプラを粘着材で固定した。なおカプラとマイクロホンの結合に関して、一般の騒

音計のマイクロホン径は 12.7mm（φ＝1/2in）あるいは 25.4mm（φ＝1in）であり、
2cc HA-1 カプラの内径（14.0mm）と合わなかった。このため、本研究では径が適合

するようにマイクロホン径を 14.0mmに改造した特注の騒音計を使用した。 
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図 2-1 AA-76 へのインサートイヤホンの接続 

 3A インサートイヤホンのプラグを，変換ケーブルを介してオージオメータ（リオン社 AA-76）
の気導受話器用出力端子（Din コネクタ）に接続した． 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 AD229e とインサートイヤホン、音響カプラ、騒音計の接続・結合 

 3A インサートイヤホンを騒音計（Aco 社 Type6226）に結合した．騒音計のコンデンサマイ
クロホン（径を 14mmに改造）に 2cc HA-1 カプラを結合し，粘着材で同イヤホンのフォーム
材イヤチップを固定した．本図はオージオメータ（Interacoustics 社 AD229e）による． 
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３．インサートイヤホンの出力レベル測定 
 3A インサートイヤホンをオージオメータに接続し、純音の出力レベルを測定して、
較正値との差を比較した。〔A〕はインサートイヤホン用に較正したオージオメータ（較

正値は ISO と ANSI に基づく）を、〔B〕は耳載せ形の気導受話器用に較正したオージ
オメータ（較正値は JIS に基づく）を使用した。〔B〕の測定を行うのは、現在のわが国
ではインサートイヤホン非対応のオージオメータが多く使用されており、これらの機種

への対応も考慮しなければならないからである。 
 〔A〕はオージオメータ AD229e を使用し、〔B〕はオージオメータ２機種（AD229e、

AA-76）を使用した。〔B-1〕AD229e は気導受話器（TDH 39P イヤホン）で較正され、
〔B-2〕AA-76 は気導受話器（AD-06B イヤホン）で較正されたものであった。このよ
うに〔B〕を２条件で行うのは、受話器イヤホン・耳あてゴム材固有の音響的特性差（日

本耳鼻咽喉科学会 JIS 改訂委員会，1986）が測定結果に影響する可能性を考慮したた
めである。３つの接続条件〔A〕、〔B-1〕、〔B-2〕について、オージオメータにインサ
ートイヤホンを接続し、ダイヤルレベルを 70dB に合わせたときの純音の出力レベルを

HA-1 カプラ内音圧レベルで測定し、同カプラによる較正値［式 2-1］と比較した。オ
ージオメータの JIS の「レベル精度」の項には、125～4000Hz では±３dB、6000～

8000Hz では±５dB を超えて表示値と異なってはならないと記載されているため、出力
レベルと較正値の差がこの規格値の範囲にあるかどうか調べた。 
 測定周波数は、オージオメータ（タイプ２以上）から出力される 11 周波数（125Hz，

250Hz，500Hz，750Hz，1000Hz，1500Hz，2000Hz，3000Hz，4000Hz，6000Hz，
8000Hz）とした。なお今回、測定機器として用いた騒音計（Type6226）は JIS のク
ラス２であったが、同機種の性能表によると測定周波数範囲は 20～10000Hz であった。

したがって FLAT 特性のモードに設定することにより、対象とする全 11 周波数を計測
可能と考えられた。本騒音計による測定周波数範囲は、標準的な補聴器特性測定装置に

よる 200～8000Hz の分析帯域（JIS C5512：2000 補聴器による）よりも広く、今回
の測定要件を十分に満たすものだった。 
 さらに、レベル上昇に伴うレベル直線性も評価した。ダイヤルレベルを 70dB から５

dB ステップで最大レベルまで（あるいは飽和が生じるまで）上げていき、どのレベル
まで出力レベルが線形的に上昇するかを調べた。検査において、出力の上限値となるダ
イヤルレベルを知るためである。オージオメータの JIS の「調整器の精度」の項には、
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１dB を超える誤差があってはならないと記載されているため、ダイヤルレベルの上昇
（5dB ステップ）に伴う出力レベルの上昇が 4.0dB を下回った時点で、飽和が生じた
と判定した。 

 なお測定時の温度と湿度は、オージオメータの JIS および騒音計（サウンドレベルメ
ータ）の JIS（C1509-1：2005）に記載される条件を満たしていた。 
 

第３節� 結果 
１．インサートイヤホンの出力レベルと較正値の比較 

 測定したインサートイヤホンの出力レベルを、表 2-2、2-3、2-4 に示した。〔A〕イ
ンサートイヤホン用に AD229e 較正した場合、〔B-1〕気導受話器（TDH39P イヤホン）
用に較正した AD229e にインサートイヤホンを接続した場合、〔B-2〕気導受話器

（AD-06B イヤホン）用に較正した AA-76 にインサートイヤホンを接続した場合にお
ける出力レベルと較正値とのレベル差を示す。いずれも、同一の音響カプラ（HA-1 カ
プラ）を用いた値である。 

 表 2-2、2-3、2-4 の出力レベルと較正値の比較をみると、〔A〕のインサートイヤホ
ン用に AD229e を較正した場合、右／左用とも、レベル差は全ての周波数で±0.3dB 以

内のきわめて僅差にとどまった。一方、〔B-1〕〔B-2〕の気導受話器用にオージオメー
タを較正した場合、AD229e、AA-76 の両機器間の差は、125～4000Hz では±３dB 以
内、6000～8000Hz では±６dB 以内であり、出力レベルの傾向は概ね近似した。出力

レベルと較正値のレベル差を比較すると、両機種とも 125Hz で+15dB、250Hz で+5dB
を超える高い値を示し、6000Hz で-10dB、8000Hz で-５dB よりも低い値を示した。
500～4000Hz の７周波数では、較正値との差は±５dB 以内に収まってはいたものの、

一部に JIS の規格値である±３dB を超えるレベル差がみられた周波数もあった。  
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表 2-2 インサートイヤホンの出力レベルと較正値の比較 

〔A〕インサートイヤホン用にオージオメータ AD229e を較正した場合 
 

周波数 
（Hz） 

①較正値
（dBSPL） 

② カプラ内出力 
レベル（dBSPL） 

② - ① の 
レベル差（dB） 

  右  左  右  左   

125 96.5 96.4 96.3 -0.1 -0.2  

250 84.5 84.3 84.7 -0.2  0.2  

500 76.0 76.2 76.0 0.2  0.0  

750 72.0 71.9 72.2 -0.1  0.2  

1000 70.0 70.0 69.9 0.0 -0.1  

1500 70.0 70.1 70.0 0.1  0.0  

2000 72.5 72.6 72.5 0.1  0.0  

3000 72.5 72.5 72.4 0.0 -0.1  

4000 70.0 70.2 70.3 0.2 0.3  

6000 67.5 67.5 67.5 0.0 0.0  

8000 66.5 66.5 66.2 0.0 -0.3  

 
 3A インサートイヤホン用に AD229e を較正した場合での，同イヤホンのカプラ内出力
レベル（HA-1 カプラ）周波数別に示した．カプラ内出力レベルと較正値とのレベル差（＝
②-①）は，全て±0.3dB 以内の僅差となった． 
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表 2-3 インサートイヤホンの出力レベルと較正値の比較 

〔B-1〕気導受話器用にオージオメータ AD229e を較正した場合 
 

周波数 
（Hz） 

①較正値
（dBSPL） 

② カプラ内出力 
レベル（dBSPL） 

② - ① の 
レベル差（dB） 

  右  左  右  左   

125 96.5 114.8 114.4 18.3 17.9  

250 84.5 90.7 90.5 6.2  6.0  

500 76.0 76.1 75.7 0.1  -0.3  

750 72.0 71.6 71.1 -0.4  -0.9  

1000 70.0 72.6 72.1 2.6 2.1  

1500 70.0 73.1 72.7 3.1  2.7  

2000 72.5 76.2 76.0 3.7  3.5  

3000 72.5 72.6 72.2 0.1 -0.3  

4000 70.0 72.4 72.1 2.4 2.1  

6000 67.5 51.2 52.7 -16.3 -14.8  

8000 66.5 57.1 57.2 -9.4 -9.3  

 
 気導受話器（TDH39P イヤホン）用に AD229e を較正した場合での，3A インサートイ
ヤホンのカプラ内出力レベル（HA-1 カプラ）周波数別に示した．カプラ内出力レベルと
較正値とのレベル差（＝②-①）について，125～4000Hz では±３dB（JIS の規格値）を
超えた箇所，6000～8000Hz では±５dB（同規格値）を超えた箇所には網掛けをした． 
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表 2-4 インサートイヤホンの出力レベルと較正値の比較 

〔B-2〕気導受話器用にオージオメータ AA-76 を較正した場合 
 

周波数 
（Hz） 

①較正値
（dBSPL） 

② カプラ内出力 
レベル（dBSPL） 

② - ① の 
レベル差（dB） 

  右  左  右  左   

125 96.5 116.4 115.3 19.9 18.8  

250 84.5 90.1 90.3 5.6  6.8  

500 76.0 75.7 75.1 -0.3  -0.9  

750 72.0 70.2 68.6 -1.8  -3.4  

1000 70.0 70.4 69.3 0.4 -0.7  

1500 70.0 72.7 72.5 2.7  2.5  

2000 72.5 74.8 74.8 2.3  2.3  

3000 72.5 74.0 74.9 1.5 2.4  

4000 70.0 69.8 70.0 -0.2 0.0  

6000 67.5 57.2 55.1 -10.3 -12.4  

8000 66.5 58.3 58.6 -8.2 -7.9  

 
 気導受話器（AD-06B イヤホン）用に AA-76 を較正した場合での，3A インサートイヤ
ホンのカプラ内出力レベル（HA-1 カプラ）を周波数別に示した．カプラ内出力レベルと
較正値とのレベル差（＝②-①）について，125～4000Hz では±３dB（JIS の規格値）を
超えた箇所，6000～8000Hz では±５dB（同規格値）を超えた箇所には網掛けをした． 
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２．インサートイヤホンのレベル直線性の評価 
 インサートイヤホンのレベル直線性の評価について、表 2-5 に〔A〕〔B-1〕〔B-2〕
の各条件で、飽和せずに出力可能であった上限のダイヤルレベル（上限値）を示した。

オージオメータの機種によって最大のダイヤルレベル（最大値）が異なるため、この値
も併記した。つまり、上限レベルに達するまではレベル直線性が維持されたことになる。 
 レベル直線性について接続条件別にみると、〔A〕AD229e の場合、オージオメータ

のダイヤルレベルを 5dB ステップで最大値まで上昇させていっても、出力特性のレベ
ル直線性は維持され続け、飽和は生じなかった。一方で〔B-1〕〔B-2〕の気導受話器

用に較正されたオージオメータを使用した場合、ダイヤルレベルが上昇するとレベル直
線性が保たれない周波数があることが確認された。〔B-1〕のAD229eでは 125～500Hz
の３周波数において、〔B-2〕の AA-76 では 125～3000Hz の８周波数において飽和が

生じていた。 
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表 2-5 インサートイヤホン接続時のダイヤルレベル（最大値と上限値） 

 

オージオ
メータ 

         ＡＤ２２９ｅ         ＡＡ-７６   

接続条件   〔A〕   〔B-1〕    〔B-2〕  
 

周波数
（Hz） 

ダイヤルレベル  

最大値 上限値 最大値 上限値 最大値 上限値  

125  90 90 90 80 90 80  

250  105 105 110 105 110 100  

500  110 110 120 115 125 115  

750  115 115 120 120 130 120  

1000  120 120 120 120 130 125  

1500  120 120 120 120 130 125  

2000  120 120 120 120 130 125  

3000  120 120 120 120 130 125  

4000  115 115 120 120 125 125  

6000  100 100 115 115 115 115  

8000  95 95 110 110 110 110  

 
 インサートイヤホンのダイヤルレベル（最大値と上限値）について，〔A〕のインサート
イヤホン用に AD229e を較正した場合，〔B-1〕の気導受話器（TDH39P イヤホン）用に
AD229e を較正した場合，〔B-2〕の気導受話器（AD-06B イヤホン）用に AA-76 を較正
した場合の，３つの接続条件について記した．最大値は，オージオメータが表示可能な最
大のダイヤルレベルを示す．上限値は，飽和なしに出力可能な上限のダイヤルレベルを示
す．最大値に達する前に，上限値となった箇所には網掛けをした． 
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第４節� 考察 
 本研究では、気導純音聴力検査へのインサートイヤホン適用の前提として必要となる
同イヤホンの較正手順について、改定 JIS（2011）の元となった ISO と ANSI に基づ

く較正値への適合とレベル直線性の評価の点から検討した。 
 
１．インサートイヤホンの出力レベルと較正値の比較 

 〔A〕のインサートイヤホン用にオージオメータ（AD229e）を較正した場合、同イ
ヤホンの出力レベルは較正値に±0.3dB 以内のごく僅差で適合していた。オージオメー

タのレベル精度に関して、JIS は 125～4000Hz（ANSI では 125～5000Hz）間は±３
dB、6000～8000Hz間は±５dBを超えて表示値と異なってはならないと記載している。
AD229e はインサートイヤホンに対応した性能をもつが、本研究で用いた手順により基

準等価閾値音圧レベルに対して、きわめて高いレベル精度で適合していたことが明らか
となった。本研究の結果からインサートイヤホンの出力レベル測定自体の信頼性は高く、
規定の音響カプラを用いれば出力レベルを較正値に適正に適合できることが分かる。 

 一方で、〔B-1〕〔B-2〕の気導受話器用に較正したオージオメータを使用した場合、
AD229e、AA-76 とも、出力レベルと較正値間にレベル差がみられた。較正値とのレベ

ル差は、500～4000Hz の７周波数の帯域では±５dB 以内に収まってはいたものの、一
部に±３dB の規格値を超えた周波数もみられた。また 125Hz～250Hz の低周波数帯、
6000～8000Hz の高周波数帯では規格値の範囲を大きく超えるレベル差がみられた。

JIS と ANSI のレベル精度の点からみると、出力レベルは較正値に適合したとはいえな
かったことになる。もともと気導受話器用に較正されたオージオメータにインサートイ
ヤホンを接続したのであるから、規格値を超えるレベル差が生じたのは当然の結果と思

われる。 
 このレベル差が生じた原因について若干、考察を加える。気導受話器の周波数特性差

について、小川（1984）の報告によると、AD-06 イヤホンと TDH-39 イヤホンのNBS-9A
カプラ内の周波数特性差は、6000Hz を除き、最大で±４dB 以内で収まっていた。また
日本耳鼻咽喉科学会 JIS 改訂委員会（1986）の報告によると、８種類の耳載せ形気導

受話器の基準等価閾値音圧レベルは125～4000Hzの範囲では±５dB以内の差で、6000
～8000Hz においては±７dB 以内の差であった。本研究の〔B-1〕と〔B-2〕の両者の
出力レベルの差は 125～4000Hz の範囲では±３dB 以内、6000～8000Hz の範囲では±
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６dB 以内の差であり、今回使用した２つの気導受話器は先行報告と矛盾しない数値の
範囲で近似した特性と思われた。したがって〔A〕と〔B〕の出力レベルの差には、イ
ンサートイヤホンと耳載せ形イヤホン固有の周波数特性差が反映したと考えるのが適

当と思われる。 
 
２．インサートイヤホンのレベル直線性の評価 

 インサートイヤホンのレベル直線性の評価の結果をみると、３つの接続条件によって
オージオメータの上限のダイヤルレベルが異なっていた。〔A〕のインサートイヤホン

用に較正された AD229e を使用した場合は、レベル直線性も維持され、飽和が生じた
周波数は見あたらなかった。 
 一方で〔B-1〕〔B-2〕の気導受話器用に較正されたオージオメータを使用した場合

は、ダイヤルレベルを上昇させると、レベル直線性が維持されずに、飽和が生じた周波
数がみられた。AD229e と AA-76 は最大ダイヤルレベルが同じではないため単純に比
較できないが、両オージオメータともに飽和した周波数がみられ、特に 500Hz 以下の

低周波数帯では顕著に生じていた。表 2-3、2-4 の結果に照らしてみると、低周波数帯
において較正値よりも出力レベルが高いことの影響と思われる。 

 インサートイヤホンの最大出力レベルについては、米国 Etymotic Research 社によ
る製品の性能表（ER-3A，ER-5A）に周波数別の記載があるが、本研究では、気導受話
器用に較正されたオージオメータで使用すると飽和が生じる周波数があることが分か

った。このためインサートイヤホンを気導受話器用に較正されたオージオメータで使用
する場合には、どの周波数で、どのダイヤルレベルを超えるとレベル直線性が崩れ始め
るのか、上限値を予め実測して把握することが必要と考えられた。上限値以下のダイヤ

ルレベルの範囲であれば、適正なレベル直線性を保ちながらダイヤルレベルの上昇／下
降ができるからである。 
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３．気導受話器用に較正されたオージオメータ使用時の対応 
 気導受話器用に較正されたオージオメータを使用する場合、較正値とのレベル差がレ
ベル精度の規格値を超えた周波数においては、このレベル差に基づいて換算を行うのが

適切と考えられる。Ballad，Clemis and Killion（1986）は、インサートイヤホンの開
発初期の報告において、すでに換算値を得る手順を含めて論じている。 
 換算のための計算手順を、以下に示す。換算が必要な周波数においては、以下の式に

よってカプラ内出力レベル（オージメータのダイヤルレベル 70dB にて）と較正値との
レベル差から換算値を得ることができる［式 2-2］。 

 
 換算値 ＝ カプラ内出力レベル（dBSPL） - 較正値（dBSPL） ……………［式 2-2］ 
 ダイヤルレベル ＋ 換算値 ＝ 聴力レベル（dBHL）  ……………………［式 2-3］ 

 
 得られた換算値をダイヤルレベルに加算すれば、基準等価閾値音圧レベルに対応した
デシベル尺度（すなわち、聴力レベル）へ変換させることができる［式 2-3］。この換

算値は、表 2-3、2-4 のレベル差（②-①）が相当するが、これらの数値を Ballad et al.
（1986）が報告した 125～8000Hz の７周波数による結果と比べたところ、±４dB 以

内の範囲の差で近似していた。 
 ここまでの内容をオージオメータの較正の手順として、インサートイヤホンへの対応
／非対応に分けて、図 2-3 にまとめた。同図によれば、インサートイヤホン対応（較正

可能）のオージオメータの場合は、ISO と ANSI を参照して較正を施し、検査周波数の
レベル直線性を調べてダイヤルレベルの上限値を確認すればよい。また、インサートイ
ヤホン非対応（気導受話器用に較正）のオージオメータの場合は、ISO と ANSI に基づ

く較正値とのレベル差を利用して換算を行い、続けて検査周波数のレベル直線性を調べ
てダイヤルレベルの上限値を確認すればよい。本手順を踏めば、インサートイヤホンを

基準等価閾値音圧レベルに対応させて、気導純音聴力検査に適用できると考えられる。 
 
４．気導純音聴力検査へのインサートイヤホン適用に関して 

 本研究は、気導純音聴力検査へインサートイヤホンを適用する際の前提となる検査用
純音のレベル較正に関して、インサートイヤホン非対応のオージオメータも含めて検討
したものである。本研究の最も重要な点は、インサートイヤホンの出力レベルを ISO
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と ANSI の基準等価閾値音圧レベルに対応させるための一手順を具体的に示したこと
にあろう。今回、周波数精度、高調波歪み、マスキングノイズ、妨害音などを含めて検
討できたわけではないが、手順上の詳細として、インサートイヤホンのオージオメータ

への接続方法、規定された音響カプラの選択、音響カプラと測定用コンデンサマイクロ
ホンの結合、測定機器の測定周波数範囲、較正値とのレベル差の把握、レベル直線性の
評価に関する留意事項を示すことができた。計測には Brüel & Kjær 社の精巧な測定シ

ステムと音響カプラを使用するのが最も適切であろうが、前述の留意事項に対応がなさ
れていれば、規定の音響カプラを結合できるマイクロホンを用いた測定システム（騒音

計または補聴器特性測定装置）によって、インサートイヤホンの較正（あるいは測定）
作業が可能となる。本研究はその具体的手順を例示したことになるが、この作業を経れ
ば、オージオグラムの縦軸である聴力レベル（dBHL）に準拠したデシベル尺度を適用

できることになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 
図 2-3 インサートイヤホンの較正とレベル直線性の評価までの手順 

 オージオメータのインサートイヤホン対応の可否から，較正可能／較正不能に分けて示した．
気導受話器に較正され，インサートイヤホン用に較正不能のオージオメータの場合は，換算値
（＝２cc カプラ内出力レベル-較正値）を加算することによって聴力レベル尺度へ対応させる．
あわせて，ダイヤルレベルの上昇によってレベル直線性が維持されるか評価し，飽和が生じた
場合は上限のダイヤルレベルを予め確認しておく必要がある．  



 65 

 現在わが国においては、2011 年のオージオメータの JIS 改訂によりインサートイヤ
ホンに関する国際規格への対応がなされたところであり、今後、成人の純音聴力検査は
もとより、特に乳幼児聴力検査においてインサートイヤホンの使用が期待されるところ

と思われる。近年、わが国の補聴臨床においてもインサートイヤホンを利用した試みが
報告されており（福元，杉原，友森，竹内，2001；富澤，加藤，2003）、日本聴覚医
学会（2010）の「補聴器適合評価の指針」の項目にも、挿入形イヤホンという名称で

利用法が記載されている。ただし、基準等価閾値音圧レベルへの適合を行ったとしても、
元々、聴力レベル尺度は、耳科学的に正常な被験者（JIS では 18～30 歳の成人男女）

を基に規定されている。これに対し Feign，Kopun，Stelmachowics and Gorga（1989）、
Moodie et al.（2000）、Bagatto et al.（2002）など多くの研究者が、低年齢児の外耳
道音響特性は成人と異なることを指摘してきた。つまり、成人と外耳道の音響条件が異

なる乳幼児に対して、聴力レベル尺度を適用するのが妥当であるとの確証はないことに
なる。本論文ではこの課題への対策を第Ⅲ部で論じながら、乳幼児の聴力測定と補聴へ
の包括的な対応法について述べることにしたい。 

 
５．本章のまとめ 

 インサートイヤホンを気導純音聴力検査に適用する前提として、オージオメータから
の出力純音の較正手順が必要となる。本章では、インサートイヤホンをオージオメータ
２機種（AD229e、AA-76）に接続し、ISO と ANSI に基づく較正値への適合手順を明

示することを目的に検討を行った。本研究で採用した手順を通して得られた知見は、次
の２点にまとめられる。 
 

1）  インサートイヤホン対応のオージオメータ（AD229e）では、較正値に規格内で
適合させることが可能であった。ダイヤルレベルを最大値まで上昇させても、レ

ベル直線性は維持されたままで飽和は生じなかった。 

2）  気導受話器（TDH39P イヤホン、AD-06B イヤホン）用に較正されたオージオ
メータ（AD229e、AA-76）では、インサートイヤホンの較正値に適合しない周波

数が複数みられた。規格内で適合しない周波数においては、較正値とのレベル差
を換算値として利用して基準等価閾値音圧レベルに対応させる手順が必要となっ
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た。また、ダイヤルレベルを上昇させるとレベル直線性が保たれない周波数がみ
られたため、使用上、ダイヤルレベルの上限値を把握する必要があった。 

 

 2011 年のオージオメータの JIS 改訂により、今後、わが国においてもインサートイ
ヤホンは普及すると思われる。本研究はインサートイヤホン非対応の国内製オージオメ
ータを含め、基準等価閾値音圧レベルに対応させるための一手順を構築して明示した。

今後、特に乳幼児聴力検査へのインサートイヤホンの適用が期待される。 
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第３章 聴覚障害乳幼児に対するインサートイヤホン装着下のVRA 
   における測定可能率の検討 
 
第１節� 目的 

 本章ではわが国における従来の手法と異なる試みとして、聴覚障害乳幼児に対して
VRA（visual reinforcement audiometry：視覚強化聴力検査）による純音聴力測定を

行う。特に、VRAによるインサートイヤホン装着下の気導純音聴力測定、補聴器装用
下の閾値測定の測定可能率を検討する。 
 これまでわが国では、乳幼児を対象とした行動観察による気導純音聴力測定法として

COR（conditioned orientation response audiometry：条件詮索反応聴力検査）が広
く用いられてきたが、CORの改良法であるVRAを用いれば、より正確度の高い周波数
別の閾値情報を左右耳別に得られることが期待される。本論文ではすでに前章において、

インサートイヤホンの基準等価閾値音圧レベルへの適合手順に関する検討を行ったと
ころであり、引き続いて聴覚障害乳幼児に対するインサートイヤホン装着下のVRAの

適用について、その有用性を明らかにすることは重要と思われる。そこで本章では、３
歳未満の聴覚障害乳幼児を対象に、VRAによる気導純音聴力測定を行い、測定結果と
測定可能率から同手法の実用性の評価を行うことを目的とした。また補聴器装用下／非

装用下のVRAの組み合わせから、リニア補聴器の増幅効果を推定する手法の意義につ
いても考察することとした。 

 
 
第２節� 方法 
１．対象児 

 都内のＡ難聴幼児通園施設（現児童発達支援センター）を利用する２歳６ヵ月以下の
聴覚障害乳幼児のうち、明らかな重複障害を伴わない 37 名 74 耳（男児 18 名，女児

19 名）を対象とした。本研究は 1998 年 9 月～2002 年 7 月までの検査記録を元にまと
めたもので、同地域の対象児に新生児聴覚スクリーニングの受検者は含まれていなかっ
た。VRA による初回検査時年齢は 0 歳 10 ヵ月～2 歳 5 ヵ月（平均＝1 歳 8 ヵ月，SD

＝6.3 ヵ月）まで分布しており、初回検査の時点ですでに 23 名が補聴器装用を開始し
ていた。表 3-1 に、初回 VRA 検査時における対象児の月齢分布を示した。  
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表 3-1 初回 VRA 検査時における対象児の月齢分布 

月齢 9～11 12～14 15～17 18～20 21～23 24～26 27～29 （ヵ月） 

人数 5 5 6 5 3 6 7 （名） 

初回 VRA 検査時の対象児（計 37 名）の月齢を３ヵ月段階に分けて，人数を示した． 

 
 対象児の聴力レベルについて、37 名のうち 36 名は診断医療機関で聴力レベル 70dB
以上の高度または重度難聴を疑われていた。１名は、高音急墜型難聴を疑われた。なお

本研究期間中に対象児が使用していた補聴器は、すべてリニア増幅タイプ（非圧縮の線
形増幅）の耳かけ形補聴器であった。 

 
２．VRAの検査手順 
 検査用オージオメータには、Interacoustics社 AC30を使用した。検査周波数は、初

期の聴力評価において重要となる５周波数（250Hz，500Hz，1000Hz，2000Hz，4000Hz）
とした。AC30に3Aインサートイヤホン（E-A-RTONE 3A insert earphones，インピ
ーダンス＝10Ω）を接続し、同イヤホンのニップル部にイヤモールド（耳かけ形補聴

器用）もしくは、フォーム材イヤチップ（E-A-R LINK 3Bタイプ）を結合して被検児の
外耳道に装着した。図3-1の写真は、乳幼児がインサートイヤホンを装着した様子を示

す。図3-2の写真は、インサートイヤホンとイヤモールドを結合した様子を示す。なお、
対象児の一部に気導受話器の装着を試みた者も含まれた。 
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図 3-1 3Aインサートイヤホンを装着した乳幼児 

 インサートイヤホンの装着により，オージオメータからの検査音を左右耳別に提示すること
が可能となる．本図では，E-A-R LINK 3Bフォーム材イヤチップを耳に挿入した． 
 
 

 

図 3-2 3Aインサートイヤホンとイヤモールドの結合 
 イヤモールド（耳かけ形補聴器用）との結合により，補聴器装用下と同一の実耳特性を反映
した反応閾値（EDT：earmold-derived threshold）の測定を行うことができる．  
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表 3-2 AC30によるインサートイヤホンの出力レベルと較正値の比較 
  

周波数 
（Hz） 

  

①較正値 
（dBSPL） 

  

②カプラ内出力レ
ベル（dBSPL） 

  

   換算値 
   （dB） 

  

上限値の 
ダイヤルレベル 

  右  左  右 左    

125 96.5 110.7 109.8 15 15  85  

250 84.5 89.4 88.0 5 5  105  

500 76.0 74.3 73.2 0 0  115  

1000 70.0 72.8 71.1 0 0  125  

2000 72.5 74.5 75.5 0 0  120  

4000 70.0 72.7 73.2 0 5  120  

8000 66.5 65.3 62.4 0 0  85  

 
 較正値は，ISO389-2 1994とANSI S3.6-1996 の基準等価閾値音圧レベルに基づくもので，
2ccHA-1カプラによる較正値を示す．気導受話器で較正されたオージオメータ（Interacoustics
社 AC30）にインサートイヤホンを接続し，各周波数の出力レベル（ダイヤルレベル70dB時）
をFONIX-6500CXにて2ccHA-1カプラで測定した．較正値と出力レベルに差があった場合（JIS
とANSIのレベル精度に関する規格にしたがって，125～4000Hzでは３dBを超えた場合，
8000Hzでは５dBを超えた場合），換算値による補正を行う．換算値（＝②-①）を５dBで丸め
たところ，125Hzは+15dB，250Hzは+5dB，4000Hz（左のみ）は+５dBの値となった． 
 
 

 オージオメータAC30は、気導受話器／インサートイヤホン用の出力端子（標準モノ
ジャック）が共用のタイプであった。両トランスデューサはプラグを差し替えて使用可
能であるが、各々の較正値を設定できなかった。そこで第２章の換算法（図2-3）を採

用して、ISOとANSIに基づく較正値に対応させることにした。気導受話器により較正
されたAC30にインサートイヤホンを接続し、同イヤホンの周波数別の純音の出力レベ

ルを、予め補聴器特性測定装置（Frye Electronics社 FONIX 6500-CX）によって2cc 
HA-1カプラ内で測定して、［式2-2］にしたがって較正値とのレベル差を確認した（表 
3-2）。［式2-3］により、このレベル差を補正すれば、被検児の反応閾値を表すオージオ

メータのダイヤルレベルを、便宜的にオージオグラム上に記録できることになる。 
 ただし、本研究ではオージオグラムの縦軸尺度を「聴力レベル」ではなく「ダイヤル
レベル」と表記することとした。この理由には、乳幼児から得られる聴力の値はあくま

で反応閾値（MRL：minimum response levels）であって、可聴限を表す聴覚閾値を
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意味しないという指摘（ASHA，1993）の他にも、次の理由が加わっている。JISの「聴
力レベル」は耳科学的に正常な被験者（18～30歳の成人男女）の最小可聴閾値の最頻
値を基準レベル（０dB）とする尺度であり、Moodie et al.（2000）が指摘するように

成人と外耳道の音響特性の異なる乳幼児の耳に対して妥当な尺度であるとの確証がな
いからである。 
 VRAによる検査は、防音室内で母親同室の下で検査者２名（測定者１名，測定補助

者１名）にて行った。母親には、インサートイヤホンを装着した被検児をひざの上に抱
っこしてもらった。視覚報酬（光刺激は３パターン）は既製品を元に改造を施したもの

で、これを被検児の右90度の一方向に設置した。視覚報酬のオン／オフは、ペダル式
フットスイッチで測定者が足でコントロールできるようにした。 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
図 3-3 インサートイヤホン装着下のVRAの様子 

 被検児の耳にはインサートイヤホンを装着し，母親のひざの上に抱っこしてもらった．視覚
報酬は，被検児の右90度の一方向に設置した．測定者はオージオメータと視覚報酬を操作し，
被検児の音刺激に対する視覚報酬への振り向き反応を指標に，反応閾値を判定した．測定補助
者は音を立てないオモチャ等で被検児の注意を引き，検査音が提示されていない間，被検児が
視覚報酬の方向を見続けないように統制した．予備測定の段階で，被検児の＜音→光＞の条件
付け形成を行った後，本測定を行った．聴取可能な検査音が提示されると，被検児は視覚報酬
（点灯とともに，クマの電動玩具が笛を吹いてタイコを叩く）の方へさっと振り向いた．  
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 測定者はオージオメータと視覚報酬を操作し、被検児の音刺激に対する視覚報酬への
振り向き反応を指標に、反応閾値を判定した。測定補助者（主に指導担当者）は音を立
てないオモチャ等で被検児の注意を引き、検査音が提示されていない間、被検児が視覚

報酬の方向を見続けないようにした。 
 なお初回の検査開始前には、測定補助者が被検児と別室で15分ほどあそび、ラポー
トの形成に努めた。また耳垢、中耳炎などによる伝音障害の有無を把握するため、耳鏡

検査とティンパノメトリー（GSI社 Auto Tymp GSI-37による）を実施した。図3-3に、
インサートイヤホン装着下のVRAの検査場面の様子を示した。 

 被検児に対し、VRAを１～３ヵ月を目処に施行を繰り返した。なお、同施設にはVRA
の測定を担当できる者が２名おり、検査結果の再現性を測定者間で比較参照できる体制
であった。 

 補聴器装用下のVRAについては、1.0ｍ前方に設置したスピーカから各周波数の振音
を呈示して反応閾値を測定した。スピーカからの出力レベルの較正は、研究期間当時の
国際規格であったISO226（1987）にしたがって行った。同規格には、1956年のRobinson

-Dadson曲線による音場における両耳下の最小可聴閾値（MAF：Minimum Audible 
Field）の基準曲線が等ラウドネス曲線とともに記されている。片耳補聴器装用下の反

応閾値測定の場合は３dB（両耳加算効果分）の減算補正を行うこととした。 
 
３．分析項目 

 分析項目について、インサートイヤホンの装着可能率、測定可能率、反応閾値の経時
的変化の３つを検討した。 
 インサートイヤホンの装着可能率については、測定終了まで被検児が同イヤホンを嫌

がらずに装着できた場合を「装着可能」とした。 
 測定可能率については、初回から＜音→光＞の条件付けが成立し、安定した反応閾値

を片耳あたり３周波数以上測定できた者を「成立群」に、安定した反応／不安定な反応
が混在した者を「準成立群」に分類した。VRAの検査回数の積み重ねによっても条件
付けが成立せず、測定困難であった者を「不成立群」に分類した。測定可能率は、イン

サートイヤホン装着下、補聴器装用下の２つについて調べた。 
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第３節� 結果 
１．インサートイヤホンの装着可能率とVRAの測定可能率 
 インサートイヤホンの装着可能率を、図3-4に示した。「装着可能」が25名（68%）、

「（当初は嫌がったが）検査継続によって装着可能」が10名（27%）、「当初から気導受
話器が装着可能」が１名（３％）であった。「検査継続によって装着可能」は３ヵ月以
内に装着可能となった。「装着不可（嫌がる）」は２歳児１名（３%）のみが該当した。 

 インサートイヤホン装着下のVRAの測定可能率を、＜音→光＞の振り向き反応の条
件付けの状況別に「成立群」「準成立群」「不成立群」の３群に分けて、図3-5に示した。

「成立群」18名（50%）は、振り向き反応が保持し、安定した反応閾値の測定が可能
であった。「成立群」のうち、本手法によって得られたオージオグラムの例を図3-6に示
した。なお「成立群」のうち、高音急墜型１名を除いた18名のVRAによる推定聴力レ

ベルは、70～110dB台（平均＝90.6dB、SD＝9.7dB）に分布した。 
 
 

 

 
図 3-4 インサートイヤホンの装着可能率 

 インサートイヤホンは，初回から全体の 2／3 の乳幼児が装着可能であり，検査回数の積み重
ねによって装着可能な者が増していった．  
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図 3-5 得られたオージオグラムの例 
 3Aインサートイヤホン装着下のVRAによって，乳幼児から得られた気導オージオグラムの例
を示す．両症例とも耳鏡検査では所見がなく，ティンパノグラムも正常型（Ａ型）を示してい
た．上図の症例Ａ（０歳10ヵ月）は高度難聴を示し，聴力に左右差はみられなかった．下図の
症例Ｂ（２歳３ヵ月）も高度難聴（左耳）を示したが，聴力には左右差がみとめられた．同検
査法とCORと比べると，左右耳別の気導オージオグラムが得られた点に有用性がみとめられる． 
 症例Ｂでは，各耳の気導（裸耳）とリニア補聴器（Widex社 L32T）装用下の反応閾値が得ら
れたため，左右耳別のファンクショナルゲインの推定が可能となった．  
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 「準成立群」13名（36%）の内訳を示すと、検査回数の積み重ねによって次第に条
件付けが成立するようになった者が７名、振り向き反応が数回しか保持しなかった者が
４名、偽反応と思われる振り向き反応が過度に多く、反応閾値の判定が困難であった者

が２名みられた。「不成立群」５名（14%）は、全例が100dBHL以上の聴力レベルと推
定され、３歳以降の遊戯聴力検査でそのことが確認された。このうち２名は乳幼児期か
ら中耳炎を併発していた。また、視覚報酬を怖がったために検査が成立しなかった者も

１名みられた。 
 以上をみると、全体のおよそ半数の被検児は、初回から安定した反応閾値の測定が可

能であり、さらに検査回数の積み重ねによって測定可能となる者が増していくことが示
された。「成立群」と「準成立群」を合わせると、31名（86％）の者がVRAによって左
右耳別の気導オージオグラムを得られたことになる。 

 
 
 

 
図3-6 インサートイヤホン装着下のVRAの測定可能率 

 インサートイヤホン装着下のVRAの条件付けの成立／不成立を示した．インサートイヤホン
が装着不可だった１名を除いたため，36名の結果を示す．なお装着不可だった１名は，スピー
カによるVRAでは条件付けが成立していた．  
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２．補聴器装用下のVRAの測定可能率 
 補聴器装用下のVRAについては、補聴器装用下のVRAによって得られた反応閾値の
例を、図3-4に併せて示した。VRAによって補聴器装用下の反応閾値を測定可能であり、

インサートイヤホン装着下の反応閾値との差を推定できることが示された。補聴器装用
下のVRAにおける測定可能率を図3-6に示した。インサートイヤホン装着下において条
件付けが良好に形成された者は、補聴器装用下においても安定した測定が可能であった。

成立群は15名（41％）であったが、遊戯聴力検査による補聴器装用下の閾値測定を始
めた３名を合わせると18名（49％）になる。一方、インサートイヤホン装着下のVRA

において条件付けが不成立だった５名は、補聴器装用下においても同様に不成立であっ
た。 
 

 

 
図3-7 補聴器装用下のVRAの測定可能率 

 補聴器装用下の VRA の条件付けの成立／不成立を示した．「その他」には，遊戯聴力検査に
よる閾値測定の練習を始めた２歳児３名が該当した． 
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第４節 考察 
１．インサートイヤホン装着下のVRAの意義 
 インサートイヤホンの装着可能率の結果（図3-4）をみると、全体の約70％の被検児

が初回からイヤホンを装着可能であり、その後、検査回数の積み重ねにしたがって、３
ヵ月以内に装着可能となる者が増していくことが示された。検査回数を重ねてもイヤホ
ンを嫌がり続け、装着不可だったのは２歳児１名のみであった。聴覚障害乳幼児におい

ては、概ねインサートイヤホンの装着は容易であると考えられる。この装着可能率の高
さの背景要因には、今回の対象児37名のうち23名はインサートイヤホンによる初回検

査時にはすでに補聴器装用を開始していたこと、さらにこれ以外の者もその後速やかに
重点的な補聴器装用指導を受け始めたことが貢献したと思われる。つまり、補聴器・イ
ヤモールド装着が日常的に習慣化されれば、インサートイヤホンの装着可能率も高まる

と推察される。 
 続いて、VRAの測定可能率について考察する。インサートイヤホン装着下の結果（図
3-5）では、全体の半数にあたる「成立群」18名（50％）が、初回検査時から安定した

反応閾値の測定が可能であった。「準成立群」13名（36％）のうち７名も検査回数の積
み重ねにより測定可能となった。この７名については、検査者・検査環境への慣れと補

聴器装用による聴能発達が＜音→光＞の条件付け形成に相乗的に貢献した可能性があ
る。乳幼児を対象としたインサートイヤホンによる検査は、教育・療育活動をベースと
した補聴器装用指導と組み合わせて、回数をかけて行うのがよいと思われる。なお、本

結果の「成立群」と「準成立群」を合わせると全体（36名中）の31名（86％）におい
て、条件付けが形成可能だったことになる。Gravel（2001）のレビューは、健聴乳幼
児のVRAの測定可能率は月齢８～12ヵ月を過ぎると90％を超えると述べている。聴覚

障害乳幼児を対象とした本研究では、これらに比べてやや低い測定可能率だったとみる
べきと思われる。 

 インサートイヤホン装着によって得られたオージオグラム（図3-6）は、従来の音場
検査用スピーカによるCORでは得ることが困難であった、乳幼児の周波数別の気導純
音聴力を左右耳別に示すものであった。聴力の左右差のある乳幼児からも左右耳別のオ

ージオグラムが得られたが、この結果もCORによる両耳下の測定手順からは得ること
ができないものであった。また音場検査用スピーカによるCORでは100dBHL以上の高
出力音は提示困難であったが、インサートイヤホンでは提示可能であり、100dBを越え



 78 

る反応閾値も測定できた。以上のように、聴覚障害乳幼児に対するインサートイヤホン
装着下のVRAの基本的な有用性が示された。 
 一方で「不成立群」が５名みられたが、この５名がいずれも100dBHL以上の推定聴

力レベルであったこと、補聴器装用下のVRAにおいても条件付けが不成立だったこと
には留意すべきと思われる。原因として、100dBHL以上の聴覚障害の場合、聴力測定
用イヤホンから提示された検査音が十分なラウドネスに達しないこともありうるが、仮

に閾値上のレベル提示であったとしても検査音へ適切に注意が向けられなかった可能
性もある。さらに日常生活において補聴器装用下で受容できる音の情報量が少なく、聴

能発達が十分に促進されなかった状況も予想される。これらは相乗的に条件付け形成に
対して不利に働くと考えられる。 
 

２．VRAの条件付け成否の要因について 
 本研究では条件付けが成立した者と成立しなかった者に分かれたが、VRAの条件付
けの成否はどのように決まるのだろうか。音の認知発達の視点も含めて条件付けの形成

過程について考察を加える。荻場（1961）はCORの詮索反応について、驚愕反射聴力
測定法（startle response audiometry）が条件反応化したものとpeep-show testの動作

の簡易化したものと、２面から解釈を行い、さらに当時の心理学用語に基づいて条件付
け・汎化・消去について説明した。 
 条件付けに関してはCORもVRAも原理的に同じであり、予備測定で被検児に閾値上

のレベルで検査音（条件刺激）が提示された直後（１～２秒後）に、視覚報酬（強化刺
激）が点灯し、これが数回繰り返されると、被検児の視覚報酬への振り向きの条件付け
が形成されるという一連の流れがある。この流れでは、単に音の検出（detection）の

みでは条件付けは成立しないことになる。なぜなら、被検児は条件・強化刺激の繰り返
し提示によって、＜音→光＞の関連づけのパターンを記憶し、提示された検査音に注意

を向け、検査音によって視覚報酬の点灯を予測して振り向くという、一連の認知-行動
パターンを学習するよう求められているからである。Werner，Parrish and Holmer
（2009）は、健聴乳児（月齢７～10ヵ月）98名を対象として、聴覚心理学的観点から

音刺激の繰り返し提示による予測が聴性行動に与える促進効果について言及している。
条件付けの成立には、音の検出のみならず、パターン記憶に基づいた予測といった音の
認知能に関わる学習・発達が関与していることを指摘できる。言い換えると、インサー
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トイヤホン使用によって100dB以上のダイヤルレベルの高出力音を提示可能になって
も、検査手技や機器上の工夫のみによって被検児から正反応を引き出し得るとは言えず、
被検児における音の認知能の発達的側面も、条件付けのための形成要因として考慮する

ことが重要と思われる。 
 
３．聴覚障害乳幼児の補聴器適合におけるVRAの応用 

 補聴の観点からVRAの意義を考えると、インサートイヤホン使用による左右耳別の
気導純音オージオグラムは、補聴器の特性処方を行う上で有用といえる。本研究の対象

児においても、VRAによる補聴器装用下／非装用下の反応閾値の差によるファンクシ
ョナルゲイン推定が可能だった。ただし、目標とするファンクショナルゲインが、増幅
された音声スペクトル（入力音声レベル）と快適なラウドネス（快適レベル）の差に基

づくというPascoeの原理（1988）は、元々リニア補聴器を想定したものであった。ま
た、米国の作業班・学会のガイドラインは、測定誤差を含めて測定上の信頼性の問題が
あり、別の方法を用いるよう指摘してきた（the pediatric working group conference 

on amplification for young children with auditory deficits，1996；AAA，2003；
ASHA，2004；AAA，2013）。昨今の補聴器テクノロジーの進歩とともにノンリニア

増幅による補聴器の装用が乳幼児に広まった状況を考えれば、WDRC（wide dynamic 
range compression）などによる閾値上の圧縮増幅特性を考慮しなければならず
（Dillon，2000；Seewald et al.，2005）、ファンクショナルゲインの解釈と利用意義

については再考が必要となろう。増幅効果の検証法については、第Ⅲ部においてあらた
めて論じることとしたい。 
 

４．聴覚障害乳幼児に対するVRAの有用性と今後の課題 
 本研究は、聴覚障害乳幼児を対象とした純音聴力測定を主題に、VRAの有用性を検

討したものである。従来のCORでは、スピーカを用いた音場での測定法により両耳下
で気導純音聴力測定を行っていたのに対し、VRAではインサートイヤホンを使用する
ことにより、左右の耳ごとに気導オージオグラムを得ることが可能になった。インサー

トイヤホンの使用は、頭部の位置や周辺物の影響による測定誤差、100dB以上の高出力
音を提示できないといった測定上の問題を解決し、聴力測定の正確度を大きく向上させ
た。インサートイヤホンの装着可能率も高く、測定可能率も「成立群」と「準成立群」
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を合わせると被検児全体の86％に達した。これらのことから、インサートイヤホン装
着下、補聴器装用下とも、VRAは３歳未満の聴覚障害乳幼児のための周波数別の純音
聴力測定法として十分な実用性を持つと考えられた。 

 このように本研究は、聴覚障害乳幼児に対するVRAの実用性に関する基本的事柄を
示したものの、時宜に応じた論考を行う上では何点かの課題を残した。１点目は、対象
児に新生児聴覚スクリーニング検査の受検児が含まれず、０歳児の症例数が少なかった

ことである。これは、本研究が新生児聴覚スクリーニング検査の本格的な導入前に実施
されたためである。VRAの検査月齢に関して、Olsho et al.（1988）、Moore et al.（1977）、

Thompson et al.（1974）は、健聴乳児の反応閾値は月齢０歳４～６ヵ月から振り向き
反応が生じ始めることを報告している。本研究の対象児37名のうち32名は１～２歳代
であったが、新生児聴覚スクリーニング検査の普及により難聴診断の低年齢化が進む社

会的状況を鑑みると、０歳代のVRAの条件付け形成を主題として、月齢要因に着目し
た検討が必要と思われる。第５章において論じることとしたい。 
 ２点目は、聴力レベルの程度と条件付けの結果の関連である。本研究では、条件付け

の「成立群」18名については70～110dB台の推定聴力が示された一方で、「不成立群」
５名は100dBHL以上の推定聴力とみこまれた。乳幼児の条件付けの成否に対して、保

有する聴力レベルが影響する可能性が示唆されたことになる。健聴乳幼児を対象とした
VRAの先行報告では、概ね良好な反応閾値測定が可能であったと報告される一方
（Olsho et al.，1988；Thompson et al.，1974）、難聴乳幼児を対象とした場合には、

条件付け困難例が含まれることはCORの初期の検討から指摘されてきた（荻場，1961）。
福田ら（2005）は聴覚障害乳幼児（０歳児）の15名の聴性行動の変化を検討し、その
評価の難しさを報告している。これまで聴力レベルの重症度と条件付けの成否を論じた

先行報告は少なく、今後、聴力レベルとの関連からみたさらなる検討が必要と思われる。
特にインサートイヤホンを利用すれば100dBHL以上の高出力音が提示可能であるため、

重度難聴に対するVRAの測定可能率について検討する必要がある。このことは、より
適切な聴力評価に基づいた補聴はもちろんのこと、３歳未満での人工内耳の適応判断、
さらには教育や指導上の選択のための基本情報を得ることにもつながる。条件付け形成

の成否と聴力レベルの要因との関連については、第４章で論じることとしたい。 
 ３点目は、乳幼児における実耳特性の影響値が明らかでないことである。第１章の第
３節で述べたように、乳幼児の外耳道容積は小さく、鼓膜面音圧レベルが成人に比べて
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高まることが報告されている。インサートイヤホンにイヤモールドを結合して得た閾値
はEDT（earmold-derived threshold）と呼ばれるが（Gravel，2000）、成人と異なる
外耳道条件を有する乳幼児の聴力測定、さらには実耳特性に応じた補聴のための検討が

必要であろう。第Ⅲ部で論じることとしたい。 
 ４点目は、ABRなどの誘発反応による他覚的検査や難聴原因検査を組み合わせた耳科
学的検討を欠いていることである。本来、行動観察に基づく聴力検査結果は、他覚的検

査とのクロスチェック（ASHA，2004）の上で総合的解釈を行うべきものと思われる。
本研究は旧難聴幼児通園施設で行われたもので、診断医療機関によるABRの検査結果と

の比較参照が、当時は十分ではなかった。また近年の画像診断、先天性サイトメガロウ
イルス感染、難聴遺伝子検査など、難聴の病態・原因解明のために取り入れられた耳科
学的診断結果とどのように照合させて活用していくかも重要な課題となろう（加我，

2012）。この課題については、後章（第５～６章、第10章）で論じることとしたい。 
 
５．本章のまとめ 

 本研究は、３歳未満の聴覚障害乳幼児37名を対象としてインサートイヤホン装着下
のVRAによる気導純音聴力測定法、さらに補聴器装用下のVRAを試み、測定可能率を

検討した。本研究が得た知見は、次の３点にまとめられる。 
 

1）  インサートイヤホンは、気導受話器が装着困難な３歳未満の聴覚障害乳幼児に

おいても、被検児の検査者・検査環境への慣れに従って装着が可能となった。イ
ンサートイヤホン装着下のVRAによって、被検児の振り向き反応が保持されれば、
各周波数における反応閾値（気導値）を左右の耳ごとに測定できることが明らか

となった。100dBHL 以上の高出力音提示も可能となり、従来のスピーカを使用し
た音場での測定法に伴う距離・頭位・周辺物の影響による誤差も解消され、検査

法としての正確度は向上した。本手法による左右耳別の気導オージオグラムは、
補聴器特性処方に有用と考えられた。 

2）  補聴器装用下／非装用下の VRA の反応閾値の差から、被検児が使用するリニア

補聴器によるファンクショナルゲイン推定が可能であった。 

3）  インサートイヤホン装着下の VRA は、初回から被検児全体の半数にあたる 18
名（50％）において施行が可能であった。さらに検査回数の積み重ねによって、
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＜音→光＞の条件付けが形成された人数が増し、全体の 31 名（86％）の左右耳別
の反応閾値測定が可能となった。一方、インサートイヤホン装着下、補聴器装用
下において条件付け形成に困難を示した者が５名（14％）みられたが、この者は

全例 100dBHL 以上の聴力レベルと推定された。 
 
 インサートイヤホン装着下のVRAは、従来のCORでは困難であった左右耳別の気導

純音聴力測定を可能にし、検査結果の正確度も向上させた。本手法は、測定可能率が
80％台に達したことから、一定の実用性の高さを有すると評価できる。実耳特性の加

味、条件付け形成に影響する要因などの検討事項を残すものの、同手法により得られた
反応閾値は、耳科学的諸検査とのクロスチェックを行うことで信頼性を高めうると思わ
れる。以上から、わが国の乳幼児聴力測定法にVRAを導入することの意義は大きいと

考えられる。  
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第４章 聴覚障害乳幼児のVRAにおける測定可能率と聴力要因の検討 
 
第１節� 目的 
 本章では前章に引き続いて、聴覚障害乳幼児を対象とした VRAに関する検討を行う。

第３章では VRA の基本的有用性について検討し、インサートイヤホンの使用によって
３歳未満の聴覚障害乳幼児から左右耳別の気導純音聴力を測定できることを明らかに
した。しかし検討課題の１つに、対象児に条件付けの成立／不成立が混在した結果に対

して、被検児の保有する聴力レベルとの関連を加味した検討がなされなかったことが挙
げられた。そこで本研究は、聴覚障害乳幼児の VRA の条件付け形成について、聴力レ
ベルとの関連から明らかにすることを第１の目的とした。 

 これまでも重度難聴に COR 測定困難例が増えることが報告されているが（福田ら；
2005）、その理由の１つとして、COR 機器のスピーカの性能的限界が関与している可

能性がある。スピーカの能率を考えれば 100dBHL を超える高出力音は提示困難であり、
被検児に対し検査音を十分な閾値上のレベルで提示できないからである。この点につい
て第２章の表 2-5 によれば、インサートイヤホンの上限レベルは 1000Hz では

120dBHLまで達し、重度難聴の聴覚障害乳幼児の反応閾値測定に必要となる100dBHL
以上の高出力音を提示可能である。つまり、インサートイヤホンを使用すれば適用聴力
の範囲を広げられることになる。ABR で反応閾値がスケールアウトの場合でも、低音

域の聴力残存例や乖離例があることを考えると（沖津・粟田口・堀，1984；福田 1996；
泰地・守本・飯ヶ谷・川城，2007）、インサートイヤホン装着下の VRA によって、よ

り重度の聴力レベルを含めて周波数別の反応閾値を測定しうるか否かが判明すれば、そ
れは重要な知見といえる。そこで本研究は、重度難聴例に対するインサートイヤホン装
着下の VRA の測定可能率を検討することを第２の目的とした。  
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第２節� 方法 
１．対象児と聴力レベル 
 本研究は、2006 年時点で以下の対象児から収集されたデータを元に検討を行った。

対象児は、都内の私立聾学校幼稚部に在籍する聴覚障害児のうち、乳幼児期に同校併設
の難聴幼児通園施設（現児童発達支援センター）内にてインサートイヤホン装着下の
VRA を行い、幼児期の遊戯聴力検査による聴力確定時まで継時的に聴力を追跡できた

者とした。なお第３章と同様、明らかな重複障害のある者は対象から除外した。 
 本研究では、幼児期の確定時聴力を元に、乳幼児期の VRA の条件付け成否との関連

を後方視的に検討する手続きを採用した。聴力の確定は、気導受話器装着下の遊戯聴力
検査によって気導聴力レベル（dBHL）が測定できた場合と定義した。幼児期の確定時
聴力を基準として、これと乳幼児期の結果を比較する分析法を用いたのは、幼児期の確

定時聴力は乳幼児期の推定聴力に比べて信頼性が高いためである。しかし、乳幼児期か
ら幼児期にかけて聴力変動が生じた場合には、同一の聴力像ではないことも考えられる。
そこで対象児選定にあたって、20dB 以上を聴力変動の有無を基準に乳幼児期から幼児

期までの検査結果を調べ、20dB以上の変動があった者のデータは除外することにした。
その結果、収集データの中に、20dB 以上の聴力改善例はみられなかった。一方で、乳

幼児期以降に 20dB 以上の明らかな聴力低下が疑われた者がみられたため、この聴力低
下例を除外して 43 名を対象児とした。 
 43 名の確定時聴力は、遊戯聴力検査による良聴耳の確定時聴力（４分法による平均

聴力レベル）は、66dB～130dBHL スケールアウト（平均=102.0dBHL，SD=14.4dB）
まで分布した。この 43 名の VRA による初回検査時年齢は、０歳８ヵ月～２歳５ヵ月
（平均＝１歳６ヵ月，SD=6.9 ヵ月）まで分布した。対象児の VRA 検査時における月

齢分布を、表 4-1 に示した。 
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表 4-1 VRA 検査時における対象児の月齢分布 

月齢 8  9～
11 

12～
14 

15～
17 

18～
20 

21～
23 

24～
26 

27～
29 

（ヵ月） 

人数 1 9 7 3 9 4 2 8 （名） 

VRA 検査時（初回）の対象児・計 42 名の月齢を３ヵ月段階に分けて，人数を示した． 

 

 
２．VRA の検査手順 
 インサートイヤホン装着下の VRA の検査手順は、第３章で述べた方法と同じであっ

た。インサートイヤホンの出力の上限値は、オージオメータのダイヤルレベルで、250Hz
は 105dB、500 Hz は 115dB、1000 Hz は 125dB、2000 Hz と 4000 Hz は 120dB で

あった。なお、＜音→光＞の条件付けが形成されない場合には、被検児の手に骨導振動
子を握らせ、250Hz ないし 500Hz による振動刺激にて＜振動→光＞の条件付けの練習
を行った。 

 
３．分析項目 
 インサートイヤホン装着下の VRA の条件付け形成の成否について、「成立群」「準成

立群」「不成立群」の３群に分けた。初回検査時から３ヵ月以内に片耳あたり３周波数
以上の反応閾値を測定できた者を「成立群」とした。偽反応が多く反応閾値の判定が困

難であった例、もしくは条件付け形成に４ヵ月以上を要した者を「準成立群」とした。
気導受話器装着下の遊戯聴力検査が可能となるまで反応閾値が測定困難であった者を
「不成立群」とした。これらの３群別に、幼児期の良聴耳の確定時聴力（４分法による

平均聴力レベル）の分布を調べた。  
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第３節� 結果 
 各群における聴力レベルの分布を、図 4-1 に示した。「成立群」は 26 名（61％）で
あった。「準成立群」の９名（21％）は、安定した反応閾値が得られるようになるまで、

４～13 ヵ月（平均＝7.7 ヵ月，SD＝2.8 ヵ月）を要した。また「不成立群」が８名（19％）
みられたが、内５名は骨導振動子による振動刺激では条件付けが形成された。 
 

 
 

 

図 4-1 平均聴力レベルと VRA 条件付け形成の成否 
３～４歳の確定時の平均聴力レベル（dBHL）と乳幼児期の条件付け形成の成否の分布を示した．
100dBHL 未満／以上かで，条件付け形成の様相は大きく異なった．  
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表４-2 100dBHL 未満／以上の聴力群における測定可能率の比較 

 聴力レベル 成立群 準成立群 不成立群 測定可能率 

 100dBHL未満（16名） 16 名 0 名 0 名 100（100）％ 

 100dBHL以上（27名） 10 名 9 名 8 名 70（37）％ 

 全聴力レベル（43 名） 26 名 9 名 8 名 81（61）％ 

 
 測定可能率は，「成立群」+「準成立群」の値によるパーセンテージを示した．括弧内の数値
は「成立群」のみによる測定可能率である．χ2検定では，聴力レベルと条件付け形成の成否の
間に有意差がみとめられた（χ2値＝16.7，p< .01）． 
 
 

 確定時の平均聴力レベルとの関連からみると、100dBHL を境に条件付け形成の成否
が大きく変わっていた。聴力が 100dBHL 未満の者 16 名は「成立群」に集中していた。
100dBHLを超えた者は27名であったが、条件付け形成の成否は３群にばらついた。「成

立群」のうち 10 名は聴力レベル 100～110dBHL 台に、「準成立群」９名は 100～130dB
スケールアウトに、「不成立群」８名は 100～120dBHL 台に分布した。なお「準成立
群」に確定時聴力が 130dB スケールアウトの者が１名含まれたが、この者は中耳炎反

復による聴力変動例であった。 
 表 4-２に、100dBHL 未満と 100dBHL 以上の聴力群に分けて測定可能率を示した。

聴力レベル 100dBHL 未満の群では測定可能率が 100％だったのに対し、100dBHL 以
上の群では条件付け形成の成否は３群にばらつき、「成立群」（10 名）、「準成立群」（９
名）、「不成立群」（８名）の３群に分かれた。測定可能率は「成立群」単独では 37％ま

で、「準成立群」と合わせた場合でも 70％まで低下した。χ2検定では、聴力レベルと
条件付け形成の成否の間に危険率１％で有意差がみとめられ、聴力レベルが 100dBHL
未満／以上であるかが、条件付け形成の成否に強い関連があることが示された（χ2 値

＝16.7，p< .01）。 
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第４節 考察 
 本研究の結果において最も特徴的だったことは、「準成立群」と「不成立群」の全例
が 100dBHL 以上の聴力群に分布しており、100dBHL を境に測定可能率の様相が大き

く変わっていた点である。したがって、100dBHL 未満／以上の聴力群に分けて考察す
る。 
 

１．聴力レベル 100dB 未満の群について 
 100dBHL 未満の聴力レベル群に限って考察すると、16 例全例（100％）に VRA の

条件付けの形成がなされていた。この測定可能率は、健聴乳幼児を対象とした VRA の
先行研究（Widen，1993；Gravel，2001）に比肩する以上の高さであった。このよう
に良好な成績が得られた背景について、まず聴力レベルの点から考察する。90dB 台ま

での聴力レベルであれば、補聴器装用前の裸耳であっても強大音であれば僅かながらも
音を聴取でき、何かしらの音受容の経験がなされていた可能性が考えられる。また
100dB 以上の聴力群に比べると補聴器装用下の音受容も有利と思われることからも、

聴能発達が促進されやすい状況と考えられる。これらことは VRA の条件付け形成に有
利に影響すると思われる。 

 この他に、VRA の強化刺激の質が貢献した可能性がある。VRA の強化刺激の質に関
する先行研究として、Moore et al.（1975）による報告がある。Moore らは、月齢 12
～18 ヵ月の健聴乳幼児 48 名を対象に強化刺激の質の検討を行っており、視覚報酬のみ

ならず社会的褒賞（大人が子どもをほめること）が強化刺激として組み合わさった条件
下で、振り向き反応の生起回数が最も増すことを報告している。本研究で実際になされ
た VRA は、測定者と測定補助者がペアを組んで行ったため、視覚強化（visual 

reinforcement）のみならず、被検児の前の測定補助者（主に指導担当者）による対人
的な社会的強化（social reinforcement）も加わっていた。測定補助者による社会的強

化は、振り向き反応の促進と保持、馴化の抑制に働いたと考えられる。さらに聴力測定
に関わる環境的要因として、母子で通園する教育活動の場をベースとして定期的に聴力
測定が繰り返されたことも挙げられる。このことは、被検児が不安感を抱かずに検査用

防音室に入室して聴力測定に臨む上で好ましい影響を与え、測定可能率を高めた可能性
がある。 
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２．聴力レベル 100dBHL 以上の群について 
 聴力レベル 100dB 以上の群では、条件付け形成の成否は３群にばらついた。測定可
能率は「成立群」単独では 37％まで、「準成立群」と合わせた場合でも 70％まで低下

した。 
 本研究のように、聴覚障害乳幼児の反応閾値を幼児期まで追跡した先行報告は少ない
が、同様の方法で検討を行ったものに青木・小林（1987）の COR の追跡調査に関する

報告がある。同報告では感音難聴の乳幼児 59 例を対象に、主に１～２歳児の COR の
反応閾値と３歳以降の play audiometry（遊戯聴力検査）による確定時の聴力の相関を

検討している。この報告は、条件付けの不成立例（スケールアウト例を含む）は対象児
から除外していた。また実際に COR に使用したスピーカの能率を考えると、100dBHL
を超える検査音提示は困難だったのではないかと推測される。青木らの報告と本結果を

比較すると、インサートイヤホン装着下の VRA によって聴力 100dBHL 以上の乳幼児
から左右耳別の気導オージオグラムが得られたこと、さらに「準成立群」においても数
ヵ月間にわたる検査回数の積み重ねと補聴器装用下の聴覚活用によって、条件付け形成

が一定程度、促進されたことは重要な知見といえる。 
 一方で、インサートイヤホンによって 100dBHL を超える高出力音が提示可能となっ

たにも関わらず、聴力レベル 100dBHL 以上の群に「不成立群」の者がみられたことに
は留意すべきである。「不成立群」８名の聴力レベルは 100～120dBHL 台に分布して
いた。このうち骨導振動子で条件付けが形成された５名は、＜振動→光＞による異刺激

間の条件付けのルール自体は理解できたが、＜音→光＞の場合には困難だった。残りの
３名は、＜振動→光＞による異刺激間の条件付けのルール自体の理解が困難だったと推
察される。＜振動→光＞では条件付けが形成された５名の結果から、検査音により十分

なラウドネスが得られなければ、もしくは検査音と視覚報酬を関連づけられるまでに聴
能発達が至らなければ、条件付けは形成されないことが示唆された。 

 図 4-1 の 100dBHL 以上の群において、条件付け形成の成否がばらついた結果をみる
と、単純に保有する聴力レベルの要因だけでは条件付けの成否を説明できないことにな
る。「準成立群」が数ヵ月をかけて条件付けが形成されたことからも、条件付け形成に

は音の認知能の発達が関与している可能性を指摘できる。本結果には、乳幼児期に緩や
かに生じ始めていた聴能発達の個人差の影響が表れたと推察される。 
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３．聴覚障害乳幼児の反応閾値の信頼性について 
 ここで、乳幼児の反応閾値の信頼性に関して考察を加えたい。先の青木ら（1987）
の報告では、COR の反応閾値と確定時聴力の±15dB 以内の一致率は 80.0％であり、

両者の差は僅差であったことから、聴覚障害乳幼児の COR の反応閾値は一定の信頼性
の高さをもつと述べられている。言い換えると、聴覚障害乳幼児の反応閾値は継時的に
はあまり改善（下降）せず、もし聴力変動が生じなければ、反応閾値から確定時聴力（真

の閾値）を一定の誤差範囲内で予測できることとなる。本研究の検討も、20dB 以上の
明らかな聴力低下を疑われた例を除外して行われたが、元の収集データに 20dB 以上の

聴力改善例がいなかったことを考え合わせると、反応閾値と確定時聴力の差は±15dB
の範囲内となり、青木らの報告と同様の結果と考えられた。 
 健聴乳幼児から得られる反応閾値の信頼性について、VRA の先行研究では 20dB 以

内の反応閾値が得られることが示されており（表 1-3）、一般的には反応閾値は発達に
伴って下降すると考えられてきた。健聴乳幼児を対象とした他の先行研究（加我・田
中,1978；荻場,1961）も、子どもの発達に伴って反応閾値が下降することを記してい

る。これらを参照すると聴覚障害乳幼児においても、反応閾値は発達的に下降すると予
想されるが、本研究・青木らの報告では明らかな反応閾値の下降は示されなかった。 

 聴覚障害乳幼児の反応閾値が発達的に下降しないという結果が得られたのはなぜか。
その理由として、青木らは対象児群に 15dB 以下の潜在的な聴力低下例が含まれたため
に、発達的な閾値下降と相殺された可能性を指摘しており、この可能性は本研究におい

ても否定できるものではない。ただし他の理由として、内耳性難聴によるダイナミッ
ク・レンジの狭小化の影響も考えられる。正常耳と感音難聴耳では、刺激音の提示レベ
ルが等しい感覚レベル（dBSL：dB Sensation Level）であってもラウドネスが異なる

（Moore,1989）。つまり、難聴耳では提示レベルが弱い感覚レベルであっても高いラ
ウドネスが得られやすい。この聴感上の特性から、感音難聴の乳幼児においては、健聴

児の場合に比べてより真の閾値に近い反応閾値が得られやすいと考えられる。 
 もう一点、考慮すべき事柄として、インサートイヤホン使用下においては、低年齢児
の外耳道容積は成人に比べて小さく、検査音の鼓膜面レベルが影響した可能性が挙げら

れる。オージオグラムの縦軸にあたる聴力レベル（dBHL）は、耳載せ形の気導受話器
によって測定した耳科学的に正常な成人男女の最小可聴閾値の最頻値を基準としてい
る。インサートイヤホンは、成人の外耳道内に装着した場合に聴力レベル尺度と互換を
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持つよう較正値が定められている。第１章の第３節で述べたように、外耳道容積の小さ
い低年齢児の外耳道内にインサートイヤホンを挿入して検査音を提示した場合、鼓膜面
に到達したときの音圧レベルは成人の耳の場合に比べて強まるため、反応閾値は下降す

ると考えられる（Moodie et al., 2000；Baggato et al., 2002）。乳幼児の実耳特性に
ついては第７章で検討するが、本章の結果が主に１～２歳児と３～４歳児の比較から導
かれたことを考えると、実耳特性の差はおそらく軽微な影響を与えたと推測される。 

 
４．本研究の課題 

 本研究には、対象児の月齢要因が VRA の条件付け形成に与える影響についての検討
が含まれていない。特に新生児聴覚スクリーニング後に難聴診断をなされた聴覚障害乳
幼児が、どの月齢で条件付けが形成されるかを第５章で明らかにした上での考察が必要

である。 
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５．本章のまとめ 
 本研究では、聴覚障害児 43 名の乳幼児期のインサートイヤホン装着下の VRA の条
件付け形成の成否について、幼児期の確定時聴力との関連から後方視的に検討した。そ
の結果、被検児の聴力レベルが 100dBHL 未満の群と 100dBHL 以上の群では、測定可
能率が大きく異なることが明らかとなった。得られた知見は、以下にまとめられる。 
 

1）  確定時の平均聴力レベルが100dBHL未満だった16名においては、全例（100％）
において初期から VRA の条件付けが形成された。 

2）  確定時の聴力レベルが 100dBHL 以上だった 27 名においては、インサートイヤ

ホンによって高出力音が提示可能となったものの、VRA による反応閾値を測定で
きた者とできなかった者に分かれた。条件付け形成の成否は「成立群」（10 名）、
「準成立群」（９名）、「不成立群」（８名）の３群に分かれ、測定可能率は「成立

群」と「準成立群」を合わせても 70％まで低下した。 
 

 従来のCORのスピーカによる検査法では高出力音は提示困難であったが、インサー
トイヤホンによって100dBHLを超える高出力音が提示可能となった。しかし高出力音
提示にも関わらず、聴力レベル100dBHL以上の重度難聴乳幼児の群に「不成立群」の

者がみられたことには留意すべきである。VRAによる測定結果は、VRAの測定結果は
適切な補聴器フィッティングのみならず、人工内耳への移行判断の上で重要となる純音
聴力閾値に関する情報を提供しうるため、重点的な活用が望まれる。 
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第５章 聴覚障害乳児のVRAにおける条件付け形成の月齢要因の検討 
 
第１節� 目的 
 近年の新生児聴覚スクリーニングの普及に伴い、わが国においても難聴診断の低年齢

化が進みつつある。米国の ASHA は、2004 年に 0～5 歳児の聴覚診断ガイドラインを
作成し、他覚的な誘発反応検査と行動観察的検査の双方からのクロスチェック方式によ
る乳幼児・幼児の聴力診断手順を示している。同ガイドラインでは、生後５～6ヵ月以

降の発達レベルに達した乳児に対する行動観察的検査として VRA を推奨している。 
 BOA から VRA へ移行するにあたっては、＜音→光＞の条件付け形成が必要となる。
第１章の第２節で述べたように、健聴乳児を対象にした０歳児の振り向き反応を月齢段

階ごとに調べた先行研究には、Moore et al.（1975）、Moore et al.（1977）、Muir et al.
（1989）などがあり、新生児反射の消失後、月齢３ヵ月以降から音への詮索反応が増

すこと、月齢５ヵ月で条件付けの成立が始まることを報告している。一方で、音の受容・
聴能発達が不利な条件下にある聴覚障害幼児において、条件付けがどの月齢から形成可
能となるのか検討した文献は少ない。そこで本研究は、聴覚障害乳児の VRA の条件付

け形成月齢を明らかにすることを第１の目的とした。 
 また一方で、感音難聴例を対象に VRAを実施する場合、聴力障害の要因のみならず、
内耳障害による平衡覚障害も考慮しなければならない。先天性の感音難聴例では、定

頸・座位・歩行が遅れる者がみられることも指摘されており（加我，2005b）、運動発
達の遅れが VRA の振り向き反応（head-turn response）の形成に影響することも危惧

される。そこで本研究では、聴覚障害乳児における VRA の条件付けの形成月齢につい
て聴力および運動発達との関連から検討することを第２の目的とした。また、第３の目
的として、ABR による誘発反応と VRA の行動観察による両検査間のクロスチェックの

観点から考察を行うこととした。 
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第２節 方法 
 本研究は、新生児聴覚スクリーニング後の精査医療機関である私立大学附属の耳鼻咽
喉科クリニックにて、2013 年時点までに収集されたデータを元にまとめたものである。

したがって、第３～４章と異なり、医学的な他覚的検査結果との比較・参照が可能であ
った。 
 

１．対象児 
 対象児は、新生児聴覚スクリーニング後の精査によって両側感音難聴と診断され、０

歳６ヵ月までに補聴器装用を始めた乳児 12 名（症例Ａ～Ｌ）とした。 
 
２．VRA の測定手順 

 VRA は母親のひざの上に対象児を座らせる、あるいは床（カーペット敷き）に座ら
せる姿勢で実施した。測定者は１名で、オージオメータには Interacoustics 社 AD229e
を使用した。インサートイヤホン（E-A-RTONE 3A insert earphones，インピーダン

ス＝10Ω）使用にあたっては、ISO389-2 と ANSI S3.6 の聴力レベル（dBHL）の基準
等価閾値音圧レベル（HA-1 カプラ）に従って、予めオージオメータの電気音響的較正

を施した。ただし、低年齢児の外耳道内音響特性は成人のものと異なり聴力レベルの基
準に従わないため、オージオグラムの縦軸尺度は、聴力レベルではなくダイヤルレベル
と表記した。 

 測定周波数は 250、500、1000、2000、4000Hz の５周波数とし、オージオメータ
から振音を提示した。左右耳別の気導聴力測定のために、3A インサートイヤホンを使
用した。インサートイヤホンにはイヤモールド（耳かけ形補聴器用）を結合して被検児

の耳に装着した。視覚報酬には、組み立て式家具（高さ 120×横 40×奥行き 40cm）を
筐体にして、電動玩具（笛を吹きタイコを叩くクマとパンダのぬいぐるみ）と照明を仕

込み、3種類の光パターンによる報酬を自作した。スイッチ部はペダル式フットスイッ
チで、測定者が足でオン／オフをコントロールできるようにした。これを被検児の右
90°一方向に設置し、被検児の音刺激に対する視覚報酬への振り向き反応から反応閾値

を判定した。検査はほぼ１ヵ月ごとに実施した。図 5-1 の写真は、VRA の視覚報酬と
検査場面の様子を示す。 
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３．分析項目 
 BOA から＜音→光＞の条件付けによる VRA への移行が可能となった月齢を調べた。
運動発達については定頸、座位（支えなし）、独歩が可能となった月齢を調べた。 

 これらと推定聴力（良聴耳の気導聴力レベル）との関連を検討することとした。また
推定聴力の信頼性を知るため、インサートイヤホン装着下の VRA の反応閾値と ABR
のＶ波閾値を比較参照した。また内耳奇形、先天性サイトメガロウイルス、難聴遺伝子

に関する検査も保護者の同意が得られた場合には実施し、結果を参照した。 
 

 

 
図 5-1 作製した視覚報酬ボックスとインサートイヤホン装着下の VRA の様子 

Ａ：クマの電動玩具（3V の AC アダプタ付）とフットスイッチ．Ｂ：作製中の写真．スモーク
色のアクリル板をはめこんだ筐体ボックスに電動玩具と電球を組み入れる．Ｃ：上下の２つの
視覚報酬を同時に作動させた様子．Ｄ：実際のインサートイヤホン装着下の VRA の様子． 
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第３節 結果 
１．対象児の推定聴力および難聴原因検査 
 対象児 12 名の在胎週数は 37～41 週、出生時体重は 2600～3600g、補聴器の装用開

始月齢は０歳３～６ヵ月（中央値＝５ヵ月）に分布した。 
 表 5-1 に、対象児の ABR と VRA による推定聴力および難聴原因検査（基礎疾患・
内耳奇形の有無）の結果を示した。ABR について、０歳代に２回以上実施した場合は

検査月齢の高い値を記した。ABR の V波閾値と VRA による推定聴力とは、概ね 10dB
の範囲内で一致していた。症例Ｃ，Ｆは、ABR 閾値の方が 20dB 以上良かったが、VRA

では低音障害型（症例Ｃ）、谷型（症例Ｆ）であったことから、高音域の聴力とは一致
していたと考えられた。 
 VRA による良聴耳の推定聴力は、70～100dBHL（平均＝88.3dBHL，SD＝11.9dB）

まで分布した。難聴の原因検索の結果は、内耳奇形が５名、Auditory Neuropathy 
Spectrum Disorder（加我，2011）が１名であった。ANSD の１名は画像検査で蝸牛
神経管狭窄が指摘された。また遺伝的背景のある者が５名（GJB2 遺伝子変異 1 名、

Waardenburg 症候群２名、ダウン症候群１名、家族性難聴〔難聴遺伝子は特定されず〕
２名）、原因不明が２名であった。先天性のサイトメガロウイルス感染者はいなかった。 

 
２．運動発達および VRA の条件付け形成月齢について 
 運動発達の各対象児の到達月齢（図 5-2）をみると、定頸について標準発達の到達月

齢３ヵ月に対し５ヵ月で可能になった者が３名（25％）みられた。座位については標
準発達の到達月齢６ヵ月に対し８ヵ月以降に可能になった者が５名（42％）みられた。
独歩が 18 ヵ月以降になった者は４名（33％）みられた。この４名は推定聴力レベル

100dBHL であり、うち１名のダウン症児は 29 ヵ月まで遅れた。全体的にみると運動
発達に遅れのある者が、20％を超える高率でみられたことになった。 

 図 5-3 に VRA の条件付けが形成された月齢を聴力レベル別に、累積度数曲線で示し
た。ダウン症候群の１名（100dB）が 17 ヵ月まで遅れたが、この１名を除く 11 名は
０歳７～10 ヵ月の月齢期にかけて条件付けが形成されていた。聴力が悪くなるほど条

件付けの形成月齢が遅くなる傾向が示された。全体的には０歳６ヵ月の時点で０名
（０％）であったが、０歳８ヵ月の時点で９名（75％）、０歳 10ヵ月の時点で 11名（92％）
に条件付けが成立した結果となった。  
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表 5-1 対象児の ABR、VRA の反応閾値（左右耳別）と基礎疾患 

 
 ABR（V波閾値：nHL） 

右耳 / 左耳 
VRAによる推定聴力（dBHL） 

右耳 / 左耳 
基礎疾患・内耳奇形 

症例Ａ  80 / 80  70 / 70 
 両側高音漸傾型 

GJB2遺伝子変異 

症例Ｂ  75 / 70  70 / 70 
 両側高音漸傾型 

家族性難聴（母親が重度難聴） 

症例Ｃ  60 / NR  80 / 90 
 右耳は低音障害型 

内耳奇形（蝸牛・前庭拡大・半規管低
形成；Incoomplete partition typeⅡ） 

症例Ｄ  90 / 95  80 / 80 
 両側水平型 

原因不明 

症例Ｅ  NR / 90  90 / 80 
 左耳は低音障害型 

Waardenburg 症候群，内耳奇形（半
規管低形成） 

症例Ｆ  70 / 60  110 / 90 
 両側谷型 

内耳奇形（蝸牛低形成） 

症例Ｇ  NR / NR  90 / 90 
 両側高音漸傾型 

家族性難聴（両親が重度難聴），※内
耳奇形・難聴遺伝子精査せず 

症例Ｈ  90 / 90  100 / 100 
 両側低音障害型 

原因不明 

症例Ｉ  NR / 90  100 / 100 
 両側高音漸傾型 

Waardenburg 症候群 

症例Ｊ  NR / NR  100 / 120 
 右耳は高音漸傾型 

内耳奇形（common cavity） 

症例Ｋ  95 / 95  100 / 100 
 両側高音漸傾型 

Auditory Neuropathy Spectrum 
Disorder，蝸牛神経管狭窄 

症例Ｌ  100 / 100  110 / 100 
 両側高音漸傾型 

ダウン症候群，内耳奇形（蝸牛・半規
管低形成） 

 症例 A～L は，VRA による推定聴力の順による．ABR は，クリック音刺激によるＶ波閾値を
示す．NRは，ABR100dB または 105dB にて無反応だったことを示す．VRA については聴力
型も記した．VRA と ABR の結果のクロスチェックについて，症例Ｃの右耳（低音障害型），症
例Ｆの両耳（谷型）については 20dB 以上の乖離がみられたが，他は概ね 20dB 未満の差で整合
した結果であった． 
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 ダウン症候群１名を除く、被検児 11 名の推定聴力と条件付け形成月齢について、ス
ピアマンの順位相関係数を求めたところ r＝0.53 であり、やや強い相関がみとめられた
（p<.05）。聴力レベルが増すと、条件付け形成がやや遅れる傾向が示されたことになる。

一方で、運動発達と条件付け形成月齢との相関係数は、定頸月齢（r=0.09）、座位月齢
（r=0.23）であり、いずれも相関は低かった。独歩月齢については、18 ヵ月以降にな
った者が３名（推定聴力レベル＝100dBHL）みられたが、これも条件付け形成月齢と

の相関は低かった（r=0.35）。 
 

 
 
 

  
図 5-2 対象児の定頸、座位、独歩の獲得月齢 

 定頸については標準発達の到達月齢３ヵ月に対し５ヵ月で可能になった者が３名，座位につ
いては標準発達の到達月齢６ヵ月に対し８ヵ月以降に可能になった者が５名，独歩については
18 ヵ月以降に可能になった者が４名みられた．本図においては，推定聴力に応じて線種を変え
て記した． 
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図 5-3 VRA の条件付け形成月齢 
 VRA の条件付け形成が可能となった月齢を，累積度数曲線で示した．ダウン症候群の１名
（100dB）が 17 ヵ月まで遅れたが，この１名を除く 11 名は０歳７～10 ヵ月の月齢期にかけて
条件付けが形成されていた．全体的には０歳６ヵ月の時点で０名（０％）であったが，０歳８
ヵ月の時点で９名（75％），０歳 10 ヵ月の時点で 11 名（92％）に条件付けが成立した結果と
なった．  
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第４節 考察 
１．条件付け形成月齢と聴力レベル・運動発達の関連について 
 本研究では、生後６ヵ月前に補聴を開始した聴覚障害乳児を対象に、VRA の条件付

け形成の月齢を検討した。対象児では、０歳７ヵ月以降に振り向き反応による条件付け
が形成され始めていた。健聴乳児の VRA の条件付け形成月齢について、Moore et al.
（1977）は５～６ヵ月で条件付けが形成され始めたことを報告している。Gravel（2001）

は VRA の測定可能率を３つの報告からまとめており、月齢５ヵ月では 40～70％台、
６ヵ月を超えると 80％以上、８～12 ヵ月を超えると 90％以上の測定可能率に達する

と述べている。本研究の対象児数は 12 名であり多くはないが、６ヵ月以前に条件付け
が形成された例はなく、聴覚障害乳児の条件付け形成月齢は、健聴乳児に比べて２ヵ月
程度遅れた結果であった。聴力レベルが増すと、条件付け形成に遅れが生じたという本

研究の結果を考え合わせると、聴力レベルの程度は条件付け形成を遅らせる要因の一つ
となる可能性がある。 
 運動発達面については何らかの遅れを示した者が、20％を超える高率でみとめられ

た。加我（2005b）は、内耳障害による迷路性反射・筋緊張の低下のために頭部の固定、
体幹の支持が遅れ、歩行開始月齢にも影響が生じることを指摘している。今回の結果で

も、このような定頸・座位・独歩の発達の遅れを示した者が含まれていたと考えられる。
推定聴力 100dBHL であった４名は独歩が月齢 18 ヵ月以降に遅れていた。しかし、運
動発達の遅れは VRA の条件付け形成の月齢との間に有意な相関をみとめなかった。振

り向き反応の形成には最低限、定頸の完成は必要と思われるが、定頸は全例５ヵ月には
完成されていた。つまり、振り向きに必要となる定頸と頭部の回旋運動が獲得されてい
れば、運動発達の遅れ自体は振り向き反応形成に大きな影響を及ぼさないと考えられる。 

 また、本対象児にはダウン症候群の１名が含まれていた。Greenberg，Wilson，Moore，
Thompson（1978）は、ダウン症児において VRA が 81％で施行可能であったことを

報告しており、わが国でも COR・ピープショウテストによる行動観察的な聴力評価を
含めた報告がなされている（鷲尾，1997）。今回の１名の条件付け形成月齢が、他児に
比べて大きく遅れたことを考えると、音・光への注意機能、＜音→光＞のパターンの記

憶、音刺激に対する予測といった音の認知能の発達的遅れが条件付け形成に影響した可
能性が示唆された。 
 本研究を総じてみると、VRA によって０歳後半（月齢７～10 ヵ月）の月齢で聴覚障
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害乳児から左右耳別の気導オージオグラムが得られることが示された。新生児聴覚スク
リーニングの普及によって、難聴診断・補聴器装用開始が低年齢化している状況を考え
ると、０歳後半でオージオグラムが得られることを示した本研究の結果は重要な意味を

持つと思われる。 
 本結果では、運動発達面と条件付け形成月齢の相関は低かった。つまり、聴力レベル
および聴能発達という聴覚面の要因の方が、条件付け形成月齢に大きく影響すると推察

される。第３～４章において、100dBHL 以上の聴力レベルの者に条件付けが形成困難
だった症例がみられたが、本章（第５章）では全例、条件付けが形成された。これらの

研究間において対象児の月齢は等質ではなく、本章の対象児には推定聴力が 100dBHL
を越える症例が含まれていないという条件上の違いはあるが、生後６ヵ月までの早期か
らの補聴器装用により聴能発達が促進されたことは、０歳代の条件付け形成に貢献した

可能性がある。いずれにせよ、今回の対象児の多くが７～10 ヵ月の月齢で条件付けが
形成された結果をみると、保有する聴力レベルが条件付けの形成月齢に軽微な影響を及
ぼす可能性はあるものの、条件付け形成を著しく遅らせる要因とは考えにくかった。む

しろ、ダウン症１名の条件付け形成が 18 ヵ月まで遅れたことを考えると、聴力レベル
の要因のみならず、音刺激に対する聴能発達も含めた聴覚的要因が条件付けに影響する

と考えた方が適切であろう。 
 
２．ABR とのクロスチェックによる VRA の妥当性の検討 

 本研究における対象児の VRA による推定聴力は、全例 70dB 以上であった。表 5-1
をクロスチェックの観点からみると、一部の症例を除き概ね整合しており、VRA によ
る行動観察的検査法との誘発反応による他覚的検査法とのクロスチェックは、左右耳別

の聴力像を的確に把握する上で有用と思われた。VRA と ABR のクロスチェックにおい
て 20dB 以上の差がみられたＣ児、Ｆ児においては、VRA による周波数別の聴力型（低

音障害型、谷型）が得られたことにより、整合性が確認された。また内耳奇形、難聴遺
伝子、先天性サイトメガロウイルス感染に関する難聴原因検査の参照も、病態把握の上
で有用であろう。 

 クリック音刺激による ABR のＶ波閾値は、各波の潜時を含めて他覚的に乳幼児の聴
力評価を行う上で有用である。しかしＶ波閾値は 2000～4000Hz との純音聴力との相
関が高い反面、低周波数帯聴力の予測は困難である（安達，2012 など）。VRA は行動
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観察的手法であり、被検児の状態や検査者の技量に左右されやすい反面、周波数別の反
応閾値が得られる利点があり、さらに短時間で実施でき、かつ繰り返しの検査実施を容
易に行うことができる利点もある。今回、ASSR との参照は行わなかったが、同検査法

は周波数特異性が高い。一般的にいえば、ABR、ASSR、VRA はそれぞれ特徴が異なる
ため、全検査の比較・参照が行えれば、より信頼性の高い聴力評価を行えることになる。
しかし、睡眠導入剤を用いる誘発反応による検査を頻回に行うことは現実的ではないた

め、VRA を繰り返し実施して再現性評価による信頼性を確認しながら他覚的諸検査と
のクロスチェックを行い、聴力推定の確度を高めるのが臨床上は効率的と思われる。  
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３．本章のまとめ 
 本研究では、新生児聴覚スクリーニング後の精査を経て、０歳６ヵ月までに補聴器を
装用した聴覚障害乳幼児 12 名を対象として、VRA の条件付け形成月齢について聴力レ

ベル・運動発達との関連から検討した。 
 

1）  対象児のうち 11 名は月齢７～10 ヵ月の間に、VRA の条件付けが成立した。聴

力レベルが増すと、条件付け形成月齢がやや遅れる傾向がみとめられた。 

2）  運動発達面について何かしらの遅れを示した者が、20％を超える高率でみとめ

られた。しかし、定頸・座位・独歩のいずれも VRA の条件付け形成の月齢との間
に有意な相関をみとめなかった。振り向き反応に運動的に必要となる定頸が獲得
されていれば、運動発達の遅れは振り向き反応形成に大きな影響を及ぼすもので

はないと考えられた。 

3）  VRA と ABR の反応閾値を比較したところ、低音障害型、谷型聴力を示した２
名を除き、10 名は 20dB 未満の差で整合し、VRA による反応閾値の妥当性が示さ

れた。 
 

 VRA において、ダウン症候群１名は運動発達、条件付け形成月齢ともに遅れたこと
から、聴力レベルと同時に被検児の聴能発達状況を考慮すべきと思われた。補聴のため
に必要となる左右耳別の気導オージオグラムを早期から得る上では、０歳後半の月齢期

に、重点的にインサートイヤホンを使用した VRA を繰り返し実施し、聴覚医学的な他
覚的検査とのクロスチェックを行うことが有用と思われた。 
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第６章 VRAによる聴覚障害乳幼児の骨導聴力推定法の検討 
 
第１節� 目的 
 近年の新生児聴覚スクリーニングの普及により、0歳代に難聴を診断される乳幼児が

増加している。一方で、乳幼児・幼児の難聴においては、早期から純音聴力レベルの把
握と合わせて伝音／感音系の障害部位の鑑別が望まれる。 
 2004 年の米国の ASHA による０～５歳までの聴覚アセスメントのガイドラインは、

気導聴力に異常がみられた場合には骨導聴力も推定（estimate）するよう記している
（ASHA，2004）。同ガイドラインでは、生後５～６ヵ月以降の発達レベルの乳幼児に
対する行動観察的手法による純音聴力測定として VRA を推奨し、トランスデューサに

骨導振動子を用いる骨導 VRAについて記載している。乳幼児の骨導聴力測定に関して、
わが国においては ABR、ASSR の誘発反応検査による報告はみられるが（山根，小寺，

山田，1978；大西，1985；白石，曽田，加藤；1985，阿瀬，原，草刈，1989；青柳，
2009；工，宇佐美，2009）、VRA および COR による報告はない。 

 そこで本研究では、VRA による骨導聴力推定について検討する。聴覚障害乳幼児の

気骨導差を把握することを目的に、VRA の行動観察的手法による気導／骨導聴力測定
を実施した症例について、耳科学的諸検査とのクロスチェックから考察することとした。 
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第２節� 方法 
 本研究は、新生児聴覚スクリーニング後の精査医療機関である私立大学附属の耳鼻咽
喉科クリニックにて、2013 年時点で収集されたデータを元にまとめたものである。 

 VRA による気導／骨導聴力測定（以下、それぞれを気導 VRA、骨導 VRA とする）
を実施した聴覚障害乳幼児例について、他の検査結果との整合性の観点から検討を行っ
た。対象児は、先天性両側難聴と診断された０～２歳代の乳幼児６名（症例 A～F）で、

いずれも補聴器を装用していた。各症例に対し、耳鏡検査・ティンパノメトリー、DPOAE
（歪成分耳音響放射）、ABR、ASSR（一部のみ）、CT・MRI、難聴遺伝子・先天性サ

イトメガロウイルス感染に関する検査を実施した。なお、骨導 ASSR を施行したのは２
例（症例 Bと D）のみであった。 

 
 

 
図 6-1 骨導 VRA の様子 

Ａ：骨導振動子をヘッドバンドから外す．Ｂ：骨導振動子をソフトバンドで側頭部に固定する．
その際，外耳道入口をソフトバンドで閉鎖しないようにする．Ｃ：骨導刺激にて VRA を実施す
る． 
 
 

Ｂ

Ｃ Ａ 
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 続いて、VRAの測定手順について述べる。基本的手順は、第５章と同じであった。
オージオメータは、Interacoustics社 AD229eを使用した。気導VRAには、音場用スピ
ーカ（BOSE社 101VM，アンプには同社1705Ⅱを使用：ISO389-7で較正）または3A

インサートイヤホン（E-A-RTONE 3A insert earphones，インピーダンス＝10Ω）を
使用した。 

 骨導 VRA には、骨導振動子（Radioear B-71）の端子部分を金属製ヘッドバンドか

ら外して使用した。被検児の頭部にソフトバンド（Ear Band-It ®）を巻いて、骨導端
子を側頭部に固定して実施した（図 6-1）。被検児がソフトバンド装着を嫌がった場合

は、検査者が骨導端子を手で被検児の前額部に押し当てて実施した。この場合、被検児
が振り向いた後に、再度、振動子を前額部に当て直すことになる。 
 使用オージオメータによる骨導の最大提示レベル（dBHL）は、250Hzで 45dB、500Hz

で 65dB、1000Hz で 70dB、2000Hz で 75dB、4000Hz で 80dB であった。なお今回
の骨導 VRA は乳幼児を対象とするため、対側耳にマスキング用ノイズを提示しなかっ
た。したがって、左右耳別の骨導値は測定できないことになる。骨導検査の両耳間移行

減衰量は小さいため、今回の検査法は左右耳どちらかの良側骨導値（もしくは骨導刺激
による両耳聴の骨導値）を測定するものと考えられる。また乳幼児における骨導測定の

０dB の基準レベルについて、Hulecki（2011）は乳幼児における 1000Hz 以下の反応
レベルは一定せず、基準レベルの見解は定まっていないことを述べている。このためオ
ージオグラムの縦軸は、気導同様にダイヤルレベルと表記することとした。 
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表 6-1 対象児の耳科学的諸検査の結果 

 
鼓膜所見・ティ
ンパノグラム 

ABR 反応閾値（nHL） 
 〔ABR 施行月齢〕 

側頭骨・頭部 CT
／MRI 

基礎疾患 

症例 A 
1 歳 6 ヵ月 

両側外耳道狭窄 
右 60dB、左 50dB 
 〔1 歳 2 ヵ月〕 

両側外耳道狭窄・
中耳奇形 

Treacher-Collins 症
候群 

症例 B 
0 歳 8 ヵ月 

両側鼓膜発赤， 
B 型 

右 65dB、左 70dB 
 〔0 歳 6 ヵ月〕 

所見なし 
0 歳 7 ヵ月時から，
両側中耳炎を併発 

症例 C 
2 歳 3 ヵ月 

正常 
右 100dB 無反応、左 20dB  
 〔0 歳 10 ヵ月〕 

大脳白質の一部に
石灰化の所見あり 

先天性サイトメガロ
ウイルス感染症 

症例 D 
1 歳 2 ヵ月 

正常 
右 80dB、左 80dB 
 〔0 歳 3 ヵ月〕 

所見なし GJB2遺伝子変異 

症例 E 
1 歳 8 ヵ月 

正常 
右 90dB、左 95dB 
 〔0 歳 11 ヵ月〕 

所見なし 特になし 

症例 F 
1 歳 4 ヵ月 

正常 
両側とも 105dB で無反応 
 〔1 歳 1 ヵ月〕 

所見なし 特になし 

 
 各対象児の年齢（最左段）は，骨導 VRA 測定時のものを示す．鼓膜所見・ティンパノグラム
は，骨導 VRA 測定時の状況を記した．ABR はクリック刺激による気導の反応閾値（dB nHL）
を示すが，VRA の測定時年齢とは同一ではない．症例 B の ABR は，中耳炎罹患前の反応閾値
である．症例 C は，2 歳 2 ヵ月時の気導 ASSR（MASTER 使用）にて良側（左耳）の中低音域
に中等度難聴が示された．DPOAE では，左耳の一部の周波数（3000,4000Hz）のみ反応がみ
られた他は無反応であった．症例 B，D，E，F の DPOAE 測定結果は両側とも無反応であった． 
 
 
 
 
第３節 結果 
１．対象児の耳科学的諸検査の結果 
 ６症例の耳科学的諸検査の結果を、表 6-1 に示した。症例 Aは、Treacher-Collins

症候群であった。頭部 CT では両側外耳道に著明な狭窄がみられ、鼓室は軟部組織が充
満し含気はわずかで乳突洞ともつながっていなかった。右耳は鼓膜を確認できず、ツチ
骨柄とアブミ骨らしきものの一部が確認された。左耳の鼓膜は肥厚し、ツチ骨柄とアブ

ミ骨の一部は確認されたが正常な連結はなかった。一方で、両側の半規管、前庭、蝸牛、
蝸牛神経管、内耳道に形態的異常はみられなかった。ABR の反応閾値（Ⅴ波）は、右

耳 60dBnHL、左耳 50dBnHL であった。ABR の潜時は、80dBnHL によるⅠ波は右耳
2.8msec、左耳 2.4msec で延長がみられ、伝音難聴を示唆する所見であった。 
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 症例 B は、新生児聴覚スクリーニング検査後の精査により両側中等度感音難聴と診
断された後、生後７ヵ月時に中耳炎を併発したため一時的に混合性難聴となった乳児で
あった。症例 Bの中耳炎罹患前（生後 6ヵ月時）の ABR 反応閾値は右耳 65dBnHL、

左耳 70dBnHL であった。Ⅰ波（90dBnHL）は右耳 1.5msec、左耳 1.4msec で潜時延
長はなく、検査時は感音難聴であったと推定された。 
 症例Cは、先天性サイトメガロウイルス（CMV）感染児であった。他機関でのABR

などによる聴力経過観察にて右耳のみの一側性難聴を疑われていたが、発達の遅れもあ
ったため、満２歳を過ぎた時点で当院に精査目的で紹介された症例であった。他機関で

のABRは、右耳100dBnHLで無反応、左耳20dBnHLであった。当院への紹介後、２歳
２ヵ月時にASSRを実施したところ、鼓膜・ティンパノグラムの所見は正常であったが、
左耳に中低音域の難聴が指摘された。 

 症例D、E、Fは、両側性の高度・重度感音難聴と推定された。ABR反応閾値は、症例
Dは右耳90dBnHL、左耳80dBnHL、症例Eは右耳90dBnHL、左耳95dBnHL、症例Fは
両側とも105dBnHLで無反応であった。Ⅰ波の潜時延長はみられなかった。症例Dは難

聴遺伝子検査にてGJB2遺伝子変異が確認されたが、症例E、Fの難聴原因は特定できな
かった。 

 
２．対象児の気導／骨導VRAの結果 
 以上６例の気導／骨導VRAの結果を、図2のオージオグラムに示した。症例別にみる

と、症例A（Treacher-Collins症候群）の反応閾値は気導VRA（音場用スピーカ）が60dB
（HL）であったのに対して骨導VRAでは20dBであり、オージオグラム上に伝音障害を
示唆する40dBの気骨導差が示された。症例Bは、両側中耳炎（貯留液あり）罹患中に

VRAを施行した。気導値は250Hzにおいて80dBまで上昇し、250、500Hzに軽微では
あるが気骨導差が示された。また骨導ASSRでは、およそ60dB（MASTER dBHL）で

反応が得られた。 
 症例C（先天性CMV感染児）は、気導VRA（インサートイヤホン使用）でも気導ABR、
ASSR同様に聴力の左右差をみとめた。気導／骨導VRAにて良聴耳（左耳）に気骨導差

がなかったことから、中低音の障害を示す中等度感音難聴と解釈された。症例DはGJB2
遺伝子変異による感音難聴症例と推定されたが、気導／骨導VRAともに60～70dBで気
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骨導差はみられなかった。症例Dの骨導ASSRもおよそ60dB（MASTER dBHL）で反応
が得られた。 
 症例 E～F の気導 VRA（インサートイヤホン使用）による反応閾値は、両側とも 70dB

以上の高度・重度難聴を示した。骨導 VRA で、250～500Hz の一部の低周波数におい
て振動覚と思われる偽反応が得られたものの、1000Hz 以上では最大提示レベルでも反
応が得られずスケールアウトの結果であった。 

 まとめると、伝音障害の所見があった症例 A（Treacher-Collins 症候群）と症例 B（中
耳炎併発例）においては VRA による気骨導差がみられ、伝音障害の所見がなかった症

例 C～Dにおいて気骨導差はみられなかったことになる。症例 E～F（高度・重度難聴）
は骨導 VRA の反応閾値がスケールアウトとなったものの、以上の６症例においては、
いずれも諸検査間に概ね整合性があると解釈できた。 
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図 6-2 気導／骨導 VRA によるオージオグラム（症例 A～F） 

気導 VRA について，△は音場用スピーカによる気導値（反応閾値）を，○と�は 3A インサー
トイヤホンによる左右耳別の気導値を示す．症例 C の気導値（マスキング非施行）に 60dB 以
上の左右差が生じたのは、同イヤホンの両耳間移行減衰量が大きいためである．骨導 VRA につ
いて，＞は左側頭部にソフトバンドで骨導端子を固定して測定した骨導値を示す．□は前額部
に骨導端子を手で押さえて測定した骨導値を示す．低音域の一定レベル以上の骨導値は，振動
覚による偽反応の可能性がある． �
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第４節 考察 
１．気導／骨導 VRA と耳科学的諸検査のクロスチェックについて 
 本研究の主旨は、VRA によって得た周波数別の気導／骨導聴力が、聴覚障害乳幼児

の気骨導差の推定に利用しうるか検討することにあった。骨導 VRA に関する先行報告
は少ないが、Hulecki（2009）は生後 7 ヵ月以降の聴力正常乳幼児群を検討し、500、
1000、2000、4000Hz の 4 周波数の反応域値が 10～20dBHL 台（90 パーセンタイル

値）であったことを報告している。本研究は聴覚障害群を対象とした点が異なるため、
妥当な測定結果が得られたといえるか、耳科学的諸検査とのクロスチェックによる整合

性の観点から考察する。 
 まず症例 A（Treacher-Collins 症候群）においては、VRA から伝音障害を示唆する
気骨導差がみられた。症例 B（中耳炎併発例）においても気骨導差がみられたが、これ

は中耳炎による伝音障害の程度が反映されたものと考えられる。ただし、骨導値の提示
レベルからみると振動覚による偽反応の可能性は否定しきれない。 
 これに対し、感音難聴と推定された症例 C（先天性 CMV 感染）と症例 D（GJB2遺
伝子変異）の VRA においては気骨導値がみられず、感音障害のみを示唆する他の検査
所見と矛盾しなかった。このことから気導／骨導 VRA の組み合わせは、伝音障害の有

無とその程度の推定に利用しうると思われた。特に症例 A の骨導聴力が、少なくとも
一側は正常であると推定できたことは重要であった。また症例 C は、良聴耳が中低音
域の障害を示す中等度難聴であり伝音／感音系の障害部位の鑑別に注意を要する例で

あったが、本検査法がこの鑑別に利用できたことも重要であろう。高度・重度難聴例（症
例 E～F）は別として、軽度～中等度難聴例において伝音難聴の有無をより明確に判断
する上で VRA による骨導値は有用と思われた。 

 一方で、症例E～Fは高度・重度感音難聴と推定され、伝音系の障害を示唆する所見
はなかった。この２症例の骨導VRAにおいては、250、500Hzで振動覚と思われる偽反

応がみられた他は、1000Hz以上では70～80dBでスケールアウトであった。1000Hz
以上では、骨導VRAは偽反応なくスケールアウトの結果を導くことが可能であったと
いえる。ただし骨導振動子の最大提示レベルには上限があり、高度・重度感音難聴例の

真の骨導聴力にまでは達しないという問題は、VRAにおいてもやはり解決されなかっ
たことになる。 
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２．骨導VRAと骨導ASSRとの比較から 
 次に骨導VRAと骨導ASSRの比較から考察する。両検査とも周波数別に骨導聴力を測
定するため、結果は一致することが期待される。症例Bと症例Dにおいて、両検査によ

る骨導値は10dBの差で近似していた。ただし、両症例の骨導ASSRの反応レベルは60dB
に達していた。坂田（2005）は、骨導端子に近接する電極へのアーチファクト混入の
問題を挙げている。青柳（2012）も骨導ASSRでは60dBのレベルでアーチファクトが

誘発電位に混入することを指摘しており、今回この影響は否定しきれない。両検査の相
関については、より軽度の骨導聴力例を対象に検討した上で再考すべきと思われる。 

 
３．骨導VRAの有用性と問題点について 
 ここで、骨導VRAの問題点と利点について整理したい。第１の問題点として、骨導

端子の頭部への装着法が挙げられる。Huleckiの報告（2009）では、対象児に応じて３
つの装着法（金属製ヘッドバンド、伸縮布材、手で押し当てる）を試みている。VRA
は被検児の頭部の振り向き運動を反応指標にする。検査実施上の難点の一つは、頭部へ

の骨導端子装着をいかに安定させるかという点にあろう。本研究のようにソフトバンド
で骨導端子を固定する方法は解決策の一つであるが、そもそも本来の規定された圧抵方

法ではなく、また被検児がバンド装着を嫌がることも十分にありうるため、今後も工夫
が必要と思われる。骨導端子を手で前額部に押し当てる方法についても、このことによ
り振り向き反応は抑制されないが、刺激エネルギーの手への吸収を考えるとあまりよい

方法とはいえない。第２に、VRA自体、検査者の高い技量的習熟を要すること、第３
に骨導振動子の最大提示レベルに上限があること、第４に、対側耳へのマスキングを施
行しないため良側の骨導測定しかできないことが挙げられる。 

 これらの一方で、骨導VRAの利点として、覚醒下で数分の短時間で測定しうること
は重要である。骨導VRAは検査時間が短く済むため、骨導ABR／ASSRに先だって骨導

VRAの結果を得ておくと効率的と思われる。また骨導VRAは、症例E～Fのように、低
音域で一定レベルを越えると振動覚による偽反応を引き起こす可能性があるが、その反
面、1000Hz以上では誘発反応検査で問題となる電磁的アーチファクトに煩わされずに、

適正にスケールアウトの結果を導き出せたことは重要と思われる。 
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４．本章のまとめ 
 聴覚障害乳幼児における聴力診断と伝音／感音障害の鑑別において、米国のガイドラ
イン（the pediatric working group conference on amplification for young children 

with auditory deficits，1996；ASHA，2004）が示す他覚的な誘発反応検査と行動観
察的検査によるクロスチェックは、基本原則と考えられる。結論的には、６症例の諸検
査間に整合性があると解釈できたことから、一側でも骨導聴力が一定レベルまで残存し

ていれば、骨導 VRA は気骨導差の推定に利用でき、行動観察的手法によって良側の骨
導オージオグラムを得る意義が示されたといえる。ただし骨導 ASSR との比較を行えた

のは 2例のみであり、整合性の検討はまだ十分ではない。本研究が得た知見は、以下に
まとめられる。 
 

1）  骨導 VRA によって、伝音難聴例（症例Ａ）、中耳炎併発例（症例Ｂ）、中等度難
聴例（症例Ｃ）、高度難聴（症例Ｄ：70dB）における良側の骨導反応閾値を測定
できた。一側でも骨導聴力が一定レベルまで残存していれば、気導／骨導 VRA の

組み合わせによって気骨導差の程度を推定可能であることが示された。 

2）  高度・重度感音難聴例（症例Ｅ～Ｆ：80dB 以上）の骨導 VRA においては、250、

500Hz で振動覚と思われる偽反応がみられた他は、1000Hz 以上では 70～80dB
でスケールアウトとなった。1000Hz 以上では、骨導 VRA は偽反応なくスケール
アウトの結果を導くことが可能であった。 

3）  ６症例における外耳・鼓膜所見、ティンパノメトリー、ABR，ASSR、DPOAE、
画像検査（CT，MRI）、難聴遺伝子検査、先天性 CMV感染に関する検査と、気導
／骨導 VRA のクロスチェックの結果は、概ね整合性があると考えられた。 

 
 骨導 VRA は検査者と検査設備の条件が整えば、簡便に実施できる。誘発反応による
骨導聴力測定や画像診断技術と合わせ、骨導 VRA を伝音障害の有無とその程度を推定
するための一検査法として乳幼児期から活用することは、耳科学的治療や補聴器適合の
上で重要であろう。新生児聴覚スクリーニング検査の普及により軽度・中等度難聴も早
期に診断されるようになった現状を考えると、今後、乖離例を含め、様々な病態の伝音
／感音系の障害を呈する乳幼児を想定した、さらなる検討が必要と思われる。 
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第Ⅲ部 2cc SPL フィッティングによる聴覚障害乳幼児の 
補聴器特性評価法に関する研究 
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第７章 補聴器装用乳幼児の外耳道容積と RECD測定の検討 
 

 第Ⅲ部では、2cc SPL フィッティングによる補聴を主題として、聴覚障害乳幼児の実
耳特性への対応および補聴器の閾値上の増幅特性評価の観点から検討する。まず第７章
では、乳幼児の鼓膜面音圧レベルに影響を与える音響的変数となる RECD を実測し、

その特性を明らかにする。本章で扱う RECD 測定は、2cc SPL フィッティングが基づ
くデシベル換算原理の妥当性に関する音響学的検証（第８章）、同フィッティング法の
臨床的検討（第９章）に先だって検討すべき内容と位置づけられる。 

 
第１節 目的 

 低年齢児への補聴においては、外耳道容積が小さいために、イヤモールド装着下の鼓
膜面音圧レベルが成人に比べて増すことが知られている。RECD（real-ear-to-coupler 
difference）とは、音響カプラ内とイヤモールド装着下の外耳道内のレベル差のことを

いう。RECD は、第Ⅱ部で検討したインサートイヤホン・オージオメトリーによる EDT
（earmold-derived threshold）に影響し、さらに補聴器の外耳道内出力レベルにも影
響する共通した音響的変数と説明されている（Moodie et al.，2000）。 

 実際の RECD 測定は、①音響カプラ内でのレベル測定、②実耳でのレベル測定とい
う２段階の手順を踏む。①には、2cc HA-2 カプラ（Moodie et al.，1994）、または 2cc 

HA-1 カプラ（Revit, 2002 ほか）を用いる２つの方法がある（図 7-1）。乳幼児が耳か
け形補聴器を使用する場合、耳かけ形補聴器の特性測定用と同じ HA-2 カプラを RECD
測定に用いるのが適切と考えられる。しかし HA-2 カプラの場合は、①のカプラ測定と

②の実耳測定ではプローブチューブと刺激音の入射角度が 180°逆方向になっており、
誤差を生む原因と考えられる。またRECDには外耳道容積が影響することが指摘され、
PVT（physical volume test）値を参照する方法も記されているが（Northern & Downs，

2002）、RECD と外耳道容積の関連を詳細に検討した報告は少ない。そこで本研究では、
乳幼児の外耳道容積と RECD 測定について、プローブチューブの挿入方向による補正

値を含めて検討することを目的とした。  
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第２節 方法 
 対象児は、新生児聴覚スクリーニング後の精査によって両側感音難聴を疑われ、０歳
６ヵ月までに補聴器装用を始めた乳幼児とした。体重が正常範囲にあること、外耳奇形

や外耳道の著しい狭窄のないこと、外耳道・中耳に異常所見がないことを条件に 7 名
13 耳の RECD 曲線、外耳道容積（PVT：physical volume test 値）を測定した。 
 RECD 測定は覚醒下でも実施可能と報告されているが（Bagatto & Scollie，2011）、

今回の測定は全例とも自然入眠下で、母親に横抱きで抱かれた状態で実施した（図 7-2）。 
 RECD 測定機器には Frye Electronics 社 FONIX FP-35 を使用し、Seewald（1995）

の方法に従って HA-2 カプラでレベル較正を施して基準レベルを得てから実耳内での
レベル測定を行った。シングル型の 3A インサートイヤホン（E-A-RTONE 3Ainsert 
earphones，インピーダンス＝50Ω）とプローブチューブマイクロホンを使用した。測

定信号にはフラット特性の composite noise を用いた。対象児のイヤモールドは全て閉
塞型のソフトアクリル素材のもので、プローブチューブをイヤモールドに這わせて外耳
道前壁部の隙間から挿入した。 

 プローブチューブの挿入方向による補正値を得るため、3A フォーム材イヤチップを
粘着材で結合した HA-1 カプラ内にプローブチューブを挿入して入射角度 0°と 180°の

レベル差を測定した。180°条件時は、フォーム材イヤチップに切り込みを入れてプロー
ブチューブをカプラ入音孔から挿入した。 
 外耳道容積は、PVT 値をインピーダンス・オージオメータ GSI-37 AUTO TYMP を

使用して付属イヤチップにて測定した。測定用純音の周波数は 226Hz であった。対照
群として、5～6 歳の補聴器装用児 14 耳（幼児群）についても PVT 値を測定した。 
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図 7-1 HA-1、HA-2 カプラによる RECD の測定手順 
 ２cc カプラでプローブチューブによるレベル測定を行った後，実耳でレベル測定を行う．
HA-1 と HA-2 カプラでは，プローブチューブとインサートイヤホンからの音源入射角度が 180°
逆向きになる． 

 

 

図 7-2 RECD 測定の様子 
 A：プローブチューブをHA-2 カプラに挿入して，基準レベルを測定する．Ｂ：プローブチュ
ーブを実耳に挿入して，外耳道内レベルを測定する．RECD 測定用のトランスデューサには，
シングル型（インピーダンス＝50Ω）のインサートイヤホンを用いた．  
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第３節 結果 
 対象児の測定月齢は、０歳５ヵ月～１歳４ヵ月（中央値＝０歳７ヵ月）まで分布した。
図 7-3 の RECD 曲線（実耳-HA-2 カプラ）の例のように、周波数が増すと RECD は増

加した。4000Hz 付近にディップがみられたが、図 7-4 のプローブチューブの挿入方向
によるレベル差をみると 4000Hz 以上で 5dB ほどのレベル上昇がみられ、レベル較正
と実耳レベル測定時のプローブチューブの挿入方向が 180°逆方向であったことが

4000Hz 以上に影響を与えたと考えられた。図 7-5 は、プローブチューブ挿入方向によ
るレベル差を補正した RECD 特性の重ね書きしたものである。1000Hz 付近で 10dB

ほど、3000Hz 以上の周波数帯域で 15dB 近いレベル差が生じていた。 
 外耳道容積について、PVT 値は乳幼児群 13 耳で 0.4～0.6cc（平均＝0.50cc，
SD=0.06cc）、幼児群 14 耳で 0.5～1.0cc（平均＝0.71cc，SD＝0.14cc）であった。

両群間の平均値の差についてウェルチの検定を行ったところ、乳幼児群は幼児群に比べ
て PVT 値が有意に低い結果であった（t=5.2，p<.01）。 
 

 

 
図 7-3 実測された RECD の例（０歳８ヵ月児） 

 １は HA-2 カプラによる基準レベル，２と３は、右耳と左耳の外耳道内レベルを示す．２と３
の特性曲線と基準レベルとの差が RECD を表す． 
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図 7-4 プローブチューブの挿入方向によるレベル差 

 3A フォーム材イヤチップを粘着材で結合した HA-1 カプラ内に，プローブチューブを挿入し
て入射角度 0°（１の基準レベル）と 180°（２，３のレベル曲線）のレベル差を測定した．180°
条件時は，フォーム材イヤチップに切り込みを入れてプローブチューブをカプラ入音孔から挿
入した． 
 

 
図 7-5 補正後の RECD の重ね書き 

 乳幼児 13 耳の RECD の測定結果を重ね書きした．個々の RECD（カプラは HA-2 を使用）に
プローブチューブの挿入方向によるレベル差を補正値として加算した．   
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第４節 考察 
１．測定システムと RECD 曲線について 
 本研究は、プローブチューブの挿入方向によるレベル補正を施した RECD 特性を示

した。本研究では HA-2 カプラを用いたが、RECD 測定にはいくつかの測定法・測定シ
ステムが考案されているため、測定結果の記載にあたっては測定システム、使用したカ
プラ、測定手順を明記する必要がある（Munro & Toal，2005）。 

 本研究が得た RECD 値は高音域で増し、1000～4000Hz においては 10～15dB に達
した。Seewald（1995）や Bagatto et al.（2006）は、０歳児の RECD 特性の平均値

を示している。これらと比較すると、本結果は先行報告と近似したレベル曲線であり、
成人と比べて高い値を示すという同様の結果が得られたことになる。250Hz において
０dB 以下のレベルを示したが、Bagatto et al.（2002）は 250Hz の RECD 値はばらつ

きが大きく、外耳道へのプローブチューブ挿入による間隙から低音域のベンティレーシ
ョン（音漏れ）が生じやすいことを述べている。本研究の対象児のイヤモールドにはプ
ローブチューブ挿入用のベント加工はなかったため、乳幼児の小さな外耳道へのプロー

ブチューブ挿入する際にイヤモールドと外耳道壁に隙間が生じ、密閉性が低下した可能
性がある。 

 
２．外耳道容積の RECD への影響について 
 これまでRECDは、外耳道容積の大きさによって影響を受けると説明されてきた。外

耳道容積からRECDをどの程度正しく予測しうるか、両者の関係はまだ明らかではない
が、Bagatto et al.（2002；2006）の示したRECD特性の個人差を考慮すれば、乳幼児
の補聴器フィッティングにおいては、外耳道狭窄例への対応も含めて外耳道容積を知る

何らかの定量的な指標を利用できるとよいと思われる。 
 この点について、Bingham，Jenstad and Shahnaz（2009）は、生後１ヵ月以内の

乳児14名のPVT値とRECD測定を検討し、この月齢期においては、月齢、静的コンプラ
イアンス、外耳道容積のいずれからもRECDの予測が困難であったと述べている。本研
究は、より高い月齢の補聴器装用乳幼児を対象にインピーダンス・オージオメータによ

るPVT値測定を行ったもので測定条件が異なるが、対象児に外耳道狭窄例またはイヤモ
ールドの音孔が極端に細い乳幼児が含まれなかったことを考えると、本結果はPVT値
0.5cc前後の外耳道容積を示す乳幼児のRECD特性の個人差を描出したものと解釈でき
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る。本研究が得たPVT値は検査用イヤチップによるもので、実際のイヤモールド装着下
の外耳道容積とは異なるものの、乳幼児群の外耳道容積が幼児群と比較すると有意に小
さかったことを考え合わせると、この容積の小ささがRECDの高さに影響したというこ

とは推察できる。ただし、本研究では幼児群のRECDのデータがなく乳幼児群との直接
的なRECDの比較を行えたわけではないことから、PVT値とRECD特性の直接的関係を
まだ明らかに証明できたとまではいえない。本研究における13耳のRECDの特性には、

PVT値が近似していたにも関わらず、ばらつきがみられた。このばらつきが生じた結果
を考慮すると、PVT値による外耳道容積からRECDをどの程度正確に予測しうるかにつ

いては、外耳道・鼓膜インピーダンスやイヤモールドなどの他要因による音響的影響を
加えた上で、今後、検討すべきところと思われる。 
 

３．RECD測定の意義 
 RECD は、第Ⅱ部で検討したインサートイヤホン・オージオメトリーにおける鼓膜面
音圧レベル、さらに補聴器装用下の鼓膜面音圧レベルに対して共通して影響する音響的

変数である。インサートイヤホン較正時、補聴器特性測定時の双方とも音響カプラ内で
出力レベルが測定されるが、重要な原理は、この音響カプラ内での出力レベルに RECD

を加算することによって鼓膜面音圧レベルを算出できるという点である。つまり、イン
サートイヤホンの出力レベル、補聴器の出力レベルの双方の外耳道内 SPL を RECD の
加算（検査用イヤホンの場合はダイヤルレベルに REDD を加算する）によって知るこ

とができることになる。 
 RECD は実耳-カプラ間のレベル差を知るための音響的変数であるが、第Ⅱ部のイン
サートイヤホンによる EDT 測定においてこの影響値は明らかではなかった。また、補

聴においても鼓膜面音圧レベルに RECD が影響するという原理は重要である。各周波
数における RECD の数値利用については年齢・月齢別の平均換算値（Seewald，1995

など）を参照する方法もあるが、本結果において PVT 値が 0.4～0.6cc の一定範囲内に
統制されていたにも関わらず RECD 特性に一定程度のばらつきがみられたことから考
えても、やはり個々の鼓膜面音圧レベルへ影響を個別的に考慮すべきといえる。ただし

RECD 測定によってその影響値を具体的数値として明らかにすべきか否かという点に
ついては、DSL 法のように、各耳の鼓膜面音圧レベル（外耳道内 SPL）による補聴を
行う場合は実測すべきということになろう。  
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４．本章のまとめ 
 本研究では乳幼児 13 耳を対象に、プローブチューブの挿入方向による補正値を算入
して HA-2 カプラと実耳のレベル差を測定した。得られた知見は、以下にまとめられる。 

 

1）  乳幼児の RECD 特性は高音域で増し、1000～4000Hz においては 10～15dB に
達した。250Hz ではレベル低下が生じたが、プローブチューブ挿入に伴うベンテ

ィレーションの影響を受けた可能性がある。 

2）  外耳道容積を示す PVT 値は乳幼児群では約 0.5cc であり、幼児群に比べて有意

に低い値を示した。外耳道容積の小ささが RECD を高めたと推察された。 
 
 インサートイヤホンによる EDT および補聴器装用下での鼓膜面音圧レベルには個々

の実耳特性が影響するが、特に外耳道容積の小さい乳幼児においてはその特性を加味す
べきである。本研究は各耳の RECD を実測し、その音響的特性の特徴を具体的数値に
よって明らかにしたものである。  
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第８章 インサートイヤホンによる SPL フィッティングのための     
デシベル換算原理の検証 

 
第１節 目的 

 第１章の第３節で述べたように、実耳特性に対応した補聴器適合法として、インサー
トイヤホンによる SPL フィッティングがある（図 1-4）。同手法では、聴力検査値は音

圧レベル（Sound Pressure Level：SPL）上に表示される。この手法で用いられる音圧
レベルには、2cc SPL（2cc coupler SPL）、外耳道内 SPL（ear canal SPL）の２通り
があり、これらは聴力レベルとの間で換算値の加減算により相互にデシベル尺度間の変

換が可能となる（図 1-5）。換算値には第７章で検討した RECD の他に、CDD（2cc 
coupler-to-dial difference：カプラ-ダイヤル差）、 REDD（real-ear-to-dial difference：
実耳-ダイヤル差）が利用されるが、さらに使用するイヤホンや音響カプラの種類によ

る固有の特性差を算入する必要がある。 
 本研究は、インサートイヤホンによる SPL フィッティングに必要なデシベル換算値

を各イヤホン、カプラごとに測定して、音圧レベルへの換算原理の妥当性を音響学的に
検討することを目的とした。 
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第２節 方法 
 CDD に影響する音響的要因になりうる、(1)インサートイヤホンの特性差、(2) 2cc
カプラの特性差を測定した。また (3)RECD、(4)REDD を測定し、実測した REDD が

CDD＋RECD の和と一致するか検証した。(1)～(4)の測定には、補聴器特性測定装置
（Frye electronics 社 FONIX FP-35）を使用し、測定周波数は 200～8000Hz とした。
音響カプラは全て FONIX 用の製品を用い、入力信号にはフラット特性のコンポジット

ノイズ信号（70dBSPL）を使用した。なお、今回の一連の測定は、耳かけ形補聴器へ
の適用を想定している。 

（1）イヤホンの特性差：3A と 5A の２種のインサートイヤホン（いずれもインピーダ
ンス=10Ω）の出力特性のレベル差を比較した。各イヤホンの標準プラグをミニプラグ
に変換し、FONIX FP-35 のスピーカ用出力端子に接続した。イヤホン先端のニップル

部には E-A-R LINK 3A フォーム材イヤチップを結合し、2cc HA-1 カプラに粘着剤で
固定した。測定には、FONIX FP-35 の測定用コンデンサマイクロホンを使用した。 
（2）2cc カプラの特性差：インサートイヤホンをオージオメータに接続して使用する

場合、聴力レベル用に機器の較正を行わなければならない。ISO 389-2 と ANSI S3.6
によると、較正に用いる音響カプラには、Brüel & Kjær 社の DB-0138（後継型は 4946

カプラ）、IEC-711（擬似耳）、2cc HA-1 の３つがあり、それぞれの較正値が検査周波
数別に定められている。本研究で使用するオージオメータ（Interacoustics 社 AD229e）
は、2cc HA-1カプラにより3Aインサートイヤホン用の較正を実施したものであるが、

HA-1 カプラでオージオメータの較正を行っても、耳かけ形補聴器の特性測定には
HA-2 カプラが使用される。両カプラは同容積とはいえ、特性差があるとすればその差
は CDD に算入すべきである。このため、HA-1、HA-2 の各カプラの特性差を測ること

とした。FONIX FP-35 に 3A インサートイヤホンを HA-1（3A フォーム材イヤチップ
をカプラ入音孔に粘着剤で固定）、HA-2（カプラのチューブ部とイヤホンのニップル部

を結合）の各カプラに接続し、測定用コンデンサマイクロホンでレベル差を測定した。 
（3）RECD：外耳・中耳に異常のない健常成人 1 名１耳に、音孔径のみを変えて作製
した２種のイヤモールド（耳かけ形補聴器用）を装着し、２条件の外耳道内の音響特性

下で RECD 測定を行った。イヤモールド Aは音孔にホーン加工（φ=3.0mm）を施し、
Bは音孔を狭く（φ=1.5mm）した。両イヤモールドともプローブチューブ挿入用の平
行ベントを開け、音孔径が異なる以外は、材質（硬質アクリル製）・外形ともに同じに
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なるよう作製したものである。測定には 3A インサートイヤホンを用いて、まず HA-2
カプラ内で基準レベルを測定した後に、同イヤホンに各イヤモールドを結合して、外耳
道内でのレベル差を比較した。（3）の測定には、すべて FONIX FP-35 のプローブチュ

ーブマイクロホンを使用した。 
（4）REDD：オージオメータ（AD229e）に 3A インサートイヤホンを接続し、(3)と
同様に、イヤモールド A・Bを耳に装着して、FONIX FP-35 のプローブチューブマイ

クロホンで外耳道内レベルを測定した。オージオメータのダイヤルレベルを 70dB に設
定し、提示された純音の外耳道内音圧レベルを検査周波数ごとに測定した後に、得られ

た測定値からダイヤルレベル分の 70 を減じて REDD を算出した。 
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第３節 結果 
（1）イヤホンの特性差：インサートイヤホンの特性差を、図 8-1 に示した。同図は、
3A を基準レベル（0dB）として測定したときの 5A の特性曲線を、左右の各イヤホン

ごとに示したものである。3A、5A は、左イヤホン、右イヤホンで同特性を示していた。
5Aと 3Aのレベル差はほぼ5dB以内に収まっていたが、3Aに比べて5Aの方が 500Hz
以下の低音域のレベルが 5dB ほど低かった。また 6000Hz 以上の高音域では、10dB

以上のレベル差が生じていた。 
（2）2cc カプラの特性差：HA-1 カプラを基準レベル（0dB）としたときの HA-2 カプ

ラの特性を、図 8-2 に示した。HA-1 カプラによる平坦な基準特性に対し、HA-2 カプ
ラは 1000～4000Hz 間で最大 5dB ほど、6000Hz 付近では+8dB ほどレベルが増して
いた。オージオメータの較正に用いた HA-1 カプラと、耳かけ形補聴器の特性測定に用

いる HA-2 カプラではレベル差があることが示された。 
（3）RECD：イヤモールド A・B 装着下の RECD の特性を、HA-2 カプラの特性を基
準レベル（0dB）として示したものを図 8-3 に示した。A と B による RECD の差は、

2000Hz より高い周波数域において増していた。イヤモールド A と B の音孔の大きさ
による音響効果が実耳でレベル差となって表れたことになる。 

（4）REDD：イヤモールド A・B装着下の各検査周波数における REDD を、表 8-1 に
示した。(3)と同様のイヤモールド A・Bによるレベル差が、2000Hz より高い周波数域
に生じていた。 

 以上の（1）から（4）を基に、CDD＋RECD＝REDD の式が成り立つかどうか、各
測定値を加算して検証した（表 8-2）。CDD＋RECD の和と REDD の差は、イヤモール
ドA・Bともに4000Hz以下の周波数域においては、3dB以内（レンジ：-0.8～＋2.2dB）

の僅差に収まっていたが、6000Hz と 8000Hz において差は 4～8dB まで増していた。 
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図 8-1 3A と 5A のインサートイヤホンの特性比較 
 3A を基準レベル（0dB）として，5A の出力特性を 2cc HA-1 カプラで測定用コンデンサマイク
ロホンにて測定した．両イヤホンとも，左耳用と右耳用の２つのイヤホンを測定した． 

  

3A インサートイヤホン 
１＝左耳用，２＝右耳用 

5A インサートイヤホン 
３＝左耳用，４＝右耳用 
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図 8-2 HA-1 と HA-2 の 2cc カプラの特性比較 
 HA-1 カプラを基準レベル（0dB）として，HA-2 カプラの出力特性を測定した．3A インサート
イヤホン（左耳用と右耳用）を HA-1（3A フォーム材イヤチップをカプラ入音孔に粘着剤で固定），
HA-2（カプラのチューブ部とイヤホンのニップル部を結合）の各カプラに接続し，測定用コンデ
ンサマイクロホンでレベル差を得た． 

  

HA-1 カプラ 
１＝左耳用，２＝右耳用 

HA-2 カプラ 
３＝左耳用，４＝右耳用 
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図 8-3 HA-2 カプラと実耳（イヤモールドＡ、Ｂ装着下）の特性比較 
 HA-2 カプラを基準レベル（0dB）として，イヤモールドＡ・Ｂ装着下の実耳特性を測定した．
基準レベルと実耳特性との差が RECD を表す．3A インサートイヤホンとプローブチューブマイ
クロホンを用いて測定した． 

 
  

２＝実耳 
イヤモールドＡ 

３＝実耳 
イヤモールドＢ 

１＝2ccHA-2 カプラ 
基準レベル 

２＝実耳 
イヤモールドＡ 
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�

表 8-1 イヤモールドＡ、Ｂ装着下の REDD 
 

 250 500 750 1000 1500 2000 3000 4000 6000 8000 （Hz） 

実耳 イヤ
モールドＡ 

17.7 8.7 3.5 6.9 10.6 16.2 17.3 9.6 9.5 18.9 （dB） 

実耳 イヤ
モールドＢ 

18.4 9.8 4.4 8.7 13.4 17.2 8.3 0.8 5.4 12.6 〃 

�

 ISO 389-2 により，3A インサートイヤホン用に較正されたオージオメータ（AD 229e）を使
用し，プローブチューブマイクロホン（FONIX FP-35）にて測定した．オージオメータのダイ
ヤルレベル 70dB 時の，イヤモールド A・B 装着下の外耳道内出力レベルを測定して，70 を差
し引いて REDD を算出した． 

�

� �
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表 8-2 CDD＋RECD による和と REDD との差 
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 2cc カプラ（DB-0138 HA-2，HA-1）の基準等価閾値音圧レベル（reference equivalent threshold 
SPL：RETSPL），および使用オージオメータ（AD229e）から得た CDD（FONIX HA-2 カプラによ
る），実耳測定で得た RECD，REDD をイヤモールド別に示した．推定 REDD（＝CDD＋RECD）と
実測された REDD の差は，4000Hz 以下の周波数域では-0.8～＋2.2dB 以内の僅差であった．これ
らは 3A インサートイヤホンによる測定から得られた． 

�

�
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第４節 考察 
 本研究の主旨は、インサートイヤホンによる SPL フィッティングが用いるデシベル
換算手順の妥当性を、イヤホン、カプラの特性差を含めて検討することにあった。 

 
１．CDD、RECD、REDD について 
 まず CDD について述べる。CDD の値は、使用オージオメータからのイヤホンの出

力レベルと 2cc カプラの特性によって決まる。（1）における 3A と 5A の２種のインサ
ートイヤホンの特性比較の結果では、250～4000Hz の周波数帯においてほぼ平坦な特

性であった。しかし、両イヤホン間には最大で±5dB ほどのレベル差がみられ、6000Hz
以上の周波数域ではレベル差が 10dB 以上も増していたことから、3A・5A のイヤホン
別にオージオメータの較正を実施するのが適切と考えられた。また、（2）における 2cc

カプラ間の特性比較の結果も特性差がみられ、1000Hz 以上の周波数域において HA-2
カプラの方が最大で 8dB ほどレベルが増していた。HA-1 と HA-2 の両カプラは同容積
であるが、形状と結合法の違いからレベル差が生じたものと考えられる（Munro & 

Davis，2003）。このようにイヤホン、カプラともに同一特性でなかったことから、CDD
は検査・測定に使用するイヤホン、カプラを用いて測定すべきといえる。 

 次に RECD、REDD について述べる。RECD に影響する要因として、外耳道容積が
主に挙げられているが（Scollie & Seewald，2002）、本研究ではイヤモールドの音孔
加工によりRECDを変化させた。RECDに影響する音響的変数として容積のみならず、

イヤモールド、外耳道・鼓膜インピーダンス、測定システムといった複数の伝達特性に
よる要因を考慮すべきと思われる。表 8-2 をみると、4000Hz 以下において、２種のイ
ヤモールドの条件下で CDD＋RECD の和が REDD と 3dB 以内の僅差で一致したこと

から、主要周波数帯における RECD の測定上の信頼性は高いことが示唆された。一方
で 6000Hz 以上において差が増していたが、Revit（2002）はプローブチューブマイク

ロホンの挿入深度による測定誤差は高周波数になるほど増すことを述べており、今回の
測定結果もプローブチューブに関わる誤差が混入したと思われる。また、HA-2 カプラ
で RECD を測定する場合、プローブチューブの挿入の向きが誤差を混入させるとも考

えられた。4000Hz 以下において僅差となった理由として、例えば実耳測定法の１つで
ある REAR（real-ear-aided response）測定にはスピーカから検査音を提示する音場測
定の手順が含まれるが、RECD、REDD 測定には音場測定が全く含まれないため、純粋
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にプローブチューブ使用に伴う測定誤差のみしか影響しなかったことが考えられる。プ
ローブチューブによる高音域の誤差には留意すべきではあるが、Munro and Buttfield
（2005）は RECD の測定上の信頼性が高いことを報告しており、音場測定の手順を含

まない RECD、REDD は、いくつかある実耳測定手順の中でも特に安定した測定法とい
える。 
 

２．「デシベルの輪」による換算の利用意義について 
 ここで実耳特性を考慮したデシベル換算法の意義について考察する。表 7-2 の結果は、

4000Hz 以下では、いずれのイヤモールド条件下においても CDD＋RECD の和が実測
された REDD と一致することを示しており、Revit（2002）による「デシベルの輪」の
妥当性が支持されたといえる。聴力レベルの音圧レベルへの換算手順を具体的数値例に

よって図示すると、図 8-4 のようになる。 
 

�

図 8-4 聴覚閾値の音圧レベル（2cc SPL、外耳道内 SPL）への換算手順 
 CDD は，検査・測定で使用するオージオメータ，イヤホン，音響カプラから測定して得る．
RECD は補聴器特性測定用の音響カプラと実耳のレベル差から，REDD は検査に用いるオージ
オメータ、イヤホンによる実耳レベルから得る．本図の例では，オージオメータによる聴覚閾
値（70dBHL）に CDD（6dB）を加算すると 2cc SPL（76dBSPL）へ変換される，オージオメ
ータによる聴覚閾値（70dBHL）に CDD＋RECD（6＋12＝18dB），もしくは REDD（18dB）
を加算すると，外耳道内 SPL（88dBSPL）へ変換される，このように，換算値の利用によって
インサートイヤホンによるダイヤルレベル（dBHL）を２つの音圧レベルのいずれかに導くこと
ができる．本図は，Munro and Davis（2003）を参考に作成した．  
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 本換算法の原理は、一度、適正な測定法で使用機器の CDD を得ておけば、インサー
トイヤホンによる聴力検査値を基に 2cc SPL によるフィッティング法を適用でき、さ
らに各耳の RECD も個別に得られれば、外耳道内 SPL によるフィッティング法を適用

できることを示している。すなわち、換算値の加算により、聴力検査値を 2cc SPL か、
外耳道内 SPL のいずれかの音圧レベルに推定値として導くことができ、同一のデシベ
ル尺度上にある補聴器の出力レベルと比較できることになる。応用例の一つとして、

Mueller and Hornsby（2002）は、不快レベルをインサートイヤホンで測定する手法
について解説しているが、これは補聴器の最大出力音圧レベルの処方に際して、不快レ

ベルの音圧レベルへの換算を利用したものである。 
 
３．SPL フィッティングによる２通りの方法の相違について 

 乳幼児の聴覚閾値を音圧レベルへ換算すべき理由について、考察を追加する。成人の
耳を基準とした聴力レベル尺度は、外耳道容積が小さく、成人とのRECDの差が大きい
低年齢児には適さないという問題が挙げられる。音圧レベルは音波の圧力20μPaを基

準音（０dB）にした物理的尺度であるが、音波が伝播する音場条件によってレベルが
変わる。すなわち音源のパワーが等しくても、2ccカプラ内と外耳道内では音圧レベル

は異なる値を示す。小さな外耳道容積においては高周波数になるほど鼓膜面音圧が増す
ため（Bagatto et al.，2002）、オージオメータの０dBが正常耳の最小可聴閾値の基準
レベルを表さない。このため、乳幼児においては音圧レベルへ換算したSPLフィッティ

ングが適していると考えられる。 
 SPLフィッティング法は、2cc SPL法と外耳道内SPL法を用いたDSL法がある。これ
らのSPLフィッティング法は実耳特性への対応がなされた点に特徴があるが、2cc SPL

による方法ではRECDは算入されないが、DSL法では外耳道内レベルを基にするために
個々のRECDの算入が必要となるという手順上の違いがある。本研究は、なぜ2cc SPL

法ではRECD算入が不要で、なぜDSL法ではRECD算入が必要となるのか、「デシベルの
輪」の実験的な数値データによる検証を通じて、その原理を証明したことになる。 
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４．本章のまとめ 
 本研究では「デジベルの輪」の計算原理である CDD＋RECD＝REDD が成り立つか、
２種のイヤモールド装着下で実耳測定を行い、妥当性を検証した。得られた知見は、以

下にまとめられる。  

 

1）  3A、5A のインサートイヤホンの特性差、HA-1、HA-2 の 2cc カプラの特性差、

さらにプローブチューブマイクロホンを使用して RECD と REDD を測定した。
4000Hz 以下の周波数域において、両インサートイヤホン間、両カプラ間には 5dB

ほどの差がみられ、CDD に影響すると考えられた。 

2） CDD＋RECD の和は、両イヤモールド条件下とも REDD と 3dB 以内の僅差で一
致しており、適正な CDD と各耳の RECD の測定により、SPL への閾値変換が可

能であることが示された。 
 
 本研究の換算手順は成人にも適用可能であるが、補聴臨床上の有用性が最も高いと考

えられるのは、外耳道が小さく RECD が大きい乳幼児の聴力測定、補聴器特性処方に
対してであろう。わが国では、インサートイヤホン・オージオメトリー、実耳測定とも

に試行的段階にあると思われるが、同イヤホンがイヤモールドとの結合によって実耳特
性を反映し、かつ第Ⅱ部で述べたように乳幼児の左右耳別の純音聴力測定法においても
利用しうることを考え合わせると、今後、低年齢児に対するインサートイヤホンによる

２通りの SPL フィッティング法の臨床的意義についてさらなる検討が求められるとこ
ろと思われる。 
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第９章 聴覚障害乳幼児におけるノンリニア補聴器の閾値上の増幅特性  
    評価法の検討 
 
第１節 目的 

 聴覚障害乳幼児に対する補聴器適合においては、音声を閾値上の最適な聴取レベルに
増幅することが目標となる（Pascoe，1988）。つまり補聴効果の検証においては、増幅
された音声が閾値上のどのレベルに達したかを知ることが重要である。一方で、近年、

広く使用される圧縮増幅機能を持つノンリニア補聴器は、利得／周波数特性が入力レベ
ルに依存する（Dillon，2000；Palmer & Lindley Ⅳ，2002；Venema，2006 など）。
このためノンリニア補聴器のフィッティングにおいては、閾値上の圧縮増幅特性の評価

を組み入れることが特に重要となろう（Seewald et al.，2005）。インサーションゲイ
ン（実耳挿入利得）およびファンクショナルゲインの測定法は、原理的に閾値上の圧縮

増幅特性を知ることはできない。したがって、乳幼児にも対応しうるノンリニア補聴器
の閾値上の増幅特性を評価する方法の開発と導入が必要と考える。 
 一方で、乳幼児の補聴器フィッティングにおいては、RECD も考慮する必要がある

（Bagatto et al.，2002；Bagatto et al.，2005；Bagatto et al.，2006）。第１章、第
７章、第８章で論じたように、RECD はインサートイヤホン装着下および補聴器装用下
の鼓膜面レベルの双方に影響するものである。 
 以上から考えると、乳幼児の補聴器フィッティングにおいては、ノンリニア補聴器の
閾値上の増幅特性、乳幼児の実耳特性（インサートイヤホン・オージオメトリーおよび

補聴器装用下の RECD）の２点への対策が必要といえる。本研究では、これらの２点に
対して包括的に対応しうる補聴器の増幅特性評価法の導入を試みる。具体的には、第８
章で論じたインサートイヤホンによる 2cc SPL フィッティング法を適用する。この方

法では RECD 値の算入を省きながらも、2cc SPL の同一デシベル尺度上で聴覚閾値と
補聴器の出力レベルを比較できる。すなわち、ノンリニア補聴器の出力レベル曲線と閾
値上のレベルを比較できることが期待される。本研究は、2cc SPL フィッティング法を

用いて、乳幼児の使用するノンリニア補聴器の閾値上の増幅特性を評価し、補聴器適合
評価法としての利用意義を考察することを目的とした。  
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２．方法 
 本研究は、2008 年に都内の難聴幼児通園施設（現児童発達支援センター）の通園児
データを元にまとめたものである。 

 ノンリニア補聴器を装用する聴覚障害乳幼児のうち、3A インサートイヤホン
（E-A-RTONE 3A insert earphones）装着下の VRA により反応閾値を得られた 23 名
45 耳を対象とした。オージオメータには Interacoustics 社 AC30 を使用し、第３～４

章に述べた手順で行った。被検児の検査時月齢は13～30ヵ月（平均=19.7ヵ月，SD=4.4
ヵ月）であった。被検児の外耳道容積を示唆する PVT（physical volume test）値をイ

ンピーダンス・オージオメータ（GSI-37 AUTO TYMP）で測定したところ、0.4～0.9cc
（平均=0.57cc, SD=0.12cc）に分布した。 
 被検児の装用する補聴器はいずれもノンリニア増幅タイプで、全て WDRC（wide 

dynamic range compression）方式による圧縮増幅機能を持つ耳かけ形のデジタル補
聴器であった。装用器種は計 10 種類（３メーカー）だった。補聴器のフィッティング
は、難聴幼児通園施設における乳幼児教育をベースに、定期的に施行される聴力測定の

結果と聴性行動の発達的変化を参照しながら行った。補聴器の利得／周波数特性処方は、
反応閾値を基に増幅された音声が聴取可能となるよう、各周波数 50～65dBSPL の入力

音が閾値上のレベルに達することを目標にした。 
 
 反応閾値を 2cc カプラ内音圧レベルへ換算する手順を、以下の（1）～（3）に述べ

る。 
（1）3A インサートイヤホンにイヤモールドを結合して VRA を施行し、被検児の各周
波数の反応閾値を左右耳別に測定した。得られた反応閾値は、第３章と同じく、オージ

オグラムの縦軸をダイヤルレベルと表記して記載した。反応閾値はイヤモールドを用い
て得られたため、すでに個々の実耳による RECD の影響が加わっており、聴力レベル

尺度の基準に整合した数値とはいえないためである。 
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表 9-1 AC30 による 3A インサートイヤホンの CDD 値 

 

周波数 250 500 1000 2000 4000 Hz 

CDD 値（右） 19.4 4.3 3.8 8.5 2.7 dB 

CDD 値（左） 18.8 3.2 2.1 9.5 3.2 〃 
 
 JIS の気導受話器で較正されたオージオメータ（Interacoustics 社 AC30）のダイヤルレベル
70dB時における 3Aインサートイヤホンの出力レベルを，Frye Electronics 社 FONIX 6500-CX
を用いて 2cc カプラ（HA-2）で測定した．得られた出力レベルから 70 を引いて，CDD（2cc 
coupler-to-dial difference：カプラ-ダイヤル差）値を算出した（CDD値=出力レベル-70）． 
 

（2）各周波数の反応閾値（オージオメータInteracoustics社 AC30のダイヤルレベル）
を 2cc カプラ内音圧レベル（2cc SPL）へ換算するために、反応閾値に CDD（2cc 
coupler-to-dial difference：カプラ-ダイヤル差）値を加算した。CDD 値の測定には補

聴器特性検査装置（Frye Electronics 社，FONIX 6500-CX）を用い、使用オージオメ
ータのダイヤル値 70dB 時のインサートイヤホンの出力レベルを 2cc カプラ（HA-2）

で実測し 70dB を引いて算出した（表 9-1）。 

（3）換算された閾値を、被検児の使用するノンリニア補聴器の 2cc カプラ（HA-2）
による周波数特性図（聴力測定後に補聴器の調整変更を行った場合は、調整後のもの）
に重ね合わせた。補聴器特性測定装置には Frye Electronics 社の FONIX 6500-CX ま

たはFONIX 7000を使用した。補聴器への入力信号はフラット特性の純音とし、50dB，
65dB，80dB，95dBSPL の４レベルで周波数掃引を行った。 
 

 結果の分析は、「2cc SPL に換算された反応閾値」と「補聴器の出力レベル」を基に
行った。各被検児の反応閾値は、各耳３周波数以上の振り向き反応が安定して得られ、

２～４ヵ月ごとに行われる検査結果を参照し、差が概ね 15dB 以内であったものを採用
した。換算された反応閾値と、入力レベル 50dB，65dB，80dBSPL による補聴器のカ
プラ内出力レベルを 500Hz，1000Hz，2000Hz，4000Hz の４周波数において比較し

た。なお 250Hz の反応閾値はばらつきが大きかったため、今回の分析対象には含めな
かった。  
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３．結果 
 図 9-1 に、インサートイヤホンによって得られた左右耳別の反応閾値の例を示した。
図 9-2 は、図 9-1 の反応閾値に CDD 値を加算して、補聴器の周波数特性図上に重ね合

わせたものである。反応閾値より上の領域が可聴域を示す。図 9-2 において、反応閾値
と補聴器の各入力レベルによる出力特性曲線が、同一のデシベル尺度上に図示されたこ
とになる。 

 図 9-3 に「換算された反応閾値」と「補聴器の出力レベル」の関係を周波数別に示し
た。「換算された反応閾値」が重度になるにしたがい、各入力レベルにおける「補聴器

の出力レベル」が増す傾向が示された。500Hz，1000Hz，2000Hz においては強い正
の相関（r=0.92～0.86）がみとめられた（p< .01）。4000Hz においては強い相関、ま
たはやや強い相関（r=0.77～0.55）であった。 

 図 9-3 における対角線（破線）は、反応閾値と補聴器の出力レベルが一致するライン
を示す。この対角線を手がかりに、ノンリニア補聴器の出力レベルと反応閾値との差を
知ることができる。各入力レベルの回帰直線と対角線の関係をみると、500Hz，1000Hz，

2000Hz においては「換算された反応閾値」が上昇するほど「反応閾値上の出力レベル」
が下降する傾向が明らかとなった。反応閾値 90dBSPL 以下では、ほぼ全例の被検児に

おいて入力レベル 50dBSPL 以上の音が可聴域に増幅されていた一方、反応閾値が
90dBSPL を超えた時点で入力レベル 50dBSPL の音が反応閾値まで増幅されていない
者が増していた。4000Hz においては、反応閾値 90～100dBSPL を超えると、入力レ

ベル 50dB，65dBSPL の音が反応閾値に達しない者が大半を占めた。 
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図 9-1 得られた反応閾値の例（症例Ａ） 

 被検児１例について，１歳２ヵ月時，１歳５ヵ月時にインサートイヤホン装着下の VRA によ
って得た左右耳別の反応閾値（気導）をオージオグラム上に記した．両検査時におけるティン
パノグラムは，両側ともＡ型であった．なお，縦軸はオージオメータのダイヤルレベルを示す．
縦軸をダイヤルレベルと表記した理由は，成人と外耳道音響特性が異なる乳幼児においては，
聴力レベル（dBHL）の基準等価閾値音圧レベルが 0dB と整合しないからである．  
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図 9-2 補聴器の周波数特性図と反応閾値の比較（症例Ａ） 

 
 図 9-1 に示した症例 Aの反応閾値（ダイヤルレベル）に CDD 値を加算して 2cc SPL 上に換
算し，使用補聴器（Siemens 社 TRIANO SP）の周波数特性図と重ね合わせた．補聴器の各出
力曲線は，入力レベル 50dB，65dB，80dB，95dBSPL の純音掃引により 2cc カプラ（HA-2）
内で得た．本補聴器は，圧縮比＝約 1.5 で特性を処方した．500，1000，2000Hz においては，
入力レベル 50dBSPL 時の増幅音が反応閾値に近接していることが分かる．また入力レベル
65dB，80dB，95dBSPL（80dB の出力曲線と近接）の増幅音が，反応閾値上のどの感覚レベル
に達したかを知ることができる． 
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図 9-3 2cc SPL での反応閾値と補聴器（HA）の出力レベルの関係 
 各入力レベルによる散布図と回帰直線（実線）を周波数別に示した．対角線（破線）は，反
応閾値と補聴器の出力レベルが一致するラインを表す．凡例は入力レベルを示す（ピアソンの
相関係数による * p< .01）．各入力レベルのHAの出力レベル差が近接するほど，圧縮比は高い．  

 129 
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◇ 50dB （r=0.89）* 

� 80dB （r=0.77）* 
◆ 65dB （r=0.70）* 
◇ 50dB （r=0.55）* 
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４．考察 
１．換算された反応閾値とノンリニア補聴器の出力レベルの比較 
 本研究が用いた手法は、CDD により反応閾値を 2cc SPL に換算し、補聴器の周波数

特性図に重ね合わせるものである。この手法は図 9-2 のように、可聴域と周波数特性図
の関係を視覚的にとらえることを第一のねらいとする。この図示により、反応閾値上の
レベル（感覚レベル）と補聴器の出力レベルを直接的に比較できる。つまり、ノンリニ

ア補聴器による閾値上の増幅特性の評価がなされたことになる。さらに連続周波数によ
って測定された補聴器の出力特性曲線により、ピークやディップも見ながら評価できる

ことも利点である。 
 Pascoe（1988）は、スピーチを快適レベル（MCL：Most Comfortable Level）に増
幅する視点から、補聴器の利得／周波数特性処方を論じている。しかし乳幼児の場合に、

成人のようにMCL を測定することは困難である。一方で、行動観察的検査と他覚的検
査のクロスチェックにより聴覚閾値を適切に推定することができれば、閾値上のどの感
覚レベル（dB SL）に増幅音が達したかまでは把握することができる。つまり、2cc SPL

上への聴覚閾値の換算は、MCL との直接比較は無理であったとしても、閾値上の感覚
レベルと出力レベルの関係を比較する方法としては実際的と思われる。この点は、補聴

器装用下の閾値測定からは読みとれない内容であり、ノンリニア補聴器の圧縮増幅特性
の評価法としての有用性を示すものと思われる。 

 

２．各被検児の反応閾値と補聴器の出力レベルの関係 
 図 9-3 の各周波数別における「換算された反応閾値」と「補聴器の出力レベル」の関
係をみると、500Hz，1000Hz，2000Hz においては両者間に強い相関がみとめられ、

「換算された反応閾値」が重度になるほど、各入力レベルにおける「補聴器の出力レベ
ル」が増すことが示された。当然のことではあるが、聴力が悪くなるほど利得が上がっ

たことになる。反応閾値 90dBSPL 以下の被検児においては、入力レベル 50dBSPL の
音が可聴域に増幅されていることが確認された。一方で、反応閾値が 90dBSPL を超え
出した時点で、入力レベル 50dBSPL，65dBSPL の音が反応閾値上に増幅されていない

者が増していた。補聴器の増幅の上限周波数である 4000Hz においては、必要な利得
が確保されにくいことも分かった。 
 全体的な傾向として、重度難聴の乳幼児の補聴においては、十分な利得の確保に苦慮
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する状況が示されたことになる。この状況の背景には、補聴器の性能上の制限の他に、
外耳の成長が早い乳幼児においては音響フィードバック（いわゆるハウリング）が起き
やすいという問題があり、低入力レベル時の利得を高く設定しにくいことが挙げられる。

本手法の補聴器適合評価法として最も重要な意義は、反応閾値と補聴器の出力レベルを
同一のデシベル尺度上で比較することにより、どの周波数帯域の利得を何デシベル変更
すれば可聴性を高めうるのか、再調整の具体的な目標数値を可聴域と関連付けて示しう

ることであろう。増幅不足と推定される対象児については、イヤモールドの状態、ハウ
リング抑制のテクノロジー利用も含め、増幅特性を設定し直すことが聴能教育を行う上

で必要と思われる。 
 
３．閾値と補聴器の出力レベルの比較原理について 
 音圧レベル上で閾値と補聴器の出力レベルを比較する原理について、他の手法との違
いを示しながら考察する。現在、閾値を音圧レベル尺度上に表示するフィッティング法
には、外耳道内 SPL と 2cc SPL による２通りの手法がある（図 1-4，図 1-5）。 

 前者は Seewald ら（1995；2005）による手法で、乳幼児を対象とした場合には、イ
ンサートイヤホン・オージオメトリーによって得た各耳の反応閾値と補聴器の出力レベ

ルの双方を、外耳道内 SPL 上で比較する手順が推奨されている。外耳道内 SPL の適用
には、RECD 値の加算が必要である。補聴において鼓膜面での音響特性が最も重要な情
報であることを考えれば、外耳道内 SPL 上で聴覚閾値と補聴器の出力レベルを比較す

る手法は、理論的に適切と考えられる。 
 後者の 2cc SPL を用いる手法として、わが国では大和田による SPL ヒアリングメー
タを用いるものが知られている（大和田，1984，1995，1996，2004）。SPL ヒアリン

グメータのダイヤル値は 2cc SPL の値として直読できるため、測定された聴覚閾値を
補聴器のカプラ内特性にそのまま重ね合わせることができる。大和田法においてこの重

ね合わせが成立するのは「閾値測定時と補聴器装用時の実耳条件は同一である」という
原理に基づく（大和田，1984）。大和田法では RECD 値を特定しないため実耳特性の
影響値は不明のままであるが、RECD 値を算入せずに聴覚閾値と補聴器の出力レベルの

比較を同一のデシベル尺度上で成り立たせる点は重要である。 
 以上のように Seewald と大和田の手法は実耳特性の影響値への何らかの対処がなさ
れているため、特に乳幼児の補聴において優れた方略といえる。本研究ではインサート
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イヤホンによって得た閾値を 2cc SPL へ換算し、大和田による原理に帰着させる方略
を提案した。この CDD による閾値変換は、インサートイヤホンが 2cc カプラで較正さ
れることを利用したもので、大和田法と同じく RECD 値の算入なしに閾値と出力レベ

ルを直接比較できる。ただし本研究の手法では、SPL ヒアリングメータ用イヤホン（ポ
ケット形補聴器用）の場合と異なり、インサートイヤホンに耳かけ形補聴器用のイヤモ
ールドと結合する手続きをとる。インサートイヤホンにイヤモールドを結合して得た閾

値（EDT：earmold-derived threshold）は RECD 値を直に反映するため、耳かけ形補
聴器の特性処方に適している。 

 

４．乳幼児における補聴器の増幅特性評価法としての意義 
 本手法に関して、音圧レベルへの閾値換算を用いる意義について、特に乳幼児に関わ

る意義を２点ほど付け加えたい。 
 １点目は、聴力レベル尺度（dBHL）に関わる問題である。前述のように、成人の耳
と乳幼児の耳では外耳の音響的伝達特性に差があるため、厳密には成人の耳を基準とす

る聴力レベル尺度を乳幼児の耳に適用すべきではないと考えられる。被検児の外耳道容
積について、PVT 値は 0.4～0.9cc の小さな値を示した。このような外耳道容積の小さ

さは鼓膜面での音圧レベルを増加させる要因と思われる。RECD 値が大きい乳幼児への
インサートイヤホン・オージオメトリーの適用においては、オージオメータのダイヤル
値が聴力レベルと整合しない点を考慮すべきである。この実耳特性の変数混入による聴

力レベル尺度との不整合に対処する上でも、音圧レベル尺度は利用すべきと考えられる。 
 ２点目は、インサーションゲインおよびファンクショナルゲインの測定で行われるス
ピーカを使用した音場での測定に伴う誤差の問題である。乳幼児を対象とする音場での

測定、特に補聴器装用下での閾値を知ることの臨床上の意義は大きいが、この方法には
被検児の頭部位置（音源からの距離と角度）の固定が難しい、さらに検査室内の人・物

体の音響的影響が加わり提示音圧レベルを容易に統制できないといった測定上の問題
がある（AAA，2013）。 
 Seewald et al.（2005）、大和田（1984，1995，1996，2004）および筆者による音

圧レベル尺度に聴覚閾値を表示する手法は、いずれも閾値測定においてはイヤホンを外
耳に挿入し、さらに補聴器のカプラ内での周波数特性図上に（Seewald の方法では外耳
道内 SPL に換算された周波数特性図上に）、聴覚閾値を表示する点が共通している。さ
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らに 2cc SPL の手法は、スピーカを使用した音場での測定を一切行わずに、閾値測定
から補聴器の増幅特性検証に至るまでの一連の手順を成立させうるため、音場での測定
に伴う誤差が混入しない。本手法のようにイヤホンで測定した閾値をカプラ内音圧レベ

ルに変換する手法は測定法としても安定していることからも、乳幼児における補聴器の
特性評価の一手順として有用と思われる。 

 

５．本章のまとめ 
 本研究では、１～２歳代の聴覚障害乳幼児 23名から得た左右耳別の反応閾値（気導）

を 2cc SPL に換算し、同カプラ内での補聴器の出力レベルと比較することにより、ノ
ンリニア補聴器の閾値上の増幅特性の評価を試みた。本手法の意義は、以下にまとめら
れる。 

 

1）  補聴器装着時とインサートイヤホン装着時のイヤモールドによる実耳特性は、
同一である。CDD による閾値換算は、乳幼児の RECD 値の大小に関わらず、反応

閾値と補聴器の出力特性を 2cc SPL の尺度上で比較することを可能にした。 

2）  ノンリニア補聴器の出力特性を 2cc カプラ内で入力レベル別に測定し、換算さ

れた反応閾値と比較することにより、連続周波数による補聴器の出力特性曲線が
反応閾値上のどの感覚レベルに達しているか、圧縮増幅特性を含めた評価が可能
となった。 

 
 以上のように、インサートイヤホンによる 2cc SPL フィッティングは、ノンリニア
補聴器の閾値上の増幅特性および乳幼児の実耳特性の２点に対して包括的に対応しう

ることが示された。本手法は、聴覚障害乳幼児の使用するノンリニア補聴器の閾値上の
増幅特性を検証する一手順としての利用が期待される。 
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第Ⅳ部 ０歳児への 2cc SPL フィッティングの適用と 
きこえの発達に関する研究 
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第10章 ０歳児への2cc SPLフィッティングの適用に関する臨床的検討 
 
第１節 目的 
 本章では、第Ⅱ～Ⅲ部で検討した補聴手順を０歳の聴覚障害乳児に適用し、臨床的検

討を行う。 
 本研究の第１の目的は、第Ⅱ～Ⅲ部で検討された一連の手法、すなわち VRA、RECD
測定と 2cc SPL フィッティングが、新生児聴覚スクリーニング後に精査・診断を受け

た０歳児への補聴に対して、具体的にどのような改善をもたらすのか、またどのような
留意点や課題を残すのかを臨床適用の観点から明確化することとした。第Ⅰ部の第１節
で述べたように、乳児の補聴においては装用上の問題（清水・立入，2006；中市・廣

田ら，2014）や、補聴器適合上のフィッティング手順に関わるいくつかの問題（Seewald，
1995）が指摘されているが、これらの補聴上の問題に対して本補聴手順がもたらす改

善点と課題について実際の症例を通して考察する。 
 また、本研究の第２の目的は、補聴器装用下の０歳児がどのようなきこえの発達をた
どるのか未だ明らかでないことから、質問紙を用いた聴性・音声行動発達の継時的評価

を行うこととした。具体的には、第Ⅰ部の第３節で述べた EASD（early auditory skill 
development for special populations）の発達段階表を質問紙化し（付表 11-1）、上記
の補聴手順を施した症例の発達経過から、早期補聴の臨床的意義を考察する。 
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第２節 方法 
 本研究では、０歳児３症例における乳児期の補聴器装用経過について、（1）補聴器形
の選択、（2）VRA、（3）RECD 測定と 2cc SPL フィッティング、（4）補聴下のきこえ

の発達評価の４つの観点から検討する。 
 対象児は、出生した産科での新生児聴覚スクリーニング検査後、精査医療機関である
私立大学附属の耳鼻咽喉科クリニックにて両側高度難聴（または両側重度難聴）の診断

を 2011 年までに受けて、補聴器装用を開始した乳児のうち３名とした。表 10-1 のよ
うに、３名とも ABR（クリック刺激）にて両側にＶ波閾値上昇がみとめられ、DPOAE

は両側無反応であった。難聴の原因疾患として、症例 A は原因不明、症例Ｂは GJB2
遺伝子変異、症例Ｃは両側内耳奇形（common cavity 型）が指摘された。全例とも、
先天性サイトメガロウイルス感染に関する検査は陰性であった。補聴器装用開始月齢は、

３名とも０歳 5ヵ月であった。対象児の両親には、言語聴覚士を中心に補聴器の適合・
装用指導および子どもへの関わり方に関する初期指導が継続的になされ、発達状況に応
じて教育機関（特別支援学校〔旧聾学校〕、児童発達支援センター〔旧難聴幼児通園施

設〕）へ紹介がなされた。 

（1）補聴器形の選択については、症例Ａにはベビー形の両耳装用を始めた後に耳かけ
形へ移行させた。ベビー形補聴器は、耳かけ形補聴器のフック部に長さ 12cm のビニー

ルチューブをつないでイヤモールドを耳に装着させ、補聴器本体を胸部に装着させる方
式をとった。この長めのチューブを使用すると低域ピークが生じるため、これを抑える
よう補聴器本体の周波数特性を設定した。症例Ｂ、Ｃには当初から耳かけ形を両耳に装

用させた。３名の補聴器装用経過から、補聴器形の選択について検討した。 

（2）と（3）については、第Ⅱ～Ⅲ部で論じた手法（インサートイヤホン装着下の VRA、
RECD 測定と 2cc SPL フィッティング）を適用した。これらの手法の詳細は、前章ま

でに述べたところである。３名とも、初期からノンリニア増幅によるデジタル補聴器を
使用し、装用試行的手順を経ながら補聴器の微調整を加えていった。なお、全例に対し
てデジタル信号処理によるハウリング抑制機能を利用した。 

（4）補聴下のきこえの発達評価については、EASD を参考に日本語による質問紙を試

案し、日常におけるきこえの経時的発達の追跡を行った。EASD の原版は健常児の 0歳
～2 歳代レベルの聴性・音声行動の発達に関する５段階（全 39 項目）で構成され、補
聴器装用児や他障害を有する子どもへの適用も想定している点が特徴である。日本語化
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にあたっては、12 名の乳幼児の保護者に問診を実施してワーディングを検討した。「オ
ムツが濡れると養育者を声でよぶ」という箇所（項目 3-6）は、現代の紙オムツ使用下
では不適切と判断されたため削除し、回答者に分かりにくかった箇所は文言の修正・補

筆を行った。日本語化された EASD 質問紙は言語聴覚士が保護者に問診によって実施
し、○（すでにできる）、△（できつつある）、�（まだできない）の３段階にて評定し

た。なお、この EASD 質問紙については、第 11 章においても引き続き検討する。 
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表 10-１ 対象児の耳科学的諸検査の結果 

 
 

 ABR DPOAE 内耳 
奇形 

難聴遺伝 
子変異 

サイトメ
ガロウイ
ルス感染 

その他 

症例Ａ 右 80dB 左 80dB 
両側 
無反応 なし 所見なし 陰性 

0 歳 10 ヵ月時よ
り両側中耳炎・外
耳炎に罹患 

症例Ｂ 右 80dB 左 80dB 
両側 
無反応 なし 

GJB2 
遺伝子 
変異 

陰性 特になし 

症例Ｃ 右 100dB無反応 左 100dB無反応 
両側 
無反応 

両側 
common 
cavity 

所見なし 陰性 特になし 

 
 ３名は 2009～2011 年に出生した．出生時体重は 2800～3400g，在胎週数は 38～41 週であ
った．自動 ABR による新生児聴覚スクリーニング検査では両側 refer であった．ABR（気導）
はクリック音刺激によるもので，診断時の値（nHL）を記載した．ASSR（気導）は症例Ａのみ
実施されたが，推定オージオグラムは両側とも 80dB（MASTER dBHL）であった． 
 
 

 
第３節 結果 

（1）補聴器形の選択：補聴器の形状について、症例Ａは当初はベビー形補聴器を両耳
に装用させた。ハウリングの頻度は少なかったが、チューブ部を自分で引っ張り補聴器
を外す行動が頻繁にみられ、耳への装着自体が安定しなかった。このため 0 歳 6 ヵ月

の時点で耳かけ形に移行させたところ、補聴器を引っ張って外す行動は少なくなった。
しかし、同症例は月齢 10 ヵ月時より外耳炎・中耳炎を併発し、耳の搔痒感と増幅効果
の不安定さのためか、補聴器の継続的装用が一定期間、困難となった。 

 症例Ｂ、Ｃは、当初から耳かけ形補聴器を両耳に装用させた。症例Ｂ（高度難聴）で
はハウリングの問題は頻繁には生じなかった。症例Ｃ（重度難聴）では、弱いハウリン

グ（正しくは、ハウリング抑制時に生じる制御音の音漏れも含まれる）が頻繁に生じた
ままで、イヤモールド再作製によっても完全には解消されなかった。耳かけ形補聴器を
装用したこの２名においては、乳児自身が補聴器を外す行動は著しくは生じなかった。 

（2）VRA：3 名とも VRA の条件付けが形成されると、インサートイヤホンによって
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各周波数における反応閾値が左右耳別に測定可能となった（図 10-1）。条件付けが成立
して気導オージオグラムが得られ始めた月齢は、症例Ａは 0歳 10 ヵ月、症例Ｂは 0歳
７ヵ月、症例Ｃは０歳８ヵ月であった。VRA によって、補聴器装用下の反応閾値も測

定可能であった。 
（3）RECD 測定と 2cc SPL フィッティング：RECD について、外耳・中耳疾患のなか
った症例Ｂ（８ヵ月時）、症例Ｃ（８ヵ月時）の実測結果を図 10-2 に示した。これらの

結果から、2cc カプラの基準レベルに対して 200～4000Hz の範囲で、周波数が上がる
にしたがって外耳道内のレベルが増すことが示された。その差は 2000Hz 以上で、症

例Ｂでは概ね 10dB 以上に、症例Ｃでは概ね 15dB 近くに達していた。 
 2cc SPL フィッティングの適用について、外耳・中耳罹患がなく、反応閾値が安定し
ていた症例 B、Cの 2cc SPL への閾値換算による補聴器周波数特性処方を、図 10-3 に

示した。この２名に対する特性処方は、当初、2.0～3.0 の高い圧縮比で設定し、月齢
に伴って圧縮比を低くしながら最大出力音圧レベルと高音域の利得・出力レベルを高め
るように変更していった。図10-3は、これらのノンリニア補聴器の圧縮増幅特性とVRA

による反応閾値上の感覚レベル（dBSL）との関係を示したものである。 
（4）質問紙によるきこえの発達評価：EASD 質問紙による症例Ｂ、Ｃの月齢５～12 ヵ

月の間の経時的変化の例を表 10-2 に示した。高度難聴の症例Ｂは、０歳５ヵ月時にも
発達段階１～２での聴性行動が確認されたが、補聴器装用後には通過項目が増し、月齢
12 ヵ月時には発達段階４まで進んだ。症例Ｃは common cavity 型の内耳奇形がみら

れた重度難聴例であった。0歳 5 ヵ月時には発達段階 1の項目において聴性行動はほと
んど確認されなかったが、重度の内耳奇形であったにも関わらず、症例Ｂと同様に、補
聴器装用後に前言語期の聴能発達を経ていく過程が質問紙上に示された。 
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図 10-1 VRA によって得られた０歳児のオージオグラム 

 気導聴力は 3A インサートイヤホンによる．図中の黒の三角印は補聴器装用下の反応閾値を表
す．症例Ａは，月齢 10 ヵ月時より両側中耳炎・外耳炎に罹患したため，11 ヵ月時に左耳に（翌
月に右耳に）鼓膜チューブによる処置がなされた．なお，症例Ｂは第６章の症例Ｄと同一児で
あり，図 6-2 に骨導 VRA の結果（気骨導差なし）が記載されている．  

症例Ａ 

症例Ｂ 

症例Ｃ 
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図 10-2 RECD の測定例 
 Frye electronics社 FONIX FP-35のプローブチューブマイクロホンによる実耳測定システム
と 3A インサートイヤホンを組み合わせて測定した．上図は症例Ｂ（０歳８ヵ月時）の RECD
特性（右耳・左耳），下図は症例Ｃ（０歳８ヵ月時）の RECD 特性（左耳）を示す．図中の２と
３は，イヤモールド装着時の特性を示し，2ccHA-2 カプラによる基準レベル＝１と２，３のレ
ベル差が RECD を表す．症例Ｃの右耳の RECD は，測定途中で対象児が目を覚ましたために行
えなかった．なお本図では，プローブチューブマイクロホンの挿入方向による補正（第７章を
参照）は行っていない． 

  

1 = ����� 
(2ccHA-2	��) 

2 = �# 
3 = �# 

 

2 = �# 
 

1 = ����� 
(2ccHA-2	��) 

症例Ｂ 

症例Ｃ 
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図 10-3 2cc SPL 上での反応閾値と補聴器の出力レベルの比較 
 本図は，2cc HA-2カプラにおける出力レベルと反応閾値の比較を示す．補聴器特性測定には，
Frye electronics 社 FONIX FP-35 を用いた．入力信号はフラット特性の純音，入力レベルは，
50，65，80，95dBSPL による． 
 症例Ｂ：左図は０歳８ヵ月時，右図は０歳 10 ヵ月時のインサートイヤホンによる反応閾値（右
耳）を 2cc SPL に変換し，使用補聴器（左図：Phonak 社 NaidaⅠSP，右図：Phonak 社 NaidaS 
V SP）のカプラ内出力特性に重ね合わせた． 
 症例Ｃ：左図は０歳５ヵ月時，右図は０歳 11 ヵ月時の使用補聴器（左図：Oticon 社 700SP，
右図：Phonak 社 Naida V UP）のカプラ内出力特性（右耳）を示す．０歳５ヵ月の時点ではイ
ンサートイヤホンによる反応閾値は測定不能であったが，０歳 11 ヵ月の時点では反応閾値との
重ね合わせが可能であった．２症例とも，初期の特性処方は圧縮比をかなり高めに，高音域利
得・最大出力音圧レベルを弱めに設定し，月齢が上がるにしたがって次第に圧縮比を緩めた．
また高音域利得・最大出力音圧レベルも，次第に強めに変更する微調整を施した．  

症例Ｂ 

症例Ｃ 

０歳５ヵ月  ０歳 11ヵ月  

０歳８ヵ月  ０歳 10ヵ月  
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表 10-2a EASD 質問紙による補聴下のきこえの発達の評価例（症例Ｂ）  
�! ���� ���
������������"���
 �� 

�� 
��
 

�� 

	�


��� 
���� #"! 4�1)& 8��@�*6-;?M 2��5�
�@��1*6-;?    

大きな音に対するはっきりとした反応（驚く，動きをとめる，声を出す，目を大きく見開
く，まばたきをする）がある。 

   

ふとした物音や、やや小さめの音に対してもはっきりとした反応（前項を参照）がある。    
養育者の声に対するはっきりとした反応がある。    
音を出す物を注視することがある、養育者と目が合うことがある。    
    

���� $"! �@:0*='2.?M 5��@��,6-;?M�	�4�@�,6-;?    

音を出す動く物や養育者を追視しようとする。    
音のする方向へ振り向いたり、手を伸ばしたりする。    
養育者の声かけに笑う。    
お着替え・だっこ・おむつ替えのときや、手足・体を動かすあそびの間に声出しが増す。    
語りかける声の調子（あやす，大きな声を出す，普通に話すなど）を大きく変えると、表
情や動きが変わる。 

   

声出しあそびをする（養育者の声かけによって声出しが増す）。    
気に入った物をみたときなど、その物に対して声を出す。    
歌や音楽が流れると声を出したり、ふと聞き入ったりする。    
    

���� %"! �@:0*?& �@�'M 5��@��.?M�	�4�@�.    

音の出る物を意図的にさわったり、いじったり叩いたりする。    
ある一定の短い時間、声に聞き入る。    
もっとあそんでほしい、楽しいことを続けてほしいときに、養育者に声を発する。    
周囲の音の状況に変化があると、何が起きたのか気にする。    
機嫌の良いときと悪いときで、出す声（泣き声ではなく）の調子が異なる。    
お腹がすいた、もっと食べたい、だっこしてほしい、それがほしい、誰かにかまってほし
い（部屋に一人にしないでほしい）ときなどに、養育者を声（泣き声ではなく）でよぶ。 

   

不意の見知らぬ音に驚いたり、不安になって泣いたりする。    
音あそび（拍手パチパチ，手をふる，おもちゃをたたく，簡単な声あそびなど）を繰り返
し楽しむ。 

   

料理する音・水の出る音・声・動物の鳴き声・教室でいつも聞く歌・ドアの閉まる音・車
の鍵の音といった音の手がかりから、これから起きる日常の事柄・身近な人の動きなどを
予測することがある。 

   

身振りを交えた日常よく使うことば（バイバイ，だっこしましょうね，いただきます，バ
ンザイ，手あそび・指あそびの歌など）を理解できることがある。 

   

    

����K"! J+275��(
.M�@BEFDAICGH5/;4�'    

バイバイ、どうも、おしまい、ダメなどの、日常よく使うことばを理解する。    
自分の名前を呼ばれると、振り返る、笑う、手を挙げる、声を出す。他の人の名前の場合
には、そのように応じない。 

   

声まねあそびをする（違う声のパターンを聞かせると、声の出し方を変えようとする）。    
バイバイ、おはようなど、日常よく使うことばをそれらしく言う。    
何か言うとき、要求するとき、困ったとき、怒ったときなどでいろいろな声の出し方（声
の高さ，大きさ，長さ）をする。 

   

養育者や身近な人の名前らしきもの（あるいは物の名前）を言う（パパ，ママ，ナナなど）。    
複雑な音の出るおもちゃ（ボタンを押したり，握ると音が出る物）を楽しんで使う。    
嫌なときや「イイエ」を示すときに、首を横にふる。    
ある程度の長さの時間、話し手と関わることができる。    
音楽に合わせて体をゆする、踊る、ダンスをする。    
    

����L"!���3����(6-9?M�,+27@�'M��4=?<>2>(6-9?    

身振りなしで、ことばによる簡単な指示を理解できる。    
身の回りのいろいろな物の名前やよく使う表現など、話せることばの数が増え続けている。    
ところどころに指さしや身振りなどを交えながら、文らしきことばを話す。    
言われたことが分からなかったとき、そのことを話し手に伝えたり、知らない物について、
「ナアニ？」と聞いたりする（質問行動の始まり）。 

   

目の前にない物について、その物の名前を挙げて話す。    
家族の名前、クラスの友達の名前、体のいくつかの部位の名前が分かる。    
周囲に他の音があったり、何かに気をとられているときでも、先生や友達がよぶ声・合図
などが分かる。 

   

5 ヵ月時 

８ヵ月時 

12 ヵ月時 
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表 10-2b EASD 質問紙による補聴下のきこえの発達の評価例（症例Ｃ）  
ÅÝÛ���� Ï�º=DGÁÉ·¶Ò>Í{zØâ�Ù�
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���� #"!  4�1)& 8��@�*6-;?M 2��5�
�@��1*6-;?    

大きな音に対するはっきりとした反応（驚く，動きをとめる，声を出す，目を大きく見開
く，まばたきをする）がある。 

   

ふとした物音や、やや小さめの音に対してもはっきりとした反応（前項を参照）がある。    

養育者の声に対するはっきりとした反応がある。    

音を出す物を注視することがある、養育者と目が合うことがある。    
    

���� $"!  �@:0*='2.?M 5��@��,6-;?M�	�4�@�,6-;?    

音を出す動く物や養育者を追視しようとする。    

音のする方向へ振り向いたり、手を伸ばしたりする。    

養育者の声かけに笑う。    

お着替え・だっこ・おむつ替えのときや、手足・体を動かすあそびの間に声出しが増す。    

語りかける声の調子（あやす，大きな声を出す，普通に話すなど）を大きく変えると、表
情や動きが変わる。 

   

声出しあそびをする（養育者の声かけによって声出しが増す）。    

気に入った物をみたときなど、その物に対して声を出す。    

歌や音楽が流れると声を出したり、ふと聞き入ったりする。    

    

���� %"!  �@:0*?& �@�'M 5��@��.?M�	�4�@�.    

音の出る物を意図的にさわったり、いじったり叩いたりする。    

ある一定の短い時間、声に聞き入る。    

もっとあそんでほしい、楽しいことを続けてほしいときに、養育者に声を発する。    

周囲の音の状況に変化があると、何が起きたのか気にする。    

機嫌の良いときと悪いときで、出す声（泣き声ではなく）の調子が異なる。    

お腹がすいた、もっと食べたい、だっこしてほしい、それがほしい、誰かにかまってほし
い（部屋に一人にしないでほしい）ときなどに、養育者を声（泣き声ではなく）でよぶ。 

   

不意の見知らぬ音に驚いたり、不安になって泣いたりする。    

音あそび（拍手パチパチ，手をふる，おもちゃをたたく，簡単な声あそびなど）を繰り返
し楽しむ。 

   

料理する音・水の出る音・声・動物の鳴き声・教室でいつも聞く歌・ドアの閉まる音・車
の鍵の音といった音の手がかりから、これから起きる日常の事柄・身近な人の動きなどを
予測することがある。 

   

身振りを交えた日常よく使うことば（バイバイ，だっこしましょうね，いただきます，バ
ンザイ，手あそび・指あそびの歌など）を理解できることがある。 

   

    

����K"! J+275��(
.M�@BEFDAICGH5/;4�'    

バイバイ、どうも、おしまい、ダメなどの、日常よく使うことばを理解する。    

自分の名前を呼ばれると、振り返る、笑う、手を挙げる、声を出す。他の人の名前の場合
には、そのように応じない。 

   

声まねあそびをする（違う声のパターンを聞かせると、声の出し方を変えようとする）。    

バイバイ、おはようなど、日常よく使うことばをそれらしく言う。    

何か言うとき、要求するとき、困ったとき、怒ったときなどでいろいろな声の出し方（声
の高さ，大きさ，長さ）をする。 

   

養育者や身近な人の名前らしきもの（あるいは物の名前）を言う（パパ，ママ，ナナなど）。    

複雑な音の出るおもちゃ（ボタンを押したり，握ると音が出る物）を楽しんで使う。    

嫌なときや「イイエ」を示すときに、首を横にふる。    

ある程度の長さの時間、話し手と関わることができる。    

音楽に合わせて体をゆする、踊る、ダンスをする。    

    

����L"!���3����(6-9?M�,+27@�'M��4=?<>2>(6-9?    

身振りなしで、ことばによる簡単な指示を理解できる。    

身の回りのいろいろな物の名前やよく使う表現など、話せることばの数が増え続けている。    

ところどころに指さしや身振りなどを交えながら、文らしきことばを話す。    

言われたことが分からなかったとき、そのことを話し手に伝えたり、知らない物について、
「ナアニ？」と聞いたりする（質問行動の始まり）。 

   

目の前にない物について、その物の名前を挙げて話す。    

家族の名前、クラスの友達の名前、体のいくつかの部位の名前が分かる。    

周囲に他の音があったり、何かに気をとられているときでも、先生や友達がよぶ声・合図
などが分かる。 

   

5 ヵ月時 

7 ヵ月時 

9 ヵ月時 

12ヵ月時 
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第４節 考察 
１．補聴器の形状選択について 
 まず乳児に対する補聴器の形状選択に関して、文献も含めて考察する。中市・廣田ら

（2014）による全国調査では、１歳未満児の使用する補聴器のうち、耳かけ形の占め
る割合は 70.9％、ベビー形は 28.5％であったことが報告されている。米国における補
聴に関するガイドライン（the pediatric working group conference on amplification 

for young children with auditory deficits，1996；AAA，2003）は、ハウリングが不
可避なほどの最重度（WHO 分類における profound）の難聴や運動発達上の問題がな

ければ、原則として早期からの耳かけ形補聴器の装用を推奨している。耳あな形よりも
耳かけ形を推奨する理由として、耳あな形が外耳の成長期にある低年齢児には適しない
ことの他に、耳かけ形の方がテレコイルや外部入力端子（FM補聴援助システムなどの

ワイヤレステクノロジー機器用も含む）などの教育用オプション利用上の汎用性が高い
こと、また耐久性が高いことを挙げている。乳児に選択する補聴器は、その後の教育環
境の変化を見据えた中・長期的な使用を想定しなければならず、耳かけ形の有利性が指

摘されている。 
 一方でベビー形は日本独自の装用様式であるため、米国のガイドラインには記されて

いない。ベビー形と耳かけ形の形状による比較については、立入・青木（2008）が集
音機能を含めた検討を行っている。立入らは、耳かけ形のマイクロホンの方が自然な耳
の位置に近く集音の上で有利なこと、また感音難聴にみられる聴感上のダイナミックレ

ンジの狭小化に対しては、自声-他声間のレベル差が少ない耳かけ形の方が聴取上有利
と考えられることから、乳児への耳かけ形使用を推奨している。本研究においてもベビ
ー形と耳かけ形の両方を用いたが、症例Ａではベビー形のチューブ部が装用上のトラブ

ルの原因となっており、形状選択においてベビー形を積極的に推奨する特段の理由はみ
あたらなかった。 

 また本研究が行ったインサートイヤホン装着下の VRA では、耳かけ形補聴器用イヤ
モールドが結合されて EDT（earmold-derived threthold）が測定された。EDT は SPL
フィッティングへの利用の上で適している。ハウリング発生の問題は残ったものの、以

上のことを総合的にみると、初期から耳かけ形補聴器を使用するメリットは大きいと思
われる。  
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２．補聴器の装用上の問題について 
 ３症例への補聴において解決できなかった補聴器の装用上の問題を、２つ挙げる。第
１の問題は、耳かけ形補聴器ではハウリングが発生しやすいことである。症例Ｃ（重度

難聴）は耳かけ形補聴器を高利得で使用しており、デジタル信号処理によるハウリング
抑制機能を使用したにも関わらずハウリング発生を抑えきれなかった。乳幼児において
ハウリングが発生しやすい原因として、外耳が柔らかいこと、外耳の成長が早くイヤモ

ールドがすぐに合わなくなることが、これまでも指摘されてきた（清水・立入，2006）。
これに対し、本研究は RECD 測定（第７章、図 10-2）の検討を経ていることから、乳

児の外耳道内で高音域の補聴器の出力レベルが増すという音響的要因が、ハウリングの
原因として加わっていることを明らかに指摘できる。この RECD にみられる高音域増
強はハウリング誘因の一つであり、フィッティング上の対応が必要と思われる。 
 今回、デジタル補聴器のハウリング抑制機能を用いたにも関わらず、高出力補聴器で
はハウリングを完全には抑えきれなかったという結果をふまえると、乳児への耳かけ形
補聴器の効果的使用の上では、特にイヤモールドの早急な作り直しを含めたハウリング

対策はやはり重要と考えられる。今後、さらに高性能のハウリング抑制機能をもつデジ
タル補聴器を初期から試用・貸出できるようになれば、ハウリングのトラブルが低減さ

れると期待される。当面、ハウリングに対しては、補聴器の増幅特性処方（特に高音域）
上の対処を施すべきであり、これらを組み合わせる必要があろう。次項で、詳細を述べ
ることとする。 

 第２の問題として、中耳炎・外耳炎に罹患した症例Ａの経過にみるように、装用自体・
装用効果を大きく左右するトラブルが乳児期に起こりうることが挙げられる。中耳炎は
補聴器の装用効果を下げ、外耳炎は補聴器の装着自体を妨げる直接的原因となったと考

えられる。症例 A は難聴以外に重複する先天性疾患・障害のない乳児であったが、低
年齢児において罹患が稀でない耳疾患が、継続的な補聴器装着自体を妨げるまでの事態

を招いたことになる。中市らの調査（2014）においても補聴器常用を妨げる原因に「か
ぶれなどのトラブル」が含まれているが、本症例にみるように外耳・中耳疾患が補聴器
常用に影響が及ぶ危険性があることには留意すべきであり、定期的な耳鼻科的監察は補

聴に関わるリスク管理の上でも重要と考えられる。 

 
３．本手法による増幅特性設定上の留意点について 

 本研究で用いた VRA と 2cc SPL フィッティングに基づく増幅特性の検証法は、補聴
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器による閾値上の音声可聴性の確保を目的としている。図 10-3 をみると、VRA の反応
閾値を 2cc SPL に変換して閾値上の可聴域と補聴器の出力レベルを比較することによ
って、ノンリニアによる圧縮増幅特性に再調整を施すべき検討点はないか、周波数別に

確認することができることが分かる。すなわち、音声レベルに相応する入力レベルの純
音が閾値上のどの感覚レベルに達しているかを確認しながら再調整を行えることにな
る。従来の COR に基づく補聴手順における増幅特性の検証精度の粗さという問題は、

大きく改善されたといえる。 
 以下に、症例 B（高度難聴）と症例 C（重度難聴）の２名に対する補聴器特性設定（図

10-3）に関して、具体的な留意点を２点にまとめて記す。 
 第１の留意点として、早期補聴においては音声可聴性の確保を目指す一方で、音響外
傷を与えうる過大出力を避けることが挙げられる。これらの相反する事柄を両立させる

ために、症例Ｂ、Ｃ（図 10-3）では、初期フィッティングにおいてノンリニア補聴器
の圧縮比を高めに設定して一定の利得を確保しながらも、最大出力音圧レベルを弱める
対処を用いた。症例Ｂ（０歳５ヵ月時）、症例Ｃ（０歳８ヵ月時）の特性処方では、両

症例ともに高い圧縮比設定（2.0～3.0）を施した。その後の装用試行的手順と再調整を
行う過程で、症例Ｂ（０歳 10 ヵ月時）、症例Ｃ（０歳 11 ヵ月時）とも最大出力音圧レ

ベルを高めて、圧縮比を低める特性に変更していった。この２症例のように圧縮比を高
めに設定して次第に低くする手順は、初期から必要な利得を確保しながらも過大な最大
出力音圧レベルを避けるための一手法として利用できると考えられる。 

 第２の留意点として、特に高音域の周波数特性への対処が挙げられる。前述したハウ
リングおよび RECD 特性（図 10-2）への対処として、症例Ｂ、Ｃともに初期には高音
域の出力を弱めた設定を施した（図 10-3）。ハウリングへの対処には、イヤモールドの

早めの再作製やデジタル信号処理によるハウリング抑制機能の他にも、このような高音
域出力を弱める特性設定上の対応が必要と考えられる。 

 第２の留意点について補足する。本研究が採用した 2cc SPL フィッティングの手順
は、従来の COR に基づく補聴手順と異なり、カプラ内で実測された入力レベル別の出
力特性を参照する手順が必須であることから、閾値上の圧縮増幅特性を含めた細かな調

整作業の上で適していると考えられる。２症例に対しては、デジタル補聴器のマルチバ
ンド型（多周波数帯域に分割された方式）調整機能を利用して、1000Hz 以上の高音域
の利得・最大出力音圧レベルを低めに設定する、ノンリニア増幅に関しては低入力レベ
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ルに対するニーポイント（圧縮開始点）のレベルを低く設定しすぎないことが必要であ
った。特にニーポイント設定に関しては図 10-3 の周波数特性図上では把握できないが、
原理上、ノンリニア補聴器の低入力レベルに対するニーポイントのレベルを低く設定し

すぎた場合、ハウリングの誘発原因となりうるため注意を要する。 
 今回の症例 B、Cに対しては、外耳道内での高音域増強に対処するために補聴器側の
高音域出力を弱める初期設定を施したが、その後の補聴器フィッティングの中期的方針

として、外耳道の成長に合わせて徐々に高音域出力を上げていく再調整を行うことにな
る。図 10-3 によると、症例Ｂは月齢 10 ヵ月の時点で高音域の利得が上げられた。重

度難聴の症例Ｃも、月齢 11 ヵ月の時点で高音域に再調整が施され、2000Hz 以下では
50dBSPL 以上の入力音が可聴域に達するようになった。この調整は、図 10-1 の補聴器
装用下の反応閾値にも反映されている。 

 以上の２つの留意点をまとめると、本研究の２症例に対しては、初期には各調整パラ
メータの設定を複合的に組み合わせて、過大出力とハウリングに配慮して最大出力音圧
レベルと高音域を低めに設定し、一方で 1000Hz 以下の中・低音域において圧縮比を

強めに設定しながら必要利得を確保する処方が行われた。その後、最大出力音圧レベル
と高音域に関して微調整を繰り返して、徐々に可聴性を高めていくことになる。言い換

えると、特に初期においては中・低音域の可聴性の優先的確保を目指したともいえる。
中・低音域には発声時の母音・有声音の音響エネルギーが多く含まれ、韻律（プロソデ
ィ）知覚への貢献度も高いことが報告されている（Grant & Walden，1996）。中・低

音域の補聴は、乳児と養育者間の韻律交信を主体とした情動的な音声コミュニケーショ
ンの成立と発達（中村，2006）に貢献すると考えられる。 
 

４．本手法のフィッティング上の課題について 
 本手法のフィッティング上の臨床適用上の課題について整理する。2cc SPL フィッテ

ィングは、インサートイヤホン装着下の VRA によって左右耳別に周波数別の反応閾値
が得られることを前提としている。VRA の適用月齢に関しては、本章および第５章に
おいて０歳後半の月齢で測定可能となることが示された。言い換えれば、VRA の条件

付け形成前の０歳６ヵ月前の補聴器特性処方は、ABR（および ASSR）による他覚的検
査と BOA による限られた閾値推定の情報に頼って行わざるを得ない。つまり何らかの
理由によって VRA による反応閾値の確定が遅れれば、各耳の周波数別の閾値情報を欠
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いたままとなり、依然として特性処方上の曖昧さを残すことになり、課題と考えられる。 
 また小児への補聴に関する米国のガイドライン（AAA；2013）には、デジタル信号
処理によるノイズ抑制、指向性機能、周波数変換に関する記載がなされている。現時点

で本研究が開発した手法が及ぶ範囲は、利得／周波数特性、圧縮比、最大出力音圧レベ
ルという基本的な増幅特性の設定にとどまるものである。これらは特性処方上の最も基
本的事項ではあるが、本研究の手法が近年のデジタル補聴器の諸機能の全般的設定・検

証にまで至っていない点は、今後の課題といえる。 
 

５． EASD 質問紙による補聴下のきこえの発達評価について 

 補聴下のきこえの発達評価のためには、生活・指導場面の行動観察に加え、質問紙な
どの何らかの評価ツールが必要と思われる。本研究では EASD 質問紙が使用され、２

症例の０歳５ヵ月～12 ヵ月までの補聴下のきこえの発達的変化の評価がなされた（表
10-2）。症例Ｂ（高度難聴）において発達段階１～３（前言語期）の順調な聴性・音声
行動の発達が示された。また、症例Ｃは両側内耳奇形による重度難聴のために発達上の

困難が予想されたものの、順調な発達が示された。本質問紙によって０歳代の継時的発
達の様相が描出された点は重要であるが、この発達の結果は、０歳５ヵ月からの重点的

な補聴が乳児の聴能発達に及ぼす効果を反映したものと考えられる。 
 本研究は、０歳後半の月齢において VRA に基づく 2cc SPL フィッティングによる補
聴器の適合作業が臨床的に可能であることを示した。この結果は、０歳後半の月齢で適

切な補聴下で聴覚障害乳児に前言語期段階の聴覚的経験を積ませた上で、１歳以降の言
語期に導きうることを意味するものである。症例Ａのように何らかの耳疾患の罹患によ
り補聴器の装用自体が休止される事態も起こりうるが、症例 B、Cの EASD 質問紙によ

る評価結果をみると、2cc SPL フィッティングによる重点的な補聴は、前言語期の聴性
行動発達に直接的に貢献したと考えられた。乳幼児に対する補聴の効果は、このような

聴能発達上の確証まで含めた上でとらえることが重要であろう。 
 本研究におけるEASD質問紙の適用は、まだ事例的実施の模索的段階にとどまるが、
本質問紙のような初期からのきこえの発達に着目したツールは、１歳以降の人工内耳へ

の移行や教育上の選択を見定める上での一情報として活用できる可能性がある。次章に
おいても検討を続けることとする。  
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６．本章のまとめ 
 本研究は、新生児聴覚スクリーニング後の精査によって難聴を診断された０歳児３名
を対象に、2cc SPL フィッティングに基づく補聴手順の適用について検討した。本研究
が得た知見は、以下にまとめられる。 
 

1）  2cc SPL フィッティングによる補聴器適合作業は、インサートイヤホン装着下

の VRA による反応閾値が得られる０歳後半の月齢から実施であった。VRA が実
施可能となれば、EDT を 2cc SPL に変換してノンリニア補聴器の増幅設定（利得
／周波数特性、圧縮比、最大出力音圧レベルの設定）を行うことができた。 

2）  補聴器の形状選択について、ベビー形に比べて耳かけ形の方が装用上のトラブ
ルが少なかった。一方で、耳かけ形の高出力補聴器においては、ハウリング抑制

機能を用いてもハウリングの問題は完全には解消されず、イヤモールドの再作製
と特性設定上の対処が必要であった。RECD による高音域の外耳道内出力レベル
の増加は、ハウリングの原因の１つと考えられた。また外耳・中耳疾患は、補聴

器の効果的装用を妨げる原因となりうるため注意を要した。 

3）  EASD 質問紙を用いた継時的評価により、補聴器を装用した０歳児２名（高度難
聴、重度難聴）における前言語期の聴性・音声行動の発達的変化が示された。こ

の発達経過の結果は、2cc SPL フィッティングによる重点的な補聴が、乳児の前
言語期における聴能発達に及ぼした直接的効果を反映したものと考えられた。 

 
 本研究の VRA、RECD 測定、2cc SPL フィッティングによる一連の体系化された補
聴手順は、０歳後半の時点から適用可能であった。過大増幅やハウリングを避けるため

の増幅特性、イヤモールド、耳疾患に関わる留意点があるものの、各耳の聴覚閾値と実
耳特性に対応したノンリニア補聴器の閾値上の増幅が与えられることは、前言語期から
の乳児の聴能発達に大きく貢献することが EASD 質問紙の評価から示されたと考えら

れる。本手法は、０歳児への耳かけ形補聴器の精度の高い適合作業を可能にするもので、
従来の COR に基づく補聴手順の検証精度の粗さを大きく改善しうることが、症例を通

して明らかにされた。  
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第 11章 EASD質問紙による補聴器装用乳幼児のきこえの発達評価 
 
第１節 目的 
 本章では、新生児聴覚スクリーニング検査後の精査によって両側難聴を診断され、０

歳代から補聴器を装用した乳幼児のきこえの発達の継時的評価を行う。特に 2cc SPL
フィッティングによる早期補聴の効果を、聴能発達の観点から明らかにすることを目的
とした。 

 ０歳児への適切な補聴は、音の認知能を含めてより自然なきこえの発達を促す効果が
期待される。乳幼児期のきこえの発達評価に関しては、第１章で述べたように、海外で
は 2000 年頃から多様な形式の評価ツールが考案されつつあり、０歳からの聴性・音声

行動の発達評価を行える環境が整いつつあるところである。これらの評価ツールの１つ
に、Educational Audiology Handbook（Johnson et al. 1997）に掲載された early 

auditory skill development for special populations（EASD）の発達段階表がある。
EASD の適用については、すでに第 10 章において０歳児への症例的検討による検討が
始められたところである。本研究では、０歳代から 2cc SPL フィッティングによる早

期補聴を施された乳幼児群の聴性・音声行動の発達的様相について、質問紙化した
EASD（付表 11-1）による経時的評価から考察することとした。 
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第２節 方法 
 対象児は、新生児聴覚スクリーニング後に私立大学附属の耳鼻咽喉科診療機関の精査
で両側難聴の診断を受けて、０歳代から補聴器装用を開始した 10 名（男児７名、女児

３名）とした（表 11-1）。出生期間は 2009 年 1 月～2011 年３月まで、調査時の最終
生活年齢は１歳３ヵ月～３歳５ヵ月まで分布した。対象児の在胎週数および出生体重は
正常範囲にあった。 

 聴力レベルの欄は ABR、ASSR の他覚的検査と VRA（visual reinforcement 
audiometry）の反応閾値から記載したもので、良聴耳は 50～100dBHL まで分布した。

難聴の原因検索においては、内耳奇形が３名、家族性難聴を含めて遺伝的背景がある者
が３名、ANSD（auditory neuropathy spectrum disorder）が１名、原因不明が３名
であった。全例とも、先天性サイトメガロウイルス感染はみられなかった。なお、ANSD

の１名（症例Ｉ）についてはMRI で両側蝸牛神経管の狭小化が疑われたが、VRA によ
り ABR とほぼ整合した反応閾値が安定して得られ、補聴器による増幅効果もみとめら
れた。ANSD 児への補聴器特性処方にあたっては、Duffy（2008）による ANSD の臨

床的分類および補聴が有効な ANSD 例に対する対処法の解説を参考にした。  



 

 166 

 

表 11-1 対象児のプロフィール 
 
対 象 児
（性別） 

推定聴力 
レベル 

難聴の原因 補聴開始 その他 

症例 A 
（男児） 

右 100dB 不明 ０歳５ヵ月  
左 100dB 

症例Ｂ 
（女児） 

右 90dB 不明 ０歳 10 ヵ月 発達の遅れあり。 
左 50dB 

症例Ｃ 
（女児） 

右 100dB Waardenburg 症候群Ⅱ
型 

０歳３ヵ月 ２歳３ヵ月より人工内耳装用。 
左 110dB 

症例Ｄ 
（男児） 

右 110dB 内耳奇形（Incomplete 
Partition-Ⅱ） 

０歳６ヵ月  
左 90dB 

症例 E 
（男児） 

右 100dB 内 耳 奇 形 （ common 
cavity） 

０歳５ヵ月  
左 120dB 

症例 F 
（男児） 

右 70dB 内耳奇形 ０歳６ヵ月  
左 90dB 

症例 G 
（男児） 

右 80dB 不明 ０歳５ヵ月  
左 80dB 

症例 H 
（女児） 

右 70dB 家族性難聴 ０歳６ヵ月 母親、聴覚障害あり。本児、補聴器
の常時装用に至らず。 左 70dB 

症例 I 
（男児） 

右 100dB ANSD ０歳５ヵ月 両側蝸牛神経管狭窄。 
左 100dB 

症例 J 
（男児） 

右 70dB GJB2遺伝子変異 ０歳５ヵ月  
左 70dB 

 症例Ａ～Ｊは出生順に記した．対象児 10 名の出生時体重は 2800～3600g，在胎週数は 38～
41 週に分布した． 
 
 補聴器装用は９名が月齢３～６ヵ月で開始し、軽度難聴を疑われた１名（症例Ｂ）の
み月齢 10 ヵ月から開始した。補聴器形については、２名がベビー形を経て耳かけ形に
移行した他は、８名は当初から耳かけ形で装用を開始した。増幅特性の処方については、

ABR、ASSR と BOA を参照して初期設定を行った後、０歳後半ではインサートイヤホ
ンを使用したVRAによる左右耳別の各周波数の聴覚閾値に基づいた2cc SPLフィッテ

ィングへと移行した。図 11-1 に、同フィッティングを施した症例（症例Ｇ）を例示し
た。症例 G の気導 VRA は 80dB のダイヤルレベルであった。一方、骨導 VRA はスケ
ールアウトであり、鼓膜・画像所見、ティンパノグラムからも伝音障害を示唆する所見

は確認されなかったため、感音性難聴と見込んで増幅特性を処方した。 
 対象児 10 名への両親指導については、個別指導を兼ねた補聴外来を月１～２回、音
楽療法を主体とした親子グループ指導を月２回実施した。さらなる教育が必要な場合は
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特別支援学校（旧聾学校）、児童発達支援センター（旧難聴幼児通園施設）などの教育・
療育機関へ紹介を行った。 
 なお今回の対象児には、調査期間中に補聴器の長時間装用に至らなかった者が１名

（症例Ｈ）、知的発達の遅れが明らかとなった者が１名（症例Ｂ）みられた。症例Ｂは
３歳２ヵ月時の津守・稲毛式の乳幼児精神発達質問紙にて理解・言語、社会（特に相互
交渉）の領域で１歳以上の遅れがみられた。人工内耳への移行例については、症例Ｃが

２歳３ヵ月時に一側に人工内耳の装用を開始し、対側耳の補聴器との併用に至った。 

 調査方法については、対象児の聴性・音声行動発達の継時的評価のために、日本語化

した EASD 質問紙（付表１）を言語聴覚士が養育者に数ヵ月おきに問診にて実施した。
同質問紙は、発達段階１（音に気づく、音へ注意を向けはじめる；音と周囲の出来事を
関連づけはじめる）４項目、発達段階２（音源をみつけようとする；音の意味を理解し

はじめる；意図的に声を出しはじめる）８項目、発達段階３（音源をみつける、音源を
追う；音の意味を理解する；意図的に声を出す）10 項目、発達段階４（音／ことばの
理解が増す；声をコミュニケーションのために使う）10 項目、発達段階５（聴覚的な

言語理解がはじまる；話しことばを使う；会話によるやりとりがはじまる）７項目の全
39 項目で構成される。発達段階１～３までは前言語期に、発達段階４～５は言語期に

あたる。EASD の原版は他障害を併せもつ子どもへの適用を想定していることから正常
発達による到達月齢は記されていないが、デンバー式の正常発達月齢（90％到達月齢）
を３ヵ月刻みで参照すると、第１段階は生後０ヵ月以降、第２段階は３ヵ月以降、第３

段階は６ヵ月以降、第４段階は 12 ヵ月以降、第５段階は 21 ヵ月以降に相当するとと
らえるのが妥当と思われる。 
 評定について、EASD は得点化を想定したものではない。このため本研究では、すで

にできる＝○（２点）、できつつある＝△（１点）、まだできない＝�（０点）の３段階

で記入し、到達度を数量化した。得点化は、到達した発達段階をＳ（その段階の得点が
４点以上、かつ前段階のマイナス点が４点以下であることが今回の条件）、到達した発

達段階における各項目合計得点をＰとし、到達得点＝Ｐ／（Ｓの全項目数×２）＋Ｓ-
１の式で算出した。ただし尺度構成上、今回の３段階評定に順序性はあるが、３段階間

の等間隔性は検証されていない。今回の得点化は順序尺度による便宜的なものである。 
 あわせて全体的発達に関して、運動発達面については定頸、座位、独歩を、言語面に
ついては初語表出、語連鎖表出の月齢をカルテ（診療録）から調べた。  
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図 11-1 2cc SPL フィッティングを適用した例（症例Ｇ） 
 使用補聴器に対して 2cc SPL フィッティングを施した症例Ｇの例を示す．上段左のオージオ
グラムには，インサートイヤホン装着下の気導 VRA（０歳９ヵ月時）と同月齢での使用補聴器
による装用下の反応閾値を記した．上段右のオージオグラムは，気導／骨導 VRA（気導：１歳
７ヵ月時，骨導：１歳８ヵ月時）を示す． 
 使用補聴器の器種は，両耳とも Phonak 社 NaidaＶUP（耳かけ形）であった．下段の補聴器
の周波数特性図（左図は右耳，右図は左耳）は，月齢９ヵ月時点での 2cc HA-2 カプラにおける
出力レベルを示す．補聴器特性測定には，Frye electronics 社 FONIX FP-35 を用いた．入力信
号はフラット特性の純音，入力レベルは，50，65，80，95dBSPL による．聴覚閾値は上段左
のオージオグラムによるもので，2cc SPL へのデシベル変換を行って重ね書きした． 

  

左耳：０歳９ヵ月時  右耳：０歳９ヵ月時  
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第３節 結果 
 図 11-2 に、対象児の運動面（定頸、座位、独歩）、言語面（初語表出、語連鎖表出）
の獲得月齢分布を示した。定頸については９名が月齢３～４ヵ月で可能となったが、５

ヵ月まで遅れた者も１名みられた。座位については月齢９ヵ月以降まで遅れた者が４名、
独歩については月齢 18 ヵ月以降まで遅れた者が３名みられた。運動発達が正常範囲の
者がいる一方で、遅れのある者がみられたことになる。言語面についてはまだ相応月齢

に達しない者も含まれたが、初語表出については 12～18 ヵ月の間に可能になった者が
５名、18 ヵ月以降となった者が２名みられた（中央値＝17 ヵ月）。語連鎖表出につい

ては、30 ヵ月未満で可能となった者が２名（症例Ｅ＝27 ヵ月、症例Ｆ＝20 ヵ月）、30
ヵ月以降で可能となった者が２名であった。 
 図 11-3 に、10 名の EASD 得点の経時的変化を重ね書きして示した。全体的には右

上がりの発達曲線が描出され、正常発達の下限内の発達をみせる者が少なからずみられ
た。発達段階１～３においては、全例が４～７ヵ月の月齢で発達段階２に到達し、12
ヵ月未満の月齢で発達段階３に到達しており、補聴器装用後の発達の追い上げが示され

た。発達段階４～５においては、緩やかな発達曲線に転じて個人差も広がっていった。
発達段階４に 18 ヵ月前に到達した者と 18 ヵ月以降に到達した者に分かれ、正常発達

にほぼ追随する発達をみせる者と１歳ほど遅れながら緩やかな発達をみせる者とに分
かれた。図 11-3 を個人別にみると、症例Ｅ（100dB）は 27 ヵ月で、症例Ｆ（70dB）
は、21 ヵ月で発達段階５に達していた。聴力レベル 100dB の３名（症例Ａ、Ｃ、Ｅ）

についてみると、症例Ｃは人工内耳に移行したが、補聴器装用を続ける症例Ａ、Ｅは到
達度が比較的良好であった。一方で、症例Ｂ（50dB）、症例Ｈ（70dB）の発達は緩や
かであった。 

 図 11-4 の各項目別の平均到達月齢は、発達段階数が上がるほどデータ数が減るため
に十分ではないが、発達段階が上がるほどに到達月齢が高くなることが示された。また

発達段階４では項目間のばらつきが増していた。 
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図 11-2 対象児における運動・言語面の獲得月齢 
 運動面（定頸，座位，独歩），言語面（初語，語連鎖の表出）の獲得月齢を示した． 
 

 

図 11-3 EASD 質問紙の得点の経時的変化 
 縦軸を質問紙の得点（発達段階），横軸を生活月齢とし，各対象児の経時的変化を重ね書きし
た．良聴耳聴力レベル 70dB 未満は細点線，70dB 以上～90dB 未満は太破線，90dB 以上は太
実線で示した．グレー部分は正常発達領域を示す． 

!�+(100dB) 
!�,(50dB) 
!�-(100dB) 
!�.(90dB) 
!�/(100dB) 
!�0(70dB) 
!�1(80dB) 
!�2(70dB) 
!�3(100dB) 
!�4(70dB) 
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図 11-4 EASD 各項目の平均到達月齢 
 平均値と標準偏差（1SD）を示す．発達段階５はサンプル数が少なかったため，平均値のみ記
した． 
 
 
 
第４節 考察 

１．EASD 質問紙からみたきこえの継時的発達 
 本研究の主旨は、０歳代から補聴を開始した乳幼児における日常のきこえの経時的発
達を把握することにあった。対象児 10 名は聴力レベル、原因疾患、個人的素因・環境

的要因ともに一様ではなかったが、EASD 質問紙により各々の聴性・音声行動の発達曲
線が描出されたことになる。図 11-2 の運動発達面をみると、平衡覚障害によるものか、

定頸、座位、独歩が遅れた者もいたが、図 11-3 の聴性・音声行動の全体的傾向として
は正常発達範囲の下限内の到達度を示した対象児が少なからずみられたという結果で
あった。 
 前言語期にあたる発達段階１～３に関して図 11-3 と図 11-4 をみると、全対象児が
満１歳に達する時点では発達段階３に到達しており、補聴器装用による発達の追い上げ
が示された。一連の項目をみると、聴性行動面の発達においては、音や声への気付き・

注意、音-事象の関連づけ、空間的な音源詮索、音や声の能動的・情動的聴取、音や声
による記憶・予測、特定場面での音や声の意味理解が段階的に習得されていくことが分
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かる。さらに音声行動面の発達、すなわち自声フィードバック、発声行動の増加、能動
的・情動的発声が加わり、これらが母子間の共感・情動的な音声コミュニケーションを
ベースに発達していく様相がうかがえる。中村（2007）は乳幼児期の情動的な共有経

験をベースとした聴覚活用の意義を述べているが、これを具体的に反映した結果と思わ
れる。早期補聴の直接的効果を見出すという観点からは、このような０歳代の発達的変
化が描出された点は重要であり、本質問紙の臨床的有用性が示唆されたと考えられる。 

 続く言語期にあたる発達段階４～５に関しては、図 11-3 の発達曲線は１歳前後で緩
やかな上昇に変わり個人差が生じ始めていた。症例Ｅ、症例Ｆの例では発達段階４～５

においても正常発達に比肩する到達度を示し、１歳代さらには２歳代の文レベルでの会
話期においても年齢相応の発達が維持されていた。一方、症例Ｂ、症例Ｃ、症例Ｈの例
のように緩やかな発達を示す者もいた。聴能発達のためには０歳代からの補聴器装用が

継続された上で音声コミュニケーション環境が整えられることがまず前提となるが、言
語期に入ると、聴覚ベースの音韻・意味・統語的処理も含めた一定レベルの言語的認知
能の獲得が必要とされ、同時に構音技能、相互コミュニケーションによる語用論的技能

の習熟も求められる。このように言語習得上の発達課題の難度が高まったことが、今回
の到達度の個人差として表れたと考えられる。 

 
２．発達の個人差が生じた要因について 
 図 11-3 において、到達度に個人差が生じた要因について考察する。聴力レベルとの

関連に関しては、今回の対象児の良聴耳聴力レベルは最も重い例で 100dB であり、
ANSD 例を含めて補聴により一定の装用効果が見込まれる聴力であった。補聴について
はインサートイヤホン・オージオメトリーに基づき 2cc SPL フィッティングによる適

合を重点的に施したため、個人差はありながらも 100dB の３名を含めて一定以上の発
達が示されたと思われる。 

 むしろ留意すべきは聴力レベルが 50dB、70dB であった症例Ｂと症例Ｈの到達度が
低く、発達の遅れや補聴器装用が習慣化されなかったことが、１歳代に発達の個人差が
広がり始める一因となったと考えられることである。この２名が今後キャッチアップす

る可能性が否定されたわけではないが、発達の遅れや補聴器の装用習慣といった発達に
影響を及ぼす個人的／環境的要因は本質問紙からは把握されない。これらをいかに多面
的に把握するかは、装用指導や教育方針の選択に影響する重要な事柄といえる。 
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 総じてみると、本質問紙が得た発達曲線は指導や聴覚補償手段の見直しにつながるも
のであり、特に指導面において日常のきこえの行動の発達順序性を想定した項目構成は、
聴能指導や養育者への助言の上では利点と考えられた。また聴覚補償手段においては補

聴器適合状況の再確認はもちろんであるが、特に人工内耳適応判断について関係職種間
で共有しやすい一情報を提供しうる可能性がある。本研究では人工内耳装用児の症例数
が少ないため明確な結論は得がたいが、今後、EASD による人工内耳候補児選択に関す

る臨床的検討が必要と思われる。 

 

３．本章のまとめ 
 以上のように、本研究は０歳代からの補聴による早期介入効果を EASD 質問紙によ
るきこえの経時的発達の点から示した。対象児には 2cc SPL フィッティングによる補

聴が施され、本補聴手順による可聴性の確保が前言語期からの聴能発達を促進すること
が明らかとなった。本研究においては症例数が限られており、積極的な手話使用の場合
や他障害を併せもつ乳幼児への適用など、今後明らかにすべき点を残す。また他の評価

ツールとの統計学的な妥当性が検討されていない点、得点化に暫定的な方法を用いた点
にも課題を残すが、本質問紙が早期補聴による聴性・音声行動発達の様相を描出した点

は重要と思われる。今後、他の情報収集や評価ツールと組み合わせながら症例を集積し、
人工内耳や教育上の選択も含めた視点から活用するための実践的検討が必要と思われ
る。本研究が得た主な知見は、以下の２点である。 

 

1）  EASD 質問紙によって、０歳からの補聴器装用後のきこえの発達の継時的な評価
を行った。全例に補聴器装用後に発達の追い上げがみられ、０歳代にかけて前言

語期にあたる発達段階１～３に到達した。言語期にあたる発達段階４以降では、
正常範囲内の発達を示す者もいた一方で、１歳半ば以降では発達の個人差が明確

に生じ始めた。 

2）  対象児には、重度難聴のため補聴器装用後に２歳代で人工内耳へ移行した者、
発達の遅れがあった者、補聴器の常時装用が定着しなかった者が含まれた。EASD

質問紙によって描出された緩やかな発達曲線は、これらの状況を反映したものと
考えられる。 
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付表 11-1 EASD 質問紙の各項目 

 

��������
����	�������
 
 
 発達段階 1. 音に気づく、音へ注意を向けはじめる；音と周囲の出来事を関連づけはじめる 
1-1 大きな音に対するはっきりとした反応（驚く，動きをとめる，声を出す，目を大きく見開く，まばたきをす

る）がある。 
1-2 ふとした物音や、やや小さめの音に対してもはっきりとした反応（前項を参照）がある。 
1-3 養育者の声に対するはっきりとした反応がある。 
1-4 音を出す物を注視することがある、養育者と目が合うことがある。 

 

 発達段階 2. 音源をみつけようとする；音の意味を理解しはじめる；意図的に声を出しはじめる 
2-1 音を出す動く物や養育者を追視しようとする。 
2-2 音のする方向へ振り向いたり、手を伸ばしたりする。 
2-3 養育者の声かけに笑う。 
2-4 お着替え・だっこ・おむつ替えのときや、手足・体を動かすあそびの間に声出しが増す。 
2-5 語りかける声の調子（あやす，大きな声を出す，普通に話すなど）を大きく変えると、表情や動きが変わる。 
2-6 声出しあそびをする（養育者の声かけによって声出しが増す）。 
2-7 気に入った物をみたときなど、その物に対して声を出す。 
2-8 歌や音楽が流れると声を出したり、ふと聞き入ったりする。 

 

 発達段階 3. 音源をみつける、音源を追う；音の意味を理解する；意図的に声を出す 
3-1 音の出る物を意図的にさわったり、いじったり叩いたりする。 
3-2 ある一定の短い時間、声に聞き入る。 
3-3 もっとあそんでほしい、楽しいことを続けてほしいときに、養育者に声を発する。 
3-4 周囲の音の状況に変化があると、何が起きたのか気にする。 
3-5 機嫌の良いときと悪いときで、出す声（泣き声ではなく）の調子が異なる。 
3-6 お腹がすいた、もっと食べたい、だっこしてほしい、それがほしい、誰かにかまってほしい（部屋に一人に

しないでほしい）ときなどに、養育者を声（泣き声ではなく）でよぶ。 
3-7 不意の見知らぬ音に驚いたり、不安になって泣いたりする。 
3-8 音あそび（拍手パチパチ，手をふる，おもちゃをたたく，簡単な声あそびなど）を繰り返し楽しむ。 
3-9 料理する音・水の出る音・声・動物の鳴き声・教室でいつも聞く歌・ドアの閉まる音・車の鍵の音といった

音の手がかりから、これから起きる日常の事柄・身近な人の動きなどを予測することがある。 
3-10 身振りを交えた日常よく使うことば（バイバイ，だっこしましょうね，いただきます，バンザイ，手あそび・

指あそびの歌など）を理解できることがある。 
 

 発達段階４. 音／ことばの理解が増す；声をコミュニケーションのために使う 
4-1 バイバイ、どうも、おしまい、ダメなどの、日常よく使うことばを理解する。 
4-2 自分の名前を呼ばれると、振り返る、笑う、手を挙げる、声を出す。他の人の名前の場合には、そのように

応じない。 
4-3 声まねあそびをする（違う声のパターンを聞かせると、声の出し方を変えようとする）。 
4-4 バイバイ、おはようなど、日常よく使うことばをそれらしく言う。 
4-5 何か言うとき、要求するとき、困ったとき、怒ったときなどでいろいろな声の出し方（声の高さ，大きさ，

長さ）をする。 
4-6 養育者や身近な人の名前らしきもの（あるいは物の名前）を言う（パパ，ママ，ナナなど）。 
4-7 複雑な音の出るおもちゃ（ボタンを押したり，握ると音が出る物）を楽しんで使う。 
4-8 嫌なときや「イイエ」を示すときに、首を横にふる。 
4-9 ある程度の長さの時間、話し手と関わることができる。 
4-10 音楽に合わせて体をゆする、踊る、ダンスをする。 

 

 発達段階５. 聴覚的な言語理解がはじまる；話しことばを使う；会話によるやりとりがはじまる 
5-1 身振りなしで、ことばによる簡単な指示を理解できる。 
5-2 身の回りのいろいろな物の名前やよく使う表現など、話せることばの数が増え続けている。 
5-3 ところどころに指さしや身振りなどを交えながら、文らしきことばを話す。 
5-4 言われたことが分からなかったとき、そのことを話し手に伝えたり、知らない物について、「ナアニ？」と

聞いたりする（質問行動の始まり）。 
5-5 目の前にない物について、その物の名前を挙げて話す。 
5-6 家族の名前、クラスの友達の名前、体のいくつかの部位の名前が分かる。 
5-7 周囲に他の音があったり、何かに気をとられているときでも、先生や友達がよぶ声・合図などが分かる。 
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第Ⅴ部 研究概要と総合考察 
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第 12章 研究概要と総合考察 
 
第１節 研究概要 
 現在、わが国は新生児聴覚スクリーニングの普及による難聴診断の低年齢化に伴い、

０歳からの早期の補聴器適合法の開発が喫緊の課題となっている。本研究は、聴覚障害
乳幼児に適用しうる妥当性のある補聴器適合のためのフィッティング手順の構築を目
指し、各耳の聴覚閾値と実耳特性に対応し、かつ閾値上レベルで補聴器の増幅特性を評

価しうる方法の開発を主題として、基礎データの収集および臨床的効果の確証を含めた
検討を行ったものである。 
 本研究の第１章では３つの目的を挙げたが、これらの目的に応じるため具体的方策と

して、VRA、インサートイヤホン、RECD 測定、2cc SPL フィッティングによる手順
を体系的に組み合わせて導入した。これらの手順が、乳幼児の装用する補聴器の増幅特

性の適否を、できる限り正確な純音聴力測定に基づき、実耳特性に対応した上で、各耳
の閾値上の可聴性の観点から検証するための手法として適用しうるかを検討した。さら
に本手順に基づいた早期補聴が及ぼす発達的効果について、EASD 質問紙による０歳か

らのきこえの発達評価の点からも検討した。以下に研究概要を示す。 
 
１． VRA による聴覚障害乳幼児の純音聴力閾値測定に関する研究のまとめ 

 第Ⅱ部では、聴覚特性のアセスメントを研究主題として検討を行った。これまでわが

国で広く使用されてきた COR は音場検査用スピーカを用いるため、左右耳別のオージ
オグラムを得ることができない、測定誤差が大きい、オージオメータから 100dB 以上

の高出力音を提示できない、骨導聴力を推定できないといった問題があり、補聴器特性
処方に必要となる正確度の高いオージオグラムを得ることができなかった。そこで第Ⅱ
部ではこれらの問題を解決するために、行動観察的な聴力検査法である VRA（visual 

reinforcement audiometry）を導入し、インサートイヤホンによる左右耳別の気導お
よび（良側）骨導の純音聴力測定を試みた。VRA の有用性と課題について、使用する
聴力測定機器の較正に関わる基礎的検討（第２章）、乳幼児聴力検査への臨床応用（第

３～６章）の２点から実証的に検討した。 
 第２章では、まず検査機器システムの検討を行い、3A インサートイヤホンの出力レ

ベルを基準等価閾値音圧レベル（ISO389-2 と ANSI S3.6 による）へ適合させる上で不
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可欠となるオージオメータの電気音響的な較正手順を構築した。第３章では、インサー
トイヤホン装着下のVRAを、３歳未満の聴覚障害乳幼児37名に対して適用を試みた。
同検査法を繰り返し実施することによって、大半の聴覚障害乳幼児（条件付け成立群＝

50％、準成立群＝36％）から左右耳別の気導オージオグラムを得ることが可能であっ
た。インサートイヤホン使用は COR で生じていた音場測定に伴う誤差を解消し、測定
上の正確度を高める上で優れていた。さらにオージオメータから 100dB 以上の高出力

音も提示可能であり、適用聴力の範囲をより重度の聴力レベルまで広げることができた
点からも、重度の聴覚障害乳幼児までを対象に含めた純音聴力測定法としての有用性が

示唆された。ただし第３章ではいくつかの課題が残され、VRA の測定可能率と聴力要
因の関連（第４章）、VRA の条件付け形成における月齢要因の検討（第５章）、実耳特
性への対応（第７～９章）、耳科学的諸検査とのクロスチェック（第５、６、10 章）に

関しては、後章で検討を行った。 
 第４章では、VRA の測定可能率に聴力レベルの要因が与える影響を明らかにするこ
とを目的に、聴覚障害乳幼児 43 名を対象に検討を行った。３歳以降の確定時の聴力レ

ベルが 100dBHL 未満だった 16 名における乳幼児期の VRA の測定可能率は 100％で
あった。これに対し、100dBHL 以上の聴力レベルの群では、VRA の測定可能率が有意

に低下することが示された。VRA の条件付けには、被検児の保有する聴力レベルの程
度が影響し、聴力レベルが 100dB 未満の場合は条件付け形成が良好に成立しうること
が明らかとなったといえる。条件付け成立に影響する月齢要因との関連分析までは至ら

なかったが、100dB 以上の聴力レベルの群に検査回数の繰り返しによって条件付けが
成立した者がいたことから、保有する聴力レベルの要因のみならず、補聴器装用による
聴能発達が条件付け形成に貢献することが示唆された。 

 第５章では、０歳代の聴覚障害乳児における VRA 条件付け形成の月齢要因の影響を
検討した。新生児聴覚スクリーニング後の精査によって両側難聴と診断された 12 名を

対象に、耳科学的諸検査とのクロスチェックを経た上で条件付け形成月齢を検討した。
聴覚障害乳児における VRA の条件付けは、０歳後半（月齢７ヵ月以降）に形成される
結果が得られた。聴力レベルが悪くなると、VRA の条件付け形成月齢が有意に遅れる

傾向があることが示された。その一方で、条件付け形成月齢と、定頸・座位・独歩の各
運動発達の間には有意な相関はみられず、第４章と同様に聴力レベルの要因が条件付け
形成へ関与することが示唆される結果となった。なお、ダウン症候群の１名は１歳半ば
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過ぎになって条件付けが形成されたことから、条件付け成立には聴能的な認知発達が影
響することも示唆された。今回の対象児 12 名には聴力レベル 100dB を越える者は含
まれなかったため、重度難聴の０歳症例への VRA 適用は今後検討すべき課題であると

はいえる。しかし、本研究から聴力レベル 100dB 以下で他に重複する障害がなければ、
０歳後半の月齢において左右耳別の気導オージオグラムが高い測定可能率で得られる
ことが明らかとなり、適用月齢に関する重要な知見が得られたと考えられる。 

 第６章は、VRA による骨導聴力の推定を主題とした。６名の聴覚障害乳幼児を対象
に骨導 VRAを試み、他覚的な耳科学的諸検査とのクロスチェックの観点から検討した。

骨導 VRA は、良側骨導値（もしくは骨導刺激による両耳聴の骨導値）の反応閾値を測
定するものであること、頭部への骨導振動子の固定法、オージオメータの提示レベルに
上限があるなどの検査法上の制限があるが、一定レベルまで骨導聴力が残存していれば

骨導 VRA によって良側の骨導聴力推定が可能であり、気導／骨導 VRA と諸検査との
クロスチェックが乳幼児の伝音／感音系の障害部位・病態の鑑別に利用できることが示
された。 

 
 第２～６章は、聴覚障害乳幼児から、より正確度の高い反応閾値を測定する純音聴力

検査法である VRA を導入するための一連の検討を行ったものである。VRA の先行報告
が主に健聴乳幼児を対象として検討を行ったのに対し、本研究は聴覚障害群を対象とし
た点に特徴があり、補聴に関連づけて臨床的実用性の高さを明らかにした点に独自性が

あると考えられる。 
 第Ⅱ部の研究が得た最も重要な知見は、VRA の適用によって、従来の COR では得る
ことができなかった左右耳別の気導オージオグラム、良側の骨導オージオグラムを聴覚

障害乳幼児から測定できることを明らかにした点にある。第５章においてインサートイ
ヤホン装着下の VRA によって、０歳後半の月齢で左右耳別の気導聴力測定が高い測定

可能率で施行可能であることが示されたが、この結果は０歳児への対応上は特に重要な
知見と思われる。つまり、この月齢期に VRA を重点的に実施することにより、重度難
聴も含めて、COR に比べて正確度が高い周波数別の聴覚閾値（気導・骨導）を左右耳

別に得ることができ、より正確な純音聴力に基づいた補聴器特性処方を早期から施すこ
とが可能になると考えられる。またインサートイヤホン・オージオメトリーでは、イヤ
モールド（耳かけ形補聴器用）との結合により、耳かけ形補聴器装用下と同一条件の実
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耳特性を反映した EDT（earmold-derived threshold）が得られる。EDT は、実耳特
性への対応した耳かけ形補聴器のフィッティングの上では音響的に有利であることも
重要である。 

 
２． 2cc SPL フィッティングによる聴覚障害乳幼児の補聴器特性評価法に関する研究 
  のまとめ 

 第Ⅲ部では、補聴器に関する電気音響的選択、補聴効果の検証を研究主題とした検討

を行った。乳幼児の RECD を実証的に明らかにした上で、「デシベルの輪」による換算
原理、ノンリニア補聴器の閾値上の増幅特性評価法を検討した。これらの研究を行った

背景には、乳幼児の外耳道容積が成人に比べて小さく、個々の乳幼児の実耳特性への対
応が必要であることが挙げられる。また、従来の COR に基づく補聴器装用下の閾値測
定ではノンリニア補聴器の圧縮増幅特性の適否を検証することができなかった。このた

め乳幼児の実耳特性に対応しつつ、閾値上の増幅特性を把握しうるフィッティング手順
の開発が必要であった。 
 第７章では、補聴器を装用した乳幼児 13 耳の RECD を測定した。乳幼児群の外耳道

容積（0.4～0.6cc）は幼児群と比べて有意に小さく、RECD に影響する主たる物理的要
因の１つと考えられた。乳幼児群の RECD の測定結果は、概ね 1000Hz 以上の高音域

において 10dB 以上の大きなレベル差が生じていた。これらはインサートイヤホン・オ
ージオメトリー、補聴器装用下の双方の外耳道内特性に影響する音響的変数を実数値と
して示したものである。 

 第８章では、CDD、RECD、REDD による「デシベルの輪」による換算原理に関して、
実測データに基づいてデシベル換算原理の妥当性を実証的に示した。4000Hz 以下の周
波数帯域では、CDDと RECDの和がREDDと±３dB以内の僅差で一致したことから、

この換算手順によってオージオメータとインサートイヤホンで測定された聴覚閾値を、
少ない誤差で音圧レベルへ変換できることが示された。 

 第９章では、インサートイヤホンによる反応閾値を 2cc SPL へ変換する 2cc SPL フ
ィッティングの手順を、聴覚障害乳幼児（23 名 45 耳）に適用した。乳幼児の装用する
ノンリニア補聴器のカプラ上の出力レベルと聴覚閾値を、2cc SPL による同一のデシベ

ル尺度上で直接的に比較した。この手法によって、従来の音場における補聴器装用下の
反応閾値測定からは把握不能であったノンリニア補聴器の閾値上の増幅特性を把握で
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きることを明らかにした。 
 
 第７～９章は、聴覚障害乳幼児に 2cc SPL フィッティングの導入に関する検討を行

ったものである。 
 乳幼児において SPL フィッティングを導入する第１の理由は、個々の RECD へ対応
する必要性によるものである。本研究が 2cc SPL を採用したのに対し、Seewald（1995）

の DSL 法は外耳道内 SPL を採用している。第８章の音響的測定の結果は、両者が「デ
シベルの輪」の換算原理によって相互に変換可能であることを示すものである。2cc 

SPL フィッティングは、原理的には大和田の方法（1984；1995；1996；2004）の変
法であり、同一のデシベル尺度上で、補聴器のカプラ上の出力レベルと聴覚閾値を直接
比較できることが利点である。特に個々の RECD 算入を省きながらも、実耳特性に対

応した点に特徴がある。 
 SPL フィッティングを導入する第２の理由は、ノンリニア補聴器の圧縮増幅特性を閾
値上の可聴域との関連から把握する必要性によるものである。本手法によって、利得／

周波数特性、最大出力音圧レベル、圧縮比という基本的な増幅特性の適否が、閾値上の
可聴域との関連から判断できるようになった。2cc SPL フィッティングは実耳特性に対

応しており VRA による純音聴力測定の結果を利用できることからも、従来の COR に
基づく補聴手順に比べて利点がみとめられ、特に低年齢児におけるノンリニア補聴器の
閾値上の増幅特性評価法として検証精度の高い手法と考えられる。 

 
３． ０歳児への 2cc SPL フィッティングの適用ときこえの発達に関する研究のまとめ 

 第Ⅳ部では、０歳から補聴器装用を開始した聴覚障害乳児に対して、第Ⅱ～Ⅲ部で述
べた一連の手順を適用し、本手法の適用と留意点に関して症例的検討を行った。また

EASD 質問紙による０歳からの聴性・音声行動の継時的な発達評価を試み、2cc SPL フ
ィッティングに基づく早期補聴の臨床的意義についても考察した。 

 第 10 章では、０歳児３名に対する補聴経過から、補聴器形の選択、インサートイヤ
ホン装着下の VRA による気導聴力測定、RECD 測定と SPL フィッティング、EASD 質
問紙による前言語期の継時的発達に関して検討を行った。乳児に対するノンリニア補聴

器の圧縮増幅の設定のほか、特に高出力の耳かけ形補聴器を適用する場合に必要となる、
過大出力とハウリングを回避するための特性設定上の留意点について、具体的症例を挙
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げて示した。１名が外耳・中耳炎により補聴器装用が一定期間、困難となったが、EASD
質問紙により２名の補聴下のきこえの発達が継時的に評価され、早期補聴が前言語期の
聴能発達に及ぼす効果が示された。 

 第 11 章では、聴覚障害乳幼児 10 名を対象に、EASD 質問紙による０歳代からの補
聴による聴性・音声行動発達を評価した。０歳代の補聴器装用後に急峻な聴性行動の発
達的変化が生じ前言語期の発達を遂げた後、１歳半の時点で発達の個人差が明確に生じ

始める発達曲線が描出された。 
 

 第 10～11 章では、第Ⅱ～Ⅲ部で論じた一連の補聴手順の適用と発達的効果に関して
検討がなされた。聴覚障害乳児への 2cc SPL フィッティングは、VRA の条件付けが可
能となる０歳後半の月齢から適用できることが示された。乳児においては高音域の出力

レベルや圧縮比などの特性設定に留意すべき点はあるものの、同月齢から妥当な閾値上
の増幅を与えることが可能であることが分かった。さらに０歳からの早期補聴による聴
性・音声行動発達の様相が EASD 質問紙によって描出され、本手順に基づく補聴が前

言語期・言語期初期における聴能発達へ与える効果、および個人差が示唆されたことに
なる。 
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表 12-1 本研究において導入された手法 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 表中の①～④の番号は，米国の the pediatric working group conference on 
amplification for young children with auditory deficits（1996）と AAA（2003）の
ガイドラインによる４段階を，内容を整理するために記した．本研究で行った手法（2cc 
SPL フィッティング，EASD 質問紙）は，米国のガイドラインが推奨する手法とは異な
る独自の内容である． 

 
 

 
第２節 総合考察 
 本研究の総合考察を進めるにあたり、米国の the pediatric working group 

conference on amplification for young children with auditory deficits（1996）と
AAA（2003）のガイドラインを参考に、「①聴覚特性のアセスメント」「②電気音響的
選択、③増幅効果の検証」「④補聴下のきこえの発達評価・確証」の３つに分けて以下

に述べる。表 12-1 には、本研究が導入した手法を項目としてまとめた。  

① 聴覚特性のアセスメント 

（1）�VRA による純音聴力測定（インサートイヤホン装着による左右耳別の気導聴
力測定〔EDT〕、良側の骨導聴力測定） 

（2）�VRA と耳科学的諸検査（ABR，ASSR，OAE，耳鏡検査・ティンパノメトリ
ー，画像検査，難聴遺伝子検査，先天性サイトメガロウイルス感染検査）と
のクロスチェックによる聴力推定および病態鑑別 

② 電気音響的選択，③ 増幅効果の検証 

（3）�「デシベルの輪」の換算原理による聴覚閾値の音圧レベルへの変換 

（4）�RECD 測定 

（5）�2cc SPL フィッティングによるノンリニア補聴器における閾値上の増幅特性
の検証法 

④ 補聴下のきこえの発達評価・確証 

（6）�EASD 質問紙による乳幼児の聴性・音声行動の発達評価 
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１．聴覚特性のアセスメントについて 
 聴覚障害乳幼児に妥当な補聴器適合を施すためには、まずフィッティングにおいて必
要となる、より正確な各耳の周波数別の聴力データを得る必要があった。本研究は、聴

覚障害乳幼児を対象にインサートイヤホン装着下の VRA を行い、左右耳別に気導聴力
の測定が可能であることを測定可能率の検討から明らかにした。インサートイヤホンと
VRA による検査法は、従来の COR の欠点である、左右耳別に測定できない、音場検査

用スピーカを用いることに伴う誤差、高出力音を提示できないといった問題を改善し、
検査法としての正確度を大きく向上させた。 

 VRA による条件付け形成は、聴覚障害乳幼児においても全般的に良好であった。本
研究においては条件付け形成に影響する要因の分析は、第５章の対象児数と聴力分布が
限られているため必ずしも十分とはいえないが、第４～５章の結果を総合的にみると、

条件付け形成と聴力レベルには関連がみられ、聴力レベルが増すと条件付け形成に不利
に働く傾向が示唆されたと考えられる。第３～５章の結果から、VRA の検査回数を重
ねることと補聴器装用による聴能発達が条件付け形成に相乗的に貢献することも示唆

された。特に０歳後半の月齢期に重点的に VRA を繰り返し実施することは、乳幼児の
補聴器特性処方に際して基本データとなる左右耳別のオージオグラムを得る上で重要

であろう。ただし、第７章で検討したように、乳幼児の外耳道音響特性は成人と異なる
ため、インサートイヤホン・オージオメトリーにおいては実鼓膜面音圧レベルへの影響
値を考慮すべきと考えられる。すなわち、成人の耳を基準としたオージオグラムの聴力

レベル（dBHL）尺度を、乳幼児に適用することは妥当とはいえない。オージオグラム
の縦軸をダイヤルレベルと表記しながらも、音圧レベルへ閾値変換（第８～９章）を行
うなどの対応が必要となる。 

 このインサートイヤホンと VRA に関する報告は、国内では筆者らの報告が最初であ
った（富澤・加藤ら，1999）。その後に追試（富澤・加藤 2003；富澤，2004）や他機

関からの報告もあり（森田・伊藤，2004）、同検査法はすでにわが国の一部の機関に導
入され始めている。第２章で述べたように、インサートイヤホン使用にあたっては、現
状の国内製のオージオメータの多くが性能的に対応していないという問題もあるが、

2011 年の JIS 改訂でインサートイヤホンの基準等価閾値音圧レベルが記載されたこと
をきっかけに、今後、国内製の検査システムの改良も含め、インサートイヤホンと VRA
による乳幼児聴力測定システムの普及が望まれる。 
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 また、第６章で検討した気導／骨導 VRA と耳科学的諸検査とのクロスチェックは、
乳幼児の伝音／感音系の障害部位・病態の鑑別に利用できることが示された。特に近年
の難聴遺伝子検査、画像検査の高精度化、先天性サイトメガロウイルス感染検査など、

先天性難聴に対する聴覚医学的な診断技術が急速に進歩する中、VRA は難聴に関する
最も基本的情報である各耳における周波数別の気導聴力と骨導聴力（良側）を提供する
点において重要であろう。VRA の実施においては検査者の技量的習熟が必要ではある

が、VRA と他覚的諸検査とのクロスチェックの結果が概ね整合していたという本研究
の結果は、VRA による聴力測定の妥当性の高さを示すものである。近年の医学的診断

技術の発展を考えると、他覚的検査と VRA の行動観察的検査法による基礎的な聴力デ
ータとの整合性をクロスチェックの原則に基づいて確認することは、医療・聴覚補償・
教育上の方針を立てる上において、今後、必要性が高まるものと思われる。 

 
２．電気音響的選択、増幅効果の検証について 
 インサートイヤホンによる 2cc SPL フィッティングに関しては、筆者らが乳幼児の

ノンリニア補聴器における増幅特性評価の観点から最初に報告をし（富澤・木下ら，
2007；富澤・加藤，2008）、後に「デシベルの輪」による換算原理の妥当性について

追加的検討を行ったものである（富澤・坂田，2011）。結果的には、この手順は 2010
年に日本聴覚医学会が成人難聴例を想定してまとめた「補聴器適合検査の指針」におけ
る「挿入形イヤホンを用いた音圧レベル（SPL）での聴覚閾値・不快レベルの測定」と

原理的に同じものとなった。 
 この 2cc SPL フィッティングの第１の利点として、乳幼児の実耳特性への対応に関
する点が挙げられる。第７章において、乳幼児の RECD は高音域になるほど増す結果

が示された。2cc SPL フィッティング法はインサートイヤホンによる聴力測定値を基づ
いて行われるが、その特徴の一つに、イヤモールド（耳かけ形補聴器用）との結合によ

って実耳特性を反映した EDT を利用することが挙げられる。EDT を 2cc カプラ内音圧
レベルへ変換することにより、RECD 特性の如何に関わらず実耳特性に対応させる点は、
2cc SPL フィッティングの「閾値と補聴器の出力レベルの直接比較」を成立させる原理

において重要である。この原理を考案した大和田による 2cc SPL ヒアリングメータに
よる原法（1984，1995，1996，2004）と比較すると、大和田の方法がポケット形（箱
形）補聴器用の小型イヤホンを用いたのに対し、本研究の手法では耳かけ形補聴器用の
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イヤモールドを用いた点に特徴がある。耳かけ形補聴器用イヤモールドを結合して
EDT を得る手法は、より正確に耳かけ形補聴器のフィッティングを実耳特性に対応さ
せながら行う上で適していると考えられる。言い換えれば、乳幼児の実耳特性に対応し

た耳かけ形補聴器の適合を行う場合には、インサートイヤホン（とイヤモールド）装着
下の VRA と組み合わせて各耳の EDT を周波数別に測定し、耳かけ形補聴器に 2cc SPL
フィッティングを適用すればよいと考えられる。補聴器の形状選択に関しては、第 10

章の症例的検討において、乳児への耳かけ形補聴器の適用上の課題と留意点が指摘され
たものの、耳かけ形補聴器の使用自体を否定する見解は得られなかったことから、初期

から耳かけ形を第１候補として選択してよいと思われる。なお、2cc SPL フィッティン
グは 2cc カプラ内音圧レベルを採用しており、外耳道内音圧レベルを採用した DSL 法
（Seewald，1995；Seewald et al.，2005）とは異なる手法である。2cc SPL フィッ

ティングは、実耳特性に対応しながらも、RECD 測定を必須測定に含めない点に大きな
特徴があり、その簡便さから別の方法として区別すべきものである。 
 2cc SPL フィッティングの第２の利点として、SPL への閾値換算によって、ノンリニ

ア補聴器における閾値上の圧縮増幅特性を検証できることが挙げられる。従来、用いら
れてきた COR による裸耳／補聴器装用下の閾値測定による手法では、もともと左右耳

別の閾値情報がなかったことに加え、増幅特性の評価に関しても周波数精度が粗い上、
周波数特性上のピーク／ディップも見逃されるという欠点があった。さらに、どの周波
数の利得・圧縮比・最大出力音圧レベルを、何 dB 上げる／下げるべきかといった具体

的数値目標が不明瞭であり、検査結果から微細な再調整を行うための判断材料を得るこ
とができなかった。インサートイヤホンによる SPL フィッティング法は、同一のデシ
ベル尺度上に聴覚閾値と補聴器の出力レベルを表示し、入力レベル別に閾値上の周波数

特性を検証できる点に特徴がある。現状では、乳幼児の補聴においてラウドネス評定を
参照することは困難であるが、インサートイヤホンによる EDT が得られれば、各耳に

対して増幅された純音が閾値上のどの感覚レベル（dB SL）に達したかという観点から、
増幅の適否を評価できることになる。すなわち、本手法はノンリニア補聴器の増幅特性
と閾値上の感覚レベルとの関係を可視化することにより、従来の COR による手法によ

る精度の粗さの問題を解決したものといえる。デジタル補聴器が一般化し、乳幼児への
ノンリニア補聴器の装用が広まった現状をみれば、個々の乳幼児の実耳特性への対応、
さらに閾値上の増幅特性を検証しうる点において本手法の有用性がみとめられる。また、
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骨導 VRA の導入による気骨導差に応じた補聴器選択や特性処方も可能である。 
 
３．補聴下のきこえの発達評価・確証について 

 本研究では、EASD 質問紙を用いて補聴器装用乳幼児の聴性・音声行動発達の継時的
評価を行った。VRA と他覚的検査のクロスチェックによって乳幼児の聴覚閾値を推定
できることが示されたとはいえ、低年齢児の聴覚補償が限られた聴覚アセスメント情報

に基づいて行われること、さらに人工内耳の適応判断、他障害を併せもつ子どもが一定
の割合でみられることを考えると、とりわけ play audiometry（遊戯聴力検査）が安定

して実施可能となる３歳頃までは、日常のきこえの行動面における発達的変化を経時的
に把握することは聴覚ハビリテーション上、重要と思われる。第 11 章では、０歳代の
補聴器装用後に急峻な聴性行動の発達的変化が生じるという前言語期の過程を遂げた

後、１歳半の時点では個人差が生じ始める発達曲線が描出された。１歳代には、多くの
対象児が言語期初期に相当する発達段階４に達したことを考えると、０歳代からの早期
補聴の有効性が示唆されたと考えられる。 

 このような０歳からの補聴下のきこえの発達評価は、米国学会の最新ガイドライン
（AAA，2013）ではアウトカム評価と関連づけて説明されている。本研究の結果は、

わが国の早期補聴後の長期的な発達（幼児期・就学期）への効果を調べた先行報告と異
なり（内山・徳光，2004；福田・問田ら，2007）、乳幼児期のその時点におけるアウ
トカムを示した点で意義があると考えられる。第 11 章の 2cc SPL フィッティングを重

点的に施した 10 名の結果（図 11-3）は、Yoshinaga-Itano（2000）の米国コロラド州
の報告を参照しても、大きく矛盾しない結果と思われた。また、齋藤（1988）による
調査が行われた 1980 年代と現在の状況を比較すると、当時は０歳児に対する補聴器フ

ィッティングはまだ模索期にあり、質問紙上の装用効果も明確ではなかったとみるべき
と思われる。この報告と比べると、本研究では対象乳幼児に対して妥当性の高い増幅特

性の処方・検証がなされており、適切なフィッティングの過程を経ることが早期の聴能
発達を促進しうることを明らかにした点において意義がみとめられる。本研究において
０歳６ヵ月前から増幅を与えることが、前言語期からの養育者との音声コミュニケーシ

ョンの発達に貢献しうることが示された点は重要な知見といえよう。今後、乳児におけ
る補聴下の音声情報（声質・韻律・音韻）の知覚と共感・情動的コミュニケーションを
ベースとした発達の質的変化とその関連について検討も必要と思われる。 
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 このような乳幼児を対象とした補聴下のきこえの発達評価・確証のためのツールの開
発と適用は、海外においても、対象児の聴性行動の発達質問紙である Littlears、養育者
への問診によって評価する PEACH など、実際に評価ツールとして利用する取り組みが

始められたところである（Bagatto et al.，2011；Moodie et al.，2011）。各評価ツー
ルにはそれぞれの特徴があり、例えば IT-MAIS や Littlears は同一項目における定量的
変化を継時的に評価する手続きをとるため、到達得点の量的変化をとらえることはでき

るが、その時点における乳幼児の発達的段階や次なる発達課題を予測しがたいという難
点がある。また田中・進藤式の聴覚発達リスト（田中・小林ら，1978）は、健聴乳幼

児の BOA による聴性行動の詳細を月齢別に示しているが、運動・知覚・認知面と協応
的に発達する聴能的側面を十分に汲んだ項目構成とはいえない。EASD 質問紙を含め、
０歳児からの評価ツールの開発と適用はまだ試行的段階というべきであろうが、本質問

紙は乳幼児期のきこえの発達段階を想定した点、さらに聴能・音声能の発達に着目した
点に特徴がある。現在、聴覚医学的諸検査と VRA のクロスチェックによって、より正
確に閾値情報を把握できるようになった状況を考えると、音に対する反射・反応面とい

った音の検出（detection）に関する行動的評価を行うよりも、例えば本研究で用いた
EASD 質問紙のように、聴能・音声能の発達的観点を組み入れた評価を行うことの重要

性は増すと思われる。すなわち、従来の聴覚ハビリテーションをベースとしながらも、
まず適切な補聴を重点的に施して増幅効果の検証を行った上で、前言語期から日常生活
における音の認知能と対人場面での音声コミュニケーション能力の発達的変化をみな

がら、養育者への助言を含めて、聴覚補償および聴能教育プログラムの立案と実施に役
立てていく方向へのシフトが必要と思われる。 
 ０歳代から補聴下のきこえの継時的発達を追跡する目的は、補聴器装用による発達的

効果の評価のみにとどまらない。乳幼児期に、人工内耳への移行が検討される場合や、
他障害が顕在化してくる場合もありうる。また、教育の方法や場の選択も必要となるこ

とも関係する。聴覚障害乳幼児の養育者と専門家が協働的に方針を選択していくために
は、従来の医療／教育・療育による聴覚ハビリテーションの流れに、継時的な聴能発達
に関する評価データの活用を加える必要があろう。今後、多くの症例の臨床的知見の集

積が求められるところであり、このような評価ツールの妥当性・信頼性の検討、さらに
発達的変容に関する質的分析も含めた上での精錬が必要と思われる。  
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第３節 本研究の結論 
 
 本研究は聴覚障害乳幼児に対する早期補聴を主題として、妥当性のある補聴器特性検
証法の開発と臨床適用について実証的に検討したものである。本研究が得た主たる知見
は、以下の３点にまとめられる。 
 

1）  行動観察的聴力測定法である VRA の適用によって、０歳後半の月齢期（月齢７
ヵ月以降）において、聴覚障害乳幼児の左右耳別の気導聴力、良側の骨導聴力を
周波数別に測定できることが明らかとなった。インサートイヤホンの使用は、オ

ージオメータからの 100dB 以上の高出力音の提示、従来の COR の音場測定に伴
う誤差の解消、実耳特性への対応において利点がみとめられ、聴覚障害乳幼児に
おける純音聴力測定の正確度を大きく高めた。また骨導 VRA によって、良側骨導

聴力を測定することにより気骨導差を推定することも可能であった。VRA と他覚
的諸検査とのクロスチェックの結果は概ね整合しており、VRA による純音聴力測

定から妥当性の高い結果が得られることが示された。 

2）  補聴器の増幅特性を検証するための方法として、2cc SPL フィッティングを考
案した。本手法は、インサートイヤホン装着下の VRA から得られた EDT を 2cc 

SPL に変換する手順を踏む。本手法は、従来の COR による補聴器装用閾値の評価
では困難であった、ノンリニア補聴器の閾値上の圧縮増幅特性を把握できること、
さらに RECD 算入を行わずとも乳幼児の実耳特性に対応しうることを「デシベル

の輪」の検証から実証的に示した。このことから、2cc SPL フィッティングは、
聴覚障害乳幼児に対してより適切に閾値上の増幅を与えうる方法であることが明

らかとなった。 

3）  補聴下のきこえの発達評価・確証のために、2cc SPL フィッティングを適用し
た乳幼児に対して EASD 質問紙による継時的評価を試みた。０歳からの補聴器装

用後の前言語期・言語期初期における聴性・音声行動発達の様相が発達曲線とし
て描出され、これまで明らかではなかった早期補聴による聴能発達面への効果が
示された。 

 
 以上の３点のように、本研究では、聴覚障害乳幼児のための体系化された補聴器フィ
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ッティング手順を構築し、この手法がより正確な純音聴力閾値と実耳特性に基づいた上
で、閾値上の音声可聴性を確保させるための補聴器特性評価法として妥当であることを
明らかにした。本手法は、インサートイヤホン装着による各耳の EDT を 2cc カプラ内

音圧レベルに変換し、同カプラ内の補聴器出力レベルと直接比較を行う点に特徴があり、
従来のCORに基づく補聴手順の精度の粗さを大きく改善した点に有用性がみとめられ
る。 

 本手法は、新生児聴覚スクリーニングにより発見された聴覚障害乳幼児に対して０歳
後半の月齢から適用可能であること、さらに EASD 質問紙によって前言語期・言語期

初期段階での聴能発達面の確証を得たことからも、聴覚障害乳幼児における補聴器の増
幅特性検証法として臨床的意義を有すると結論づけられる。 
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第４節 本研究の提言と課題 
 
１．本研究の提言 

 続いて本研究が得た知見から、新生児聴覚スクリーニング後の精査によって両側難聴
と診断された乳幼児に対する補聴への提言を記す。以下に、感音難聴の聴覚障害乳幼児
を想定して、2cc SPL フィッティングを施す場合の推奨手順に関わる基本的事項をまと

めた。各部品の性能や、防水性、安全性（電池の誤飲防止など）、補聴援助システムへ
の拡張性（外部入力端子など）に関する事項（AAA，2013）は本論で検討されていな

いため、ここでは述べないこととする。 
 

1）  ０歳６ヵ月前から補聴器装用開始するにあたって、初期には他覚的諸検査と

BOA による推定聴力に基づいた特性処方を行う。補聴器の形状選択は耳かけ形補
聴器の両耳装用が推奨される。器種選択においては、利得・最大出力音圧レベル
ともに調整バンド数が多く、圧縮比が可変で調整幅が広く、高性能のハウリング

抑制機能を持つ補聴器が望ましい。乳児への特性処方においては、ハウリングが
生じやすいこと、また過大出力を避けることに留意すべきである。これらの留意

点と音声可聴性の確保を両立させるため、中・低音域の可聴性を確実に確保する
よう考慮した利得設定を行う一方で、ノンリニア増幅の圧縮比を高めて最大出力
音圧レベルを弱め、高音域の利得を低めた特性処方を行い、適宜、出力を上げる

再調整を加えていく手順が考えられる。また良質なイヤモールドが求められるた
め、外耳道の成長に合わせて適宜、イヤモールドの作り直しを行うことが必要で
ある。 

2）  早期からより正確な聴力データを得ることは、妥当な補聴器適合を施す上で重
要である。０歳後半の月齢期において、インサートイヤホン装着下の VRA を重点

的に繰り返し実施することが推奨される。インサートイヤホンにはイヤモールド
（耳かけ形補聴器用）を結合して用いることが望ましい。イヤモールドと結合す
ることによって、各耳の実耳特性を反映した EDT が得られるからである。なお、

乳幼児から得られる EDT は、聴力レベル（dBHL）に整合しない点に留意すべき
である。対象児から周波数別の気導オージオグラムを左右耳別に得られたならば、
再測定を行いながらオージオグラムの再現性を確認し、合わせて骨導 VRA によっ
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て良側骨導値も測定しておく。得られたオージオグラムの信頼性について、伝音
系の所見、ABR、ASSR などの他覚的な誘発反応検査、OAE 検査、画像検査、難
聴遺伝子検査、先天性サイトメガロウイルス感染検査の結果とのクロスチェック

からも検討する。 

3）  実耳特性に対応した補聴器の特性処方・検証のための一手法として 2cc SPL フ
ィッティングがあり、VRA の条件付けが可能となった時点で、乳児に対してより

適切な補聴を施すことができる。インサートイヤホン装着下の VRA から得られた
気導の反応閾値に CDD を加算して 2cc SPL に変換し、これを補聴器のカプラ内

出力レベルと比較する。この手順を用いることによって、純音を入力音源にした
利得／周波数特性、最大出力音圧レベル、ノンリニア増幅の圧縮比の設定の適否
が、閾値上の可聴域との関連から正確に把握できる。０歳代では VRA による聴覚

閾値の変換、補聴器の装用試行的手順を踏みながら、徐々に最大出力音圧レベル
と高音域の出力レベルを上げていく再調整（必要があれば器種の再選択）を施す
が、言語期に入る満１歳前までに、補聴器の特性をほぼ適合させた状況まで整え

ておく（あるいは、利得不足などの特性上の問題の有無を具体的数値として明ら
かにしておく）ことが望ましい。なお、補聴器装用下の反応閾値測定は最小可聴

値を知るための評価法として簡便ではあるが、測定上の精度が粗く、圧縮比を把
握できないため検査結果の解釈を誤る可能性があるため注意を要する。また、2cc 
SPL フィッティングにおいては RECD の算入なしに一連の手順が成立するため、

RECD 測定は補助的な測定項目と位置づけられ、その測定は必須ではない。 

4）  ０歳からの補聴下の聴性・音声行動発達について、家庭および施設内の指導場
面の行動観察と合わせて、前言語期・言語期初期のきこえの発達に関する評価ツ

ール（EASD 質問紙など）を利用して、継時的な発達的変化を記録しておく必要が
ある。特に、前言語期においては乳児の情動的コミュニケーション、他感覚や運

動機能との協応的発達、受容・表出、認知機能の発達的変化の状況に着目し、補
聴器装用が聴能発達上の効果を生み出し続けていることの確証を得ておく。なお
対象児によっては、発達障害などの他障害が顕在化した場合の対応、人工内耳へ

の移行の選択、教育の場の選択・見直しなどが必要となる場合もあり、多面的な
情報収集の下で、聴能および音声コミュニケーション発達を注意深く観察・解釈
しながら、聴覚ハビリテーションを展開することが求められる。  
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２．本研究の課題 
 本研究が構築した聴覚障害乳幼児に対する補聴器フィッティング手順は、早期の聴覚
ハビリテーションにおいて一定の妥当性と実用性をもつことが明らかとなったが、その

一方で、今後、検討を行うべき何点かの課題を有する。わが国においては、乳幼児・幼
児のオーディオロジーを担いうる専門的人材が稀少であるという基本的問題はあるが、
特にフィッティングに関わる内容に絞って、重要と思われる課題を以下に述べる。 

 

1）  補聴器の装用は０歳６ヵ月前の月齢に開始されるが、０歳６ヵ月前は VRA によ

る純音聴力測定が困難であり、BOA による定性的な行動観察にとどまる。つまり、
初回の補聴器特性処方において必要となる聴力データは、他覚的検査と BOA のみ
に限られてしまっており、十分な信頼性を欠く状況にある。また本研究では、VRA

困難例や重複障害症例におけるVRAの条件付けについて十分な検討がなされてお
らず、今後、これらの乳幼児に対する信頼性の高い純音聴力測定法の開発と臨床
的検討が必要である。 

2）  現時点での 2cc SPL フィッティングは、純音を入力音源とした場合の利得/ 周
波数特性、最大出力音圧レベル、圧縮比という基本的な増幅特性の設定にとどま

るもので、デジタル補聴器の特性測定に用いる入力音源に関する検討がなされて
いない点も課題である。本研究では補聴器の特性測定に純音（タイプⅠ信号）を
用いた。Frye（2002）は、デジタル補聴器がノイズリダクションや適応型指向性

の機能など、音声に対して特異的に増幅を働かせる機能を持ち始めたことから、
長時間音声スペクトルの平均的な周波数減衰特性をもつノイズ音源や実音声（タ
イプⅡ信号）による特性測定法の必要性を述べている。現時点の 2cc SPL フィッ

ティング法では、閾値上に増幅された純音信号の可聴性を正しく評価することは
できるが、複合音信号である音声の可聴性に対しては直接的な評価は行えていな

い。 
 AAA（2013）のガイドラインのように、デジタル補聴器の諸機能に対する測定
が組み込まれていない点も課題である。ただし、複合音入力時の出力レベルは実

効（RMS）レベルで測定されるため、純音により測定された聴覚閾値との同一デ
シベル尺度上の比較ができなくなってしまうという問題がある。この課題への対
応を含め、乳幼児の実生活における行動様式をとらえた上での、様々な音響環境
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下における実音声入力時の増幅特性を反映する測定法の導入のためのさらなる研
究が必要である。 

3）  わが国の現状では、聴覚障害乳幼児の補聴器フィッティングの質は、補聴担当

者の個人的技量に負うところが大きい。早期補聴の適否は、前言語期さらには言
語期以降の発達を大きく左右しうる大きな要因である。このようなフィッティン
グの責任を一定の専門職員の個人的技量に負わせることは、聴覚ハビリテーショ

ンのリスク管理上、必ずしも望ましいこととは言いがたい。また人工内耳装用や
教育の方法や場の選択といった重大な判断が乳幼児期になされる現状を考えれば、

純音聴力測定の進行状況、補聴効果の検証、補聴下のきこえの発達の評価・確証
を組織的にモニターしながら、養育者と専門家が協働的に聴覚補償およびハビリ
テーションの方針選択を行いうる支援プログラム体制の構築が必要と思われる。  
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Smith 先生から、オーディオロジストが子どもの補聴器フィッティングに対して負う責任に
ついて厳しくご指導をいただきました。これらの研修成果は、デジタル補聴器の適用、さ
らには人工内耳装用児の教育の先導的実践へとつながりました。 

 元校長の故大嶋功先生は、時折は校舎を草鞋で歩きながら笑顔で子どもたちに声をかけ
られ、新任教員へは溌剌としたお声でご講義を下さいました。後任の安積力也先生、続く
川田殖先生のお二人の校長先生とのお話からは、人格形成における対話的コミュニケーシ

ョンの意義を思索する視点をいただきました。日本聾話学校に在職した９年間、諸先生方
とともに、乳幼児部から中学部、さらには通常級へインテグレートした子どもたちへの教
育に関われたことは恵まれた研鑽経験であり感謝いたします。 
 この時期は、言語聴覚士の制度化、特別支援教育への移行、全国の教育オーディオロジ

ーの研究会の立ち上げとも重なりました。筑波技術短期大学（現筑波技術大学）、国立特殊
教育総合研究所（現国立特別支援教育総合研究所）の現職教員を対象とした講習会での講
師経験、新たな教育系の研究会組織の立ち上げに関わって出会った諸先生方とのクリエイ

ティブな活動は、医学会での報告活動と合わせて本研究に勢いを与えてくれました。特に
筑波技術大学元学長の大沼直紀先生、愛媛大学の立入哉先生には、諸々にわたりお心をか
けていただきましたこと、感謝申し上げます。 

 2006 年に目白大学の言語聴覚士養成課程に職を移した後、３年目に学生指導の一環とし
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て学内に附属の耳鼻咽喉科・言語聴覚療法のクリニックが開設され、再び臨床に従事する
ことになりました。坂田英明先生・加我君孝先生からは、小児難聴に関わる耳科学医療チ
ームの一員として見識を広め、思考を高めるための数々のご配慮をいただきました。新設
の医療機関で、新生児聴覚スクリーニング後の精査・診断、補聴ハビリテーション、両親

支援の体制をゼロから築いていく苦労を共にさせていただいた、佐久間嘉子看護師長、遠
藤まゆみ臨床検査技師長、村上か乃音楽療法士をはじめ、クリニックおよび難聴ベビール
ームのスタッフ、言語聴覚学科の先生方に感謝いたします。 

 筑波大学関係では、加藤靖佳先生からは、研究的視点を持って論文を執筆するきっかけ
を与えていただきました。また本論文審査の主査をお引き受け下さった廣田栄子先生には、
論文の論理性を高めるために不可欠なご助言をいただきました。また副査の佐島毅先生、

藤生英行先生、四日市章先生に深謝いたします。 
 本研究は、医療と教育の双方の場を通してなされたものです。補聴に関する具体的手法
の詳細を単なる技術的方法論に陥らないように、その意義を含めて記述するよう心がけま

した。構築された手法は、わが子の難聴という現実に直面したご両親・ご家族への包括的
なオリエンテーションの中で、はじめて意味を成すものと考えます。新しい時代を生きる
子どもたちとご家族のよき道の選択に活かすためにも、諸先生方からのご意見・ご批判を

いただきたくお願い申し上げます。本博士論文の提出は、職場の上司として御指導下さっ
た齋藤佐和先生の目白大学退官の時期とも重なりました。遅々とした執筆、纏めきれない
行程に幾重にもお励ましを下さいましたこと、深謝申し上げます。 
 

                           2015 年 ３月 31 日 
                            富 澤 晃 文 


